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【開催日】 平成２８年３月１１日 

【開催場所】 第２委員会室 

【開会・散会時間】 午前９時～午後６時２０分 

【出席委員】 

委 員 長 下 瀬 俊 夫 副 委 員 長 矢 田 松 夫 

委 員 石 田 清 廉 委 員 岩 本 信 子 

委 員 小 野  泰 委 員 三 浦 英 統 

委   員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 

 なし 

 

【委員外出席議員等】 

議   長  尾 山 信 義 傍 聴 議 員  岡 山  明 

 

【執行部出席者】 

健 康 福 祉 部 長 河 合 久 雄 健康福祉部次長兼社会福祉課長  岩 本 良 治 

国 保 年 金 課 長 亀 田 政 徳 国保年金課主幹 安 重 賢 治 

国保年金課国保係長 大 濱 史 久 国保年金課年金高齢医療係長 三 隅 貴 恵 

国保年金課特定健診係長 岡 崎 さゆり 高 齢 福 祉 課 長 吉 岡 忠 司 

高齢福祉課主幹 塚 本 晃 子 高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長 尾 山 貴 子 

高齢福祉課主査兼高齢福祉係長 坂 根 良太郎 高齢福祉課主査兼介護保険係長 河 上 雄 治 

高齢障害課介護保険係主任 松 本 啓 嗣 地域包括支援センター主任 荒 川 智 美 

病院事業管理者 河 合 伸 也 病 院 局 参 与 渡 邊 津 波 

病院局事務部長 市 村 雄二郎 病院局事務部次長兼総務課長 山 本 敏 男 

病院局医事課長 岡 原 一 恵 病院局総務課主幹 和 氣 康 隆 

企画課企画係長 杉 山 洋 子   

 

【事務局出席者】 

事務局長 古 川 博 三 庶務調査係長 島 津 克 則 

 

【付議事項】 

１ 議案第４０号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の

制定について（国保） 

 

２ 議案第１７号 平成２８年度山陽小野田市国民健康保険特別会計予算に
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ついて（国保） 

 

３ 議案第１９号 平成２８年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算

について（国保） 

 

４ 議案第１８号 平成２８年度山陽小野田市介護保険特別会計予算につい

て（高齢） 

 

５ 議案第３８号 山陽小野田市指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について（高齢） 

 

６ 議案第３９号 山陽小野田市指定地域密着型介護予防サービスの事業の

人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定に

ついて（高齢） 

 

７ 議案第４８号 養護老人ホーム長生園組合規約の変更について（高齢） 

 

８ 議案第３７号 山陽小野田市消費生活センターの組織及び運営等に関す

る条例の制定について（生活） 

 

９ 議案第２４号 平成２８年度山陽小野田市病院事業会計予算について

（病院） 

 

10 閉会中の継続調査事項について 

 

 

午前９時 開会 

 

 

下瀬俊夫委員長 おはようございます。ただいまより民生福祉常任委員会を開

きたいと思います。副委員長がちょっと遅れるようであります。それで

は早速、議案第４０号山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する

条例の制定についてから審査に入りたいと思います。それでは執行部の

説明を求めたいと思います。 
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安重国保年金課主幹 それでは議案第４０号山陽小野田市国民健康保険条例の

一部を改正する条例の制定について御説明いたします。今回の改正は、

保険料負担における公平性の確保のため、国民健康保険法施行令の一部

改正が行われたことに伴い、所要の改正を行うものであります。お手元

にお配りしております国保年金課関係資料１を御覧ください。本資料は、

平成２８年度税制改正大綱の参考資料として厚生労働省が作成した資料

の抜粋です。このため表記が国民健康保険料でなく国民健康保険税とな

っておりますが、読み替えて御理解ください。地が肌色の部分、１大綱

の概要を御覧ください。改正内容の１番目、賦課限度額につきましては

相当の高所得者であっても保険料賦課限度額までの負担でよい状況にあ

ることから負担の平準化を図るために、例年引上げがなされているもの

であります。具体的には現行と比べ基礎賦課分を２万円、後期高齢者支

援金分を２万円引上げ、介護納付金分は据置き、合計で４万円の増額と

するものであります。改正内容の２番目、減額の対象となる所得の基準

については経済の回復基調に伴う所得の底上げを見込み、低所得者の負

担軽減に配慮して軽減判定基準を緩和するものであります。具体的には

５割軽減の判定基準を、基礎控除足す２６万円掛ける被保険者数であっ

たところを、基礎控除足す２６万５，０００円掛ける被保険者数に、２

割軽減の判定基準を基礎控除足す４７万円掛ける被保険者数であったと

ころを、基礎控除足す４８万円に掛ける被保険者数に、それぞれ対象範

囲を拡大するものです。続いて地が水色の部分、２制度の内容を御覧く

ださい。今回の改正による影響が図で示されております。左が現行、右

が改正後であります。グラフの横軸が所得、縦軸が保険料となっており

ます。応能分、すなわち所得に応じて掛かる分が太い斜線で示されてお

りますが、右にいくほど所得が増えますので斜線が水平に転じていると

ころが賦課限度額に達して頭打ちになっているところということになり

ます。改正後は賦課限度額が引き上げられますので、この水平の線が上

方に移動します。保険料収入の総額は、この線の内側の面積で表されま

すので、同じ面積、すなわち同じ保険料収入を確保するのに、水平線が

上に上がって増えた面積分ほど斜線の傾きを下げてもよいということに

なります。すなわち、僅かではありますが所得割の率を下げて中間所得

者により配慮した保険料率を設定することができるということです。ま

た、応益分の軽減分につきましてはグラフの下の方に緑色で７割、５割、

３割と示しております。５割の四角と２割の四角の右端の青い点線が基

準判定のラインになりますが、この度の改正によりこれが僅かながら右

側に寄るということになります。以上でございます。よろしく御審議の
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ほどお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長 後の資料は次の関係かね。 

 

安重国保年金課主幹 そうですね。資料の２番目以降はそれ以降の議案になり

ます。 

 

下瀬俊夫委員長 以上で執行部の説明を終わります。質疑を受けたいと思いま

す。質疑のある方は。 

 

吉永美子委員 大まかでいいんですけれど、いわゆる国民健康保険に入ってお

られるわが市の世帯の中で要は上がる方、そしてまた７割軽減は一緒だ

けど、５割軽減、２割軽減で下がる方、この所帯数を大まかでいいので

教えてください。 

 

安重国保年金課主幹 こちらですけども、平成２７年度の当初賦課時現在の世

帯数、所得でシミュレーションしてみますと限度額の引上げによりまし

て、基礎分が１５２件２９０万円。それから後期高齢者支援金分が１４

７件の２５０万円。合わせて５４０万円ほど増えるということになりま

す。賦課限度額だけを上げるとそれだけ増えるということになります。

それから保険料の軽減基準の判定所得の緩和でございますけども、これ

によりますと２７年度当初賦課でやりますと９０件の１９０万円減とい

うことになります。 

 

吉永美子委員 下がる方が、だから。 

 

安重国保年金課主幹 済みません、慣れておりませんので申し訳ございません。

軽減判定基準が緩和されるということは、より所得が多い方でも軽減に

該当するということになりますので、私どもの保険料収入といたしまし

ては９０件１９０万円ほど減るということになります。私ども側とすれ

ばですね。 

 

吉永美子委員 だから、５割軽減になる所帯と２割軽減の所帯と７割軽減のこ

の所帯数というのは大まかでいいけど分からないということですね。 

 

下瀬俊夫委員長 分かるやろ。 
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大濱国保年金課国保係長 軽減世帯の２割５割の内訳ですか。２割世帯が５６

世帯、５割世帯が３４世帯という内訳になっております。 

 

吉永美子委員 だから、全体があって、全体が何所帯で７割軽減が何世帯、５

割２割という全体が見たいということです。 

 

下瀬俊夫委員長 世帯数全体とそれぞれの割合に対応する世帯。 

 

大濱国保年金課国保係長 影響のあった世帯ではなくて全体の世帯ということ

でよろしいですか。少々お待ちください。今回この軽減の変更を行った

場合のシミュレーションとして、軽減世帯全体が５，８３９世帯、７割

軽減世帯につきましては２，９４２世帯、５割世帯が１，６２５世帯。

２割軽減世帯が１，２７２世帯。これが全体の軽減世帯の数字になりま

す。 

 

吉永美子委員 ということはかなりの世帯の方が軽減をされるということでよ

ろしいんですかね。新たには、ちょっとごめんなさいよく分からなかっ

たんですけど、だから５割軽減世帯が１，６２５世帯、その１，６２５

世帯が基準緩和されるということではないんですか。５割軽減世帯が５，

０００円だけどちょっと軽減されるので、１，６２５世帯全体がちょっ

と負担が減るということということではないんですか。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっと違うやろ。 

 

安重国保年金課主幹 全体に影響が及ぶのではなくて、一人当たり５，０００

円分ほど増えた分ほど今まで軽減ではなかった人が対象になると。そう

いうことです。境目がちょっと広がるということです。世帯数が少し増

えるということになります。 

 

下瀬俊夫委員長 だから５割軽減が３４世帯増えるということやね。 

 

吉永美子委員 ごめんなさい。意味が分かりました。３４世帯増えるというこ

とですね。分かりました。だからその軽減される世帯がかなり増えてく

るということですけど、この国の制度としてこういうふうに変わるとい

うことですけど、国の考え方としてこの介護納付金ですね。この部分に

ついては見直しをしなかったということは、その理由というのは分かっ

ているんですか。 
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安重国保年金課主幹 これは例年のように上げてきておるんですけども、４万

円上げた年もあれば、１万円の年もあるんですけども、この基礎分、後

期高齢者分、介護納付金分をこの年はこれとこれを上げて、この年は据

置きだったと。それを上げていくときに、これはしばらく上げていない

からこれを上げようねということはあるのではないかということは、私

どもとしては思いますけども、ちょっとその辺は国の考えることですの

で、済みません。 

 

大濱国保年金課国保係長 少し補足します。ここの限度額を上げる際に国が検

討されるのは、他の社保との比較をされます。国が着目するのは全被保

険者のうち何％程度がこの限度額に達するかというところに着目してい

て、今回については医療と後期支援については全被保険者が対象となり、

介護については４０歳から６５歳の方が対象となるわけですけれども、

その対象者の違い等もあって、今回については支援と医療について上げ

るというふうに判断されたのだと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっとさっきの数字の確認ですが、５割の１，６２５とい

うのは３４が入っているわけですね。 

 

大濱国保年金課国保係長 入っております。 

 

三浦英統委員 今回の軽減、あるいは最高限度額の引上げとこういうことにな

っているんですけどね、国保において大体１割くらいが滞納しておると

いう状況の中で、今回の軽減によって今世帯数が大分出ておるようなん

ですが、この中の皆様方が今まで滞納しておったと思うんですよ。この

滞納額についてどのくらい緩和されるのか。今回のこの引下げによって

積算されていらっしゃいますか。 

 

大濱国保年金課国保係長 申し訳ございません。そういった積算はしておりま

せんけども、先ほど申し上げましたとおり今回この軽減額の基準を引き

上げることによって対象者が増えて、１９０万余りの保険料が軽減され

るということになってこようかと思いますけども、このうちどの程度の

方が滞納されているとか、そういった分析等までは行っておりません。 

 

岩本信子委員 ちょっと確認を取りたいんですけど、先ほど基礎課税額が１５

２件と後期が１４７件と金額を言われたんですけど、この影響が出る訳
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なんですが、結局これ以上の課税所得制限が結局こっちに延びたという

か、さっきのこの表で見ると、そうすると影響を受けたというのはどう

言ったらいいかんね、高くなった方がいらっしゃるということですか。

保険料が高くなるという方が。 

 

安重国保年金課主幹 もともとどれほど基準を超過していたかにもよりますけ

ども、思いきり多い人ですと単純に４万円増えるということになります。 

 

三浦英統委員 これから県にも移行される準備段階に入っておるんですけどね。

このように滞納が増えるということになると県からの指導も非常に厳し

くなってくるんじゃなかろうかと思いますので、ここら辺りの統計とい

うのはきちんと出さないと、出してなおかつ指導が非常に大切になって

くると思うんですが、今後の指導についてどのような指導をなさるおつ

もりなんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 国保年金課といたしましても、今後所得階層別によ

って滞納状況等を考慮する中で、また納付の指導方法というのを検討し

て、現在もしているところでございますが、この度実際に資格証世帯の

中で所得が低い方、世帯については保健師と同行して、課長がその家を

訪問して回ったところでございます。そういったことをいろいろ試しな

がら今後どういった形で納付指導を行っていくかということは検討して

いきたいというふうに考えております。 

 

吉永美子委員 今滞納の話が出ましたけど、これもちょっと全体が知りたいん

ですが、滞納されるいわゆる所得の状況、先ほどあった５，８３９世帯

が対象でしょ。その中で滞納世帯がどこに７割軽減、５割軽減なんか２

割軽減じゃなくてそれ以上の方なのかというのは分かるんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 申し訳ございません。今、滞納世帯の中でもちろん

資格がもう既にない方もいらっしゃるということもあって、皆さんこの

軽減の割り振りができるという訳ではないんですけども、今そういった

形での振り分けはしておりませんので、今後またそういうことも検討し

ていきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。ちょっとなければ二、三聞きますが、改正後こ

の一覧表というかグラフの線ですが、点線が中間層と言われているよね。

中間所得層。実線がいわゆる高額所得者でしょ。ちょっとこの線の仕組
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みがよく分からないんですよ。というのが途中までは中間所得層のほう

が多いでしょ、税額が。これはなぜですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 こちらの右側の表ですね。点線の線と実線の線とあ

ると思いますが、実践が改正後、点線が改正前の線となります。ですの

で、点線は左側の表の実線と同じ形をしていると思います。制度を改正

すると今まで点線だった線が実線だった線に変わりますという見方にな

ります。したがって限度額が上がるということは上を向いた赤い矢印が

あると思いますが、そちらのほうに線が移行してまいります。その分集

める保険料がもちろん同じ額という前提にはなってきますけども、そう

しますと所得が限度額、今まで達していない世帯も含め左側の点線のと

ころが実線のところまで逆に赤い矢印で下がっておると思いますけども、

下がります。そうしますとその辺りの所得の世帯については負担の軽減

が見込まれるということになります。 

 

下瀬俊夫委員長 そうすると、これは増えるということじゃないんですか。結

局減る人でもあるわけだから全体的には余り増えるような可能性として

はないんじゃないかなという。 

 

大濱国保年金課国保係長 集める保険料について今これは一定の額といいます

か、変わらないという前提での表になっておりますので、限度額を超え

て多く払う方が増えれば今まで負担が逆に多かった人が減るということ

になりますのでこういった図になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 この課税限度額、いわゆる最高料率を払っている世帯数は何

件あるんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 医療、支援、介護とそれぞれ件数、世帯数は違うん

ですけども、医療が一番多いので医療で申し上げますが、１５２世帯と

いうことで、こちらは先ほど申し上げた世帯数と同じになりますけども

あくまでも今回の試算が今年度の当初予算時のデータを使ってシミュレ

ーションをしていますので世帯数としては一緒ということになっており

ます。 

 

下瀬俊夫委員長 この課税限度額の中で滞納者はいるんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 件数はちょっと把握しておりませんが、限度額を超
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えられている方で滞納している方もいらっしゃいます。 

 

岩本信子委員 結局今このグラフから言うとちょうどこの交差したところがあ

りますよね。直線と点線が。そこから交差した時点とここから上がって

並行になっていく時点、この間の方は上がるということですよね。そう

見てよろしいんですか、この間の所得の方は。 

 

安重国保年金課主幹 そうです。水平線が下の水平線から上の水平線に移って

いる方については上がるということになります。 

 

岩本信子委員 だから今の交わったところから、水平に入るところまでのこの

三角の間の人は、こっちの下の人は下がるということは分かるんですけ

ど、こっちの点線から斜線の上に上がった人は上がるということですよ

ね。水平までかなり、その金額さっき言われたように１５２件ある。こ

の点線と実線とが交わったところがあるじゃないですか、あれからここ

の並行に行くというのがこの限度額なんだけど、この間の方も上がると

いうこと、ここから全部の方が１５２件ということですよね。だから上

がる世帯数が聞きたいんですよ。本当は所得金額が聞きたいんです。こ

の交わる点から幾らぐらいになるのかというのが聞きたいんですけどね。 

 

下瀬俊夫委員長 それは分かるか。いわゆる限界点が分かるか。（「そうです。

そういうことです」と呼ぶ者あり） 

 

大濱国保年金課国保係長 岩本委員がおっしゃられるのは、波線と実線が交わ

る分岐点ですかね。 

 

岩本信子委員 そうです、そうです。その辺の所得額がどのくらいなのかとい

うことが分かればいいかなと思っているんですが。 

 

大濱国保年金課国保係長 ここはなかなか分析が難しいところでして、済みま

せん、そこまでの分析には至っておりません。 

 

岩本信子委員 難しいなとは思ったんだけど、はい。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。（「なし」と呼ぶ者あり）なければ、も

う一点ちょっと聞きたいんですが、賦課限度額ですよね。これは法で決

まっているわけですが、市が独自に賦課限度額を掛けるということがで
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きるのかどうなのか。その場合、どういう処分がくるのか分かれば教え

てください。 

 

安重国保年金課主幹 賦課限度額と申しますのは国民健康保険法の施行令で定

めておりますものですから、上位法によって定めておるものでございま

すのでこれを超えて定めることはできないというふうに解釈をいたして

おります。 

 

下瀬俊夫委員長 だから定めた場合は何か処分がくるの。 

 

安重国保年金課主幹 上位法ですから超えることは考えておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか（「なし」と呼ぶ者あり）いいですか。それ

では議案第４０号、山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条

例の制定について討論のある方（「なし」と呼ぶ者あり）いいですか。そ

れでは賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長 全会一致であります。引き続いて議案第１７号平成２８年度

山陽小野田市国民健康保険特別会計予算について審議に入りたいと思い

ます。それでは執行部のほうの説明を求めたいと思います。 

 

亀田国保年金課長 議案第１７号平成２８年度山陽小野田市国民健康保険特別

会計予算について御説明いたします。本日は何点か資料をお配りしてお

りますが、資料の説明は、該当項目のところで御説明したいと考えてお

ります。よろしくお願いいたします。まず、平成２８年度国民健康保険

特別会計予算に当たって、先ほど条例改正で御説明いたしました保健料

賦課限度額の見直し、保険料軽減判定所得基準の見直しのほか何点か制

度改正等がございますので御説明いたします。まず、入院時食事療養費

の見直しについてですが、入院により医療機関で支払う個人負担のうち、

食事療養費に係る負担分が１食に付き１００円上がり３６０円となりま

す。これにより国保会計で支払う給付費が減少することとなります。続

いて短時間労働者の社会保険適用の拡大についてですが、平成２８年１

０月より週２０時間以上の短時間労働者にも社会保険が適用されること

となります。これにより、国保の被保険者が減少することとなりますが、

正確には給与月額８万８，０００円以上などその他の条件もあり、どの
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程度減少するか分かりません。続いて診療報酬制度の改定ですが、診療

報酬本体を０．４９％引上げ、薬価を１．２２％、材料０．１１％引下

げ、ネットでは１．０３％の引下げとなっておりますが、医療費全体の

上昇傾向等を踏まえ直近の動向から最終的には２．４％の上昇として予

算を計上しております。そのほか、広域化に向けた県との情報連携開始

についてですが、今年１０月以降に県とのシステム連携を行うこととな

っています。しかしデータ送信に係る仕様書が今年４月以降に順次公開

されることとなっており、現時点において正確な見積りを徴することが

できないことから、額が判明した時点で補正することとしております。

それでは、国民健康保険特別会計予算について御説明いたします。予算

総額は歳入歳出とも８３億２，１７６万８，０００円となり、前年度当

初予算比９９．１％、７，７０９万７，０００円の減額となりました。

それでは、歳出から増減がある費目の内の主なものにつきまして説明を

させていただきます。２４、２５ページをお開き下さい。１款１項１目

一般管理費の３０６万３，０００円の増額は主に人件費によるもので９，

７４６万１，０００円を計上しております。２６、２７ページをお開き

下さい。２目連合会負担金は一般負担金、国民健康保険制度改善運動負

担金、会員特別負担金がありますが、いずれも被保険者数の減少により

減額としており、合計６万３，０００円を減額し９９万５，０００円を

計上しております。２項 1 目賦課徴収費の８万９，０００円の増額の主

なものはコンビニ収納の件数が増加したためで５１７万５，０００円を

計上しております。３項１目１節の委員報酬は委員１４人のうち被用者

保険代表の二人は公務中の会議ということで報酬を支出していないこと

から実情に合わせ減額したものでございます。２８、２９ページ、３０、

３１ページの２款１項療養諸費の１目から４目までは過年度の状況を勘

案の上、２７年度の一人当たり決算見込額に２．４％の増加を見込んで

おりますが、被保険者の大幅な減少及び所得の減少により、５目までの

合計で５，７７５万７，０００円減の４７億５３６万４，０００円を計

上しております。お配りしております資料１を御覧ください。御覧いた

だいております資料はＫＤＢシステムで抽出したものでございます。一

昨年１１月から本格運用が始まり、分析を進めておりますが、本日はそ

の一部を御紹介させていただきます。まず、最初の表は市の人口と高齢

化率の推移を表した表です。人口は減少傾向にある中で、６５歳以上の

占める割合は年々上昇しており、平成２６年度末での高齢化率は３０．

６６％となっております。次に、国民健康保険被保険者の年齢別構成の

状況ですが、やはり、６４歳まではほぼ横ばい又は減少傾向にあります

が、６５歳以上につきましては大きく増加しております。年齢が高くな
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れば、その方が使う医療費も高くなる傾向にあり、一人当たりの医療費

が高いことにはいろいろな原因があろうと思いますが、その一つの原因

が、この高齢者の割合が高いということになると考えています。次に、

疾患別医療費の状況について御説明いたします。まず、入院については

統合失調症を除くとがんや骨折等となっており、全体的に生活習慣病が

多くなっております。外来についても、同じように男女とも糖尿病、高

血圧症が１、２位を占めており、生活習慣病が多くなっております。現

在、このような分析を国保年金課だけでなく健康増進課、高齢障害課の

保健師と一緒に行っております。専門的な知見からいろいろな角度から

分析を進めており、この分析によってより有効な保健事業を今後実施し

ていきたいと考えております。予算書を御覧ください。２項高額療養費

の１目一般被保険者高額療養費及び２目退職被保険者等高額療養費につ

いても同様の算出方法で、一般被保険者は７，５０４万３，０００円の

増額と、退職被保険者は８４６万３，０００円の減額を見込んでおりま

す。３２、３３ページをお開き下さい。２款２項３目一般被保険者高額

介護合算療養費及び４目退職被保険者等高額介護合算療養費は２６年度

と同額を計上しております。その結果、高額療養費の合計は６，６５７

万５，０００円増額の６億５，６３２万４，０００円を計上しておりま

す。２款３項移送費、３４、３５ページの４項出産育児諸費及び５項葬

祭諸費につきましても２６年度と同額を計上しています。３６、３７ペ

ージをお開き下さい。３款１項後期高齢者支援金等は後期高齢者医療制

度への支援に係るものであり、国の予算編成通知による算式により１，

２５２万７，０００円減の７億６，７６９万８，０００円を計上してい

ます。４款１項前期高齢者納付金等も同様の算定により６，０００円減

の４１万１，０００円を計上しております。３８、３９ページをお開き

下さい。５款の老人保健拠出金ですが、事務費のみの計上といたしてお

ります。６款１項１目介護納付金は介護保険制度に対する納付金であり、

算定した結果２，５８５万５，０００円減の２億５，３２２万１，００

０円を計上しております。７款１項１目高額医療費拠出金及び２目保険

財政共同安定化事業拠出金は国保連が算出した額とし、１目高額医療費

拠出金は５２２万８，０００円減額の１億５，３０２万６，０００円を

計上し、２目保険財政共同安定化事業拠出金は４，７８１万８，０００

円減額の１５億６，４１１万３，０００円を計上しております。４０、

４１ページをお開き下さい。８款１項１目特定健康診査等事業費は集団

健診における委託料単価が増になること等から１８３万円増の４，７５

４万円を計上しております。８款２項１目疾病予防費は３４万９，００

０円を増額し２，０１８万９，０００円としております。４２、４３ペ
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ージをお開き下さい。１３節委託料につきましては健康運動事業委託料

としていきいき水中運動教室や若返り体操教室を平成２７年度より年２

回の開催に増やしましたが、１回の開催日数を１２日から８日に減少し

たことから１７万円減額するものです。また、検診委託料としてがん検

診における国保被保険者助成金として６６万９，０００円増額し、１，

４０４万９，０００円としております。資料４を御覧ください。がんに

係る受診状況をお示ししたものです。まず、入院を御覧ください。御覧

いただけるとおり肺がん、乳がん、大腸がん、胃がんが多いところです。

続いて外来を御覧ください。前立腺がんが突出して多くなっています。

以上のことから、資料３を御覧ください。平成２８年度はがん検診に係

る自己負担金として大腸がん及び前立腺がんの自己負担金を下げること

としております。また、肺がんの自己負担金を引き続き無料としており

ます。胃がん、乳がんにつきましては引き続き５００円といたしており

ます。２目はり・きゅう施術費については２７年度の実績から１術を１

００件、２術を２００件増とし２３万円の増額としております。９款１

項１目基金積立金は預金利子の増加を見込んで１５万７，００００とし

ております。４４、４５ページをお開き下さい。１０款諸支出金及び、

４６、４７ページをお開き下さい。１１款予備費は昨年度と同額でござ

います。次に歳入について御説明いたします。１２、１３ページをお開

き下さい。１款国民健康保険料です。現年度分につきましては２７年度

の調定額を参考に料率は据置き、所得を１．５ポイント減少して算出し

ております。また、滞納繰越分は２７年度の決算見込み額等を勘案して

算出した結果、１目一般被保険者国民健康保険料は４，３８１万６，０

００円減の１２億６，７８２万５，０００円、２目退職被保険者国民健

康保険料は５，４４８万６，０００円減の６，９４３万１，０００円を

計上しております。１４、１５ページをお開き下さい。２款国民保険税、

３款使用料及び手数料については昨年度同額を計上しております。４款

１項１目療養給付費国庫負担金は一般被保険者における保険給付費及び

各種支援金の動向や前期高齢者交付金額を勘案の上、１，６８０万８，

０００円増の１０億４，１０８万３，０００円を計上しております。１

６、１７ページをお開き下さい。２目高額医療費共同事業負担金及び３

目特定健康診査等負担金はそれぞれ歳出額に応じて計上しております。

２項１目財政調整交付金は一般被保険者の保険給付費の動向や前期高齢

者交付金額などを勘案の上、９７１万３，０００円増の３億８，３２４

万６，０００円を計上しております。５款療養給付費交付金は退職被保

険者における保険給付費や後期高齢者支援金等を勘案し、１億５，１０

５万３，０００円減の２億１，３５１万円を計上しております。６款前
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期高齢者交付金は国の予算編成通知に係る関係係数を用いて算定した結

果、９，８８１万３，０００円増の２４億４，９０７万３，０００円を

計上しております。１８、１９ページをお開き下さい。７款１項１目高

額医療費共同事業負担金及び２目特定健康診査等負担金は４款国庫支出

金と同様であり、歳出額に応じて計上しております。２項１目財政調整

交付金は一般被保険者の保険給付費の動向や前期高齢者交付金額などを

勘案の上、５２０万７，０００円増の２億６，２１０万３，０００円を

計上しております。８款１項１目高額医療費共同事業交付金及び２目保

険財政共同安定化事業交付金はそれぞれ歳出額と同額を計上しておりま

す。９款１項財産運用収入は国保基金利息で２万９，０００円の増額を

見込んでおります。２０、２１ページをお開き下さい。１０款１項１目

一般会計繰入金のうち１節及び２節保険基盤安定繰入金は２７年度決算

見込額を勘案し、条例改正分を加味して計上、３節職員給与費等繰入金

は一般管理費等における人件費及び物件費相当分を計上、４節は出産育

児一時金の一定割合を計上、５節財政安定化支援事業は地方交付税措置

の割戻分相当額を計上、６節その他の一般会計繰入金は福祉医療助成に

係る負担軽減対策及び特定健康診査の一定額を計上いたしております。

一般会計繰入金全体としましては１，３９１万９，０００円増の６億３，

７７４万６，０００円を計上しております。２項国民健康保険基金繰入

金は歳入不足を補うため８，２９９万６，０００円増の１億８，５２５

万２，０００円を計上しております。２２、２３ページをお開き下さい。

１２款３項５目雑入の４万７，０００円の減額はいきいき水中運動教室

や若返り体操教室の開催日数の減少による参加者の参加料の減額分です。

以上、御審議のほどよろしくお願いします。 

 

下瀬俊夫委員長 それでは歳出２４ページから質疑を受けたいと思います。質

疑のある方。 

 

岩本信子委員 ここには先ほど言われたように上がってはないんですが、今度

補正を組まれると言われましたね、上がってない分で、説明のときに。

委託料のところが補正組まれるということなんですか。 

 

亀田国保年金課長 委託料で補正を組む予定となっています。 

 

岩本信子委員 概算というのは分かるんですか。 

 

亀田国保年金課長 先ほど申し上げましたように仕様が全く今の時点で判明し
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ておりませんので、この金額を算出する元となるものが全く今ない状態

でございますので、業者さんのほうにもいろいろと情報等収集してもら

っていますけれども、現状としては全く見積りを組むことができないと

いう状況でございます。 

 

岩本信子委員 それはするということは決まっているわけなんですか。今の電

算みたいなことはやるということは決められてやっているということな

んですかね。 

 

亀田国保年金課長 これも先ほど申し上げましたが、今年の１０月に県とのシ

ステムに関する連携テストみたいなことを行う予定となっております。

ですが、その仕様関係が今年の４月以降に順次公開されるという今の予

定となっておりますので、現状としてはこの当初予算で計上したかった

ところなんですけれども、４月以降ということになりますとどうしても、

先ほど申し上げますように見積りが取れませんので、今の現時点として

は補正でやらざるを得ないという状況でございます。 

 

岩本信子委員 参考までに聞きたいんですけど、これの財源については補助と

かいうのがあるんですか。一般財源から持ち出しでしょうか。 

 

亀田国保年金課長 県の説明によりますと、補助があるというふうなことも聞

きましたが、実際にどの程度補助があるかということとの割合等も全く

今決まっておりません。したがいまして、実際問題どこまでどういうふ

うな形になるかというのは現状として全く分からない状況でございます。 

 

矢田松夫委員 ２５ページですが、一般職給は昨年よりは減っているというふ

うに思ったんですが、それはどういうことですかね。 

 

大濵国保年金課国保係長 人数は昨年と同数となっています。 

 

矢田松夫委員 ということと同時にその下の臨時賃金が増額になったという大

きな理由、いわゆる昨年までの説明では年金チェックとかその他の手術

のチェックの仕事が増えたということでまた新たに今年増えたと、増額

になったということは新たな仕事が増えたのかどうなのか、お答え願い

ますか。 

 

亀田国保年金課長 臨時賃金につきましては、昨年も２９１万６，０００円で
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当初予算として計上させていただいておりますので、今の現時点として

は全く同額でございます。 

 

矢田松夫委員 臨時雇いの賃金が同額といえばそうなんですが、人数的には増

えたということになるんじゃないですかね。 

 

亀田国保年金課長 今の現時点におきまして２名の臨時職員おりますけれども、

２８年度も引き続き２名ということで考えております。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかに。なければ臨時の職員は何をしているんですか。 

 

亀田国保年金課長 １名につきましては国保年金課の中で主に窓口業務、それ

からはり・きゅう等の業務を一部担当しております。その他庶務業務を

行っております。もう１名につきましては現在健康増進課のほうに在籍

しておりまして、そちらのほうで特定健康診査等に係る業務を行ってお

ります。 

 

下瀬俊夫委員長 臨時の職員が窓口業務をやっているわけ。窓口業務というの

はいわゆる来訪者との応対なんかもやっているんですか。 

 

亀田国保年金課長 行っております。 

 

下瀬俊夫委員長 それは補佐じゃないよね。臨時の職員というのは基本的に正

規の職員の補佐的な仕事をするということになっているんじゃないです

か。いわゆる窓口で来訪者との応対ができるんですか。 

 

亀田国保年金課長 特に難しい内容につきましては、職員のほうが行っており

ますが、単純に例えば申請書を受け付けるとかそういった業務は臨時職

員のほうで対応しているところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 基本的に来訪者に対して受付をするという程度のことですね。 

 

亀田国保年金課長 難しい内容につきましては、先ほど申し上げましたとおり

職員のほうで全て対応しております。 

 

下瀬俊夫委員長 それでは次のページ２６ページ、２７ページ。 
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小野泰委員 賦課徴収費なんですが、先ほどコンビニ収納がかなり増えたとい

うことであったんですが、現在収納についてはコンビニと金融機関から

引き落とし、振込みそして窓口の収納というのがあるんですが、この辺

の数字とか割合とか分かりますか。 

 

亀田国保年金課長 コンビニ収納の関係なんですけれども、予算上につきまし

ては昨年１期につき７００件を組んでおりましたが、今年度は９５０件

を見込んでおります。ほかに口座振替の関係ですが、１期につきなんで

すが、昨年は４，５００件を見込んでおりましたが今年度は４，０００

件、若干減の状態で見込んでおります。 

 

大濵国保年金課国保係長 ちょっと私のほうから補足させていただきます。先

ほど課長が申し上げましたのは今年度の途中経過の数字で申し上げまし

たが、今年度の当初賦課時の世帯数でちょっとお答えいたしますと当初

賦課時が約９，４００世帯に通知書をお送りしておりますが、そのうち

口座で納付になっておられるのが３，８５０世帯、年金からの天引き、

いわゆる特別徴収と言われるものが１，６５７世帯、そして納付書での

納付が３，９００世帯という内訳になっておりまして、この納付書のう

ちこちらが金融機関で納められたり、コンビニで納められたりというこ

とになっておりますが、今現在での件数としては大体１期当たり９５０

件ぐらいのコンビニの利用がございます。 

 

吉永美子委員 そうすると１期が９５０件ということは２８年度の見込みとし

てコンビニ収納で支払われる世帯は全体で９，５００件を見込んでされ

ているということでよろしいでしょうね。 

 

大濵国保年金課国保係長 そのとおりです。 

 

吉永美子委員 口座から引き落としとか年金からじゃない人たちの中でコンビ

ニで支払うということの便利さというのをだんだん感じておられるとい

うところはあると思うんですけども、滞納の部分では納付書によってと

いう方々の割合が現実問題として高いんでしょうか。 

 

大濵国保年金課国保係長 今質問されたのは滞納者の方で納付書というのがコ

ンビニでの支払の希望ということでいらっしゃいますか。 

 

吉永美子委員 コンビニが年間９，５００件を見込んでされるということを確
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認して、それと別問題として納付書で３，９００世帯がおられるとおっ

しゃいましたよね。滞納されている方の割合としては納付書の方々が多

いんでしょうかとお聞きしたんです。 

 

大濵国保年金課国保係長 まず特別徴収の方につきましては収納率１００％に

なりますので、こちらの方について滞納者は基本的にはいらっしゃらな

いということになりますが、滞納になりがちなのはやはり納付書の世帯

がやはり多くなろうかと思います。もちろん口座の方でも残高不足等で

引き落としができないというケースもございますけども、やはり納付書

が滞納世帯になりやすいという傾向はあろうかと思います。 

 

吉永美子委員 コンビニで支払うというのはここの窓口が閉まった後もできる

ということでその利便性が高いからこそ件数が増えていると思うんです

けどその点ではやはり滞納に行かないことを止めているのかなというふ

うには思うんですが、一番確実なあれは口座の振替を増やすことだと思

うんですね。その点についてはもう一度キャンペーン張るなりして随分

前に私一般質問でキャンペーンをして増やした海田町、広島県の海田町

だったと思うんですが、そういうことを申し上げたことがあったらこれ

までやっている人との不平等みたいな答弁いただいたんですけど、それ

言いよったら全てのことが不平等になっていくわけで、制度なり変えた

りしたらこれまでの人とどうなんかということはいっぱいあるわけじゃ

ないですか。現実問題口座振替を増やしていく具体策、残が少なかった

ら当然落ちないのは分かってはいるんですけど、一番収納しやすいとい

うか確実な道ということでは口座というのは大きいと思うんですけど、

口座振替についてキャンペーン張るなりして世帯を増やしていくという、

納付でという方々が３，９００おられるわけでしょ。ということは口座

振込みよりも多いわけでしょ、現実問題。だから口座をもっと増やして

５，０００世帯ぐらいまで目標立たれて持っていくというような考えは

ないんでしょうか。 

 

亀田国保年金課長 今の件につきましてなんですが、大体納付書でお支払にな

られるのは平成２４年度時点でも３，９００件ぐらいで、納付書のほう

につきましては大体横ばい状態になっております。口座振替の部分が２

４年度時点では４，３３２件であったのが、３，８５０件ということで

減ってきておるんですが、その分特別徴収による年金等からの引き落と

しの関係なんですが、これが２４年当時１，３００件だったのが今１，

３５７件、こちらのほうに増えてきております。口座のほうも確かに今
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言われるように引き続きやっていかなきゃいけないと思うんですが、特

別徴収の場合は確実に１００％の徴収率、それ以上に確実になってきて

おります。そういうふうなことからこちらのほうとしてはできるだけ口

座のほうをおろそかにするというわけではないんですが、できるだけ年

金から引き落とし、天引きになるようにその辺のところもやっていると

ころでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 特別徴収が１，３５７件と言ったけど１，６００じゃないん

ですか。間違い。 

 

亀田国保年金課長 申し訳ございません。１，６５７件です、済みません。 

 

吉永美子委員 今特別徴収と言われましたけど、それよりも年齢が低い方がた

くさんおられるわけじゃないですか。特別徴収ばっかり言われたら早く

年取れみたいに聞こえるんですけれども、口座振替のところには力を入

れないんでしょうかと聞いているんです。何か具体策出されないんです

かとお聞きしているんですよ。 

 

大濵国保年金課国保係長 口座振替世帯を増やしたいというのは我々も吉永委

員と同じ考えでおります。今課長が申し上げましたように特別徴収の移

行者もかなり増えてはきておりますけれども、引き続き口座振替につい

ても今推進しておりまして、新規加入者につきましては必ず窓口で納付

方法について口座を選ばれませんかというような御案内をさせていただ

いております。自治体によっては原則口座振替という自治体もあるよう

ですが、まだそこまでは本市については至っていないというところでは

ございますが、いろいろな策を考えながら今後も口座振替については推

進してまいりたいというふうに考えております。 

 

吉永美子委員 窓口で言われるというのは当然のことなんで、じゃなくて口座

の世帯を増やすというところでのもっと知恵を出して増やそうというと

ころを行っていただきたいという思いがあって言わせていただきました。

だからこそ海田町の例を取り上げさせていただいたので、よその自治体

を調査されてどうやって口座振替を増やしておられるかということもま

た参考に、よその自治体を参考にされることも必要ではないかと思いま

す。お願いします。 

 

亀田国保年金課長 他市の状況等勘案して検討してまいりたいと思います。 
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岩本信子委員 今吉永さんが言われたように増やさなくてはいけないと思うん

ですが、ただお願いしますじゃ駄目だと思うんです。何か特典を付けん

と、例えばがん検診の１回５００円ぐらい掛かるところを無料にします

とか口座振替をしていただければ年１回そういうのがありますとか、何

か特典を付けんことには、ポイント制とかいうのもあってもいいんです

けれども、ただ口座振替をお願いしますだけでは私も増えないような気

がしますので、今から検討されるということですので、そういうふうな

ことも是非検討の対象としていただきたいと思います。要望です。 

 

石田清廉委員 下の運営協議会のことで。さまざまな国保の運営にいろんな問

題があるということで、この運営協議会委員が１４名でございますが、

具体的にどういう方がどういう作業なさるんでしょうか。 

 

安重国保年金課主幹 運営協議会のメンバー構成でございますけども、大きく

分けて四つございます。まず被保険者代表、保険医等、薬剤師会も入り

ますけども、あと公益代表、それから被用者保険代表です。もう少し具

体的に言いますと被保険者代表の方につきましては、公募で選んでおり

ます。それから保険医等の代表につきましては小野田、厚狭郡の両医師

会ですね、それから歯科医師会、薬剤師会。公益代表につきましては商

工会議所、山陽と小野田の両商工会議所、それから老人クラブ連合会、

女性団体連絡協議会。そして被用者保険代表につきましては、全国健康

保険協会山口支部、それから市役所の人事課長という形になっておりま

す。この運営協議会につきましては年２回開催をいたしております。２

７年度につきましては８月と２月に開催をいたしたところでございます

けれども、内容につきましては国保特別会計の予算、決算それから補正

予算ですね、そしてあとは保険料率について、また今年度につきまして

は先ほど課長が申しましたけども国保データベースシステムというのを

用いてただいま国保データヘルス計画というのを策定しておりますが、

この素案についても御覧いただきまして御意見をちょうだいしたという

ようなそういったことをしております。 

 

矢田松夫副委員長 さっきの徴収の方法なんですけれど、全期前納することに

よる減額というんですかね。そういった場合の法律的なものがあるんで

すかね、市町村によって減額率が変わるとか変わらないとかそういう法

律的なものがあるんですか。 
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大濵国保年金課国保係長 副委員長が言われるのは全納報奨金のことですかね。

（「そうですね」と呼ぶ者あり）法的に特にやってはいけないということ

はないんですけども、本市においてはやっておりません。年金のほうは

若干保険料の減額というのはあるようですけども、今健康保険のほうに

ついてはそういったものはやっていないという状況です。 

 

矢田松夫副委員長 やってないことと同時にもう一つは先ほど言ったコンビニ

収納の件ですが、結局コンビニの対象店舗が当市内には少ないというこ

ともあるんですが、セブンイレブン、ローソン以外のコンビニ指定店が

たくさん並んでいるんですが、そういったところ、例えば市内でなくて

通勤している方、あるいは出張等に行ってこういうものがありますよと

いうのをもう少しアピールする方法によってコンビニ収納も増えるとい

うことは考えたことはないですか。今回チラシなんか見ると物すごく字

が細いんですよね。見ないんですよ、セブンイレブンとローソン以外は。

そういうことをもう少し宣伝することによって徴収額が、率が高くなる

ということも考えられるんですが、そういうことも一考していただけれ

ばと思うんですが。 

 

大濵国保年金課国保係長 申し訳ございません。全てのコンビニを掲載しない

といけないという関係もあり、納付書の大きさもございますが、どうし

ても字は小さくなってしまってそこは本当申し訳なく思うんですけども、

コンビニにつきましては市内のコンビニ限らず全国のコンビニで基本的

には使えるというふうになっておりますので、セブンイレブン、ローソ

ンだけでなくてヤマザキとかさまざまコンビニエンスストアありますけ

ども、大体ほとんどのコンビニで使えるんではないかなというのは考え

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 先ほどの口座振替の件なんですが、コンビニ収納いわゆる納

付書による収納というのは被保険者の意思という問題があるよね。口座

振替というのは意思関係なしに口座から引き落としになるということで

抵抗感も実はあるというのはあるんですよね。だからこういう格好で逆

に納付書により納めている方が口座よりも増え始めているという面があ

るでしょう。これは口座振替のアピールが弱いからこうなっているのか

どうなのかというのはそこら辺の関係は分かりますか。 

 

大濵国保年金課国保係長 口座振替の推進につきましては、ずっと継続的にや

っているところなんですけども、実際に現実として数値として納付書が
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増えているということであればまだまだ努力が足りないのかなという思

いはありますので、今後ともいろいろな策を検討しながら推進してまい

りたいというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長 いやいやさっき言ったのは口座振替というのは自動的に落ち

るということで本人の意思がなかなか働かないという面があって、本人

が自分で納めるという意思も納付書にはあるんではないかという被保険

者の意思の話をしているわけです。自分で納付書を請求して自分で納め

に行くという方もいるんじゃないかなと。そこら辺のことも併せて考え

ていかないと。口座振替を言えば言うほどじゃあそれが増えていくかと

いうことになるとなかなか難しい面もあるんではないかと思うんですが、

いかがですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 確かに口座のほうにつきましては残高があれば本人

の意思に関わらず引き落としという形は取らせていただいておるんです

けども、もちろん当初口座振替を設定する際には本人が金融機関に行っ

ていただいて口座振替の依頼書というものを出していただく、意思表示

をしていただくようにしております。そういった面ではいずれにしても

納付者の意思というのはあるのではないかというふうには認識しており

ます。 

 

下瀬俊夫委員長 今回の条例改正との関係でこの運営協議会では条例改正の部

分については諮られたんですか。 

 

安重国保年金課主幹 はい。２月１８日の運営協議会におきまして掛けており

ます。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかになければ次に行きます。 

 

吉永美子委員 私ちょっと疑問に思ったんですけど、運営協議会費が実状に合

わせ減ということなんですが、実状というのはずっと続いていたんじゃ

ないかと思うんですよね。それが今頃になってなんで減らすのというの

をお聞きしたときに思ったんですけど、これはなぜ今までは出ないと分

かっていて報酬ないよと分かっていて上げてきたというのがなぜなんで

すか、慣例でやってこられたということですかね。 

 

安重国保年金課主幹 委員数が全部で１４人いらっしゃるわけでございますが、
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このうち実態に応じてそもそも計上しないことにしたと言いますのが、

全国健康保険協会山口支部さんそれから山陽小野田市役所人事課長、こ

の２名でございます。こちら公務で出席なさいますので、当然報酬出し

ませんので、その分をのけたということでございます。じゃあ今までそ

もそも１２名で上げてくるべきだったのになぜ１４名で上げてきたんか

ということでございますが、済みません前任者のことですので何とも申

せませんが、本来１２名で上げておくべきであったかなとは思っており

ます。 

 

大濵国保年金課国保係長 運営協議会の委員、基本的には被用者保険代表の２

名の方については報酬をお支払しておりません。こちらの２名につきま

しては推薦依頼をして委員を推薦していただいております。そうした中、

本当に公務で来られる委員さんになられるかどうかというのはそこでは

決定しておりません。したがって報酬については予算として組んでおか

ないといけないのかなと思いまして、当初１４名分の予算計上をしてい

たところですが、今年度委員の改選があって、委員が決まりましたけど

も、引き続き報酬の要らない委員さんがなっておられますので、今回は

その２名分を減額したということになっております。 

 

下瀬俊夫委員長 質問がなかったんで聞きますが上の段、連合会負担金の部分

で国民健康保険制度改善運動とは何ですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 こちらにつきましては国保連のほうで国保制度の改

善強化推進運動というものをやっておられます。こちらにつきましては

さまざまな目標を掲げて活動しておられるんですけども、関係団体が結

束して国保制度の強化運動の推進を図る、国保制度並びに育成強化に関

し政府国会への陳情活動を推進する、そして国保制度育成強化に関し県、

県議会への陳情活動を推進するということで、主にこういった制度改善

に向けていろいろな要望を各市町から吸い上げて活動するという、その

活動に対する負担金ということになっております。 

 

下瀬俊夫委員長 改善運動というのは各市町から出ている要望をまとめて届け

る部分だということですね。 

 

大濵国保年金課国保係長 そのとおりです。 

 

吉永美子委員 この４万５，０００円というのはどういう基準ですか、人口と
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かそんなので決まるんですか。分からないんですけど。 

 

亀田国保年金課長 被保険者数に一人当たり３円ということで計算します。 

 

岩本信子委員 そしたらその会員特別負担金というのはこの金額が１５万で大

きくて何なのという感じなったんですけど、何でしょうか。 

 

亀田国保年金課長 こちらのほうにつきましては被保険者数に１０円というこ

とでやっているんですけれども、主に新国保３％推進運動ということで、

やはり内容的には似ている部分もあるんですが、保険料の収納率を上げ

ることとかそういった関係で広報活動とか徴収体制の整備とか滞納者対

策とかそういうふうなことをやったりとか、レセプト点検の充実、より

医療費を削減する方法を行うまたジェネリック医薬品等の普及啓発を行

うというふうな形の中で先ほど主に陳情的なことがございましたが、こ

ちらのほうにつきましてはそういった形で国保財政のいっそう安定強化

を図るために広報活動、そういったこと等を行っていくというようなこ

とでやっております。 

 

岩本信子委員 じゃあ広報活動されているというんでしたら、こちらから国保

の方にお知らせするチラシとか何とかはこちらから出ているという判断

でいいんですか。うちで作らなくてこういう団体からそういうチラシみ

たいなものは出ているということでよろしいんですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 本市独自でやっているものについては本市の予算を

用いて実施しておるところでございます。具体的にこちらの活動といい

ますと１２月が国保料の収納強化月間になっておりますけども、そのと

きの横断幕なり車に張るマグネットなりをこういうところから配布をし

ていただいております。そういった各市町でやると費用が掛かるものを

まとめてこういった形でやっていただいておるという状況です。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですね。２８、２９ページ。 

 

岩本信子委員 先ほど給付費全体では２．４％増を見ていると、でも予算から

見ると人口減によって減となるということで説明受けたんですが、どれ

ぐらいの人口が減るということを、人口というか国保の人数が減ると見

てらっしゃるのか、お聞きします。 
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亀田国保年金課長 一般と退職全体として１，１２３人減少というふうに考え

ております。 

 

岩本信子委員 済みません、千百二十…。 

 

亀田国保年金課長 申し訳ございません。計算が間違っていたみたいなんで。 

 

大濵国保年金課国保係長 ２７年度当初予算策定時と２８年度当初予算策定時

の比較をさせていただきますと、減少人数が５７３人、比率にしますと

約３．８％の減少となっております。 

 

岩本信子委員 この５７８というのはほとんど退職被保険者が結構かなり減っ

ているなという思いがあるんですが、その辺りを見てらっしゃるんです

か。 

 

大濵国保年金課国保係長 おっしゃられるとおり退職被保険者のほうにつきま

しては現在原則として新規の適用をしておりませんので、大幅に減少し

ておりますが、その分一般被保険者数のほうにいらっしゃるということ

になりますので、それ自体が影響しているわけではないんですけども、

それそのものがですね、ただ国保の加入者自体が減少しているという傾

向でございます。 

 

三浦英統委員 この表なんですけどね、国保のデータベースによって調査なさ

った表なんですけど、この表によって生活習慣病が非常に高いというこ

とで、保健師さんと一緒になって保健事業を進めていくということで家

庭訪問その他をなさるとこういうような話が先ほどあったんですが、こ

れを行って、じゃあどのぐらいの医療費、今は現状山陽小野田市の医療

費非常に高い、こういうことなんですがどのぐらいの下げるような考え

方を持っていらっしゃるのか、計画を立てていらっしゃるのか。それと

もう１点がデータヘルス計画というのを作るようになっている、この計

画をもう作られておるのかどうなのか。ここら辺りの２点をまずお聞き

してみたい。 

 

安重国保年金課主幹 本来的にはデータヘルス計画、２６年度中の策定の予定

でございますが、ちょっと人員的な問題等いろいろございまして、２７

年度中には策定をする予定ということで、今もう実際決裁のほうにかけ

るような状態になっております。甲決裁ということで今回っている途中
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でございます。先ほどお話の中にありましたこれをデータ分析した上で

どういった事業打っていって、医療費をどういうふうにしていくんだと

いう計画を立てておるのかという御質問でございますが、この度の計画

のほうが別の元々私どもが持っておりました特定健康診査、特定保健指

導実施計画というのがありまして、これが２９年度末までということで、

これと統合していくということで２８年から２９年度までは２年間とい

う大変、第１回目の計画については短い計画ということにしております。

この２年間の計画の中で事業を打っていって医療費をどういうふうに下

げていくんだというのが、期間が別の計画と統合するために短く設定し

ておるもので、医療費をどんだけ下げていくというのが短期的過ぎてち

ょっと難しいもんですから、その目標については今回の計画については

掲げてはおりません。ただ、やはりこのグラフ等から見えてきますのは

生活習慣病が大変多いということでこの辺を中心にやっていこうという

ことでございますけれども、やっていく内容としましてはやはり生活習

慣病の早期発見ということで、特定健診の実施であるとか特定健診の結

果説明会、それから特定保健指導ですね、進めていくというような内容、

それからあと関節疾患の関係が結構女性の中ですごく高いというとこが

見てとれますので、今回の計画につきましてはよその自治体さんは国保

だけで定めているところが多いんですが、私どもせっかく健康福祉部で

ございますので、健康増進課それから高齢福祉課、介護保険の関係です

ね、そちらのほうとも少し連携したような内容にしていこうじゃないか

ということで、国保の事業だけでなくて高齢福祉課の中でやっている事

業等も入れております。何でかと言いますと対象者の中に国民健康保険

の被保険者が含まれるからでございますけれども、こういった中でその

要介護状態にならないように特に女性の方なんかは関節疾患が多いとい

うのは骨粗しょう症とかそういった問題がございますので、その辺を防

ぐための運動、自治会の中に入っていってそういう自分で保健師が引き

上げても続けていけるような効果的な事業なりそういったものを打って

いこうというような内容のものにしておるところでございます。 

 

三浦英統委員 計画自体非常にいい計画で市民全体が医療費が下がるような状

態が一番いいんで、健康であるというのが一番いいわけでございますが、

今高齢福祉課の関係、国保の関係、いろいろお話がありましたが、これ

を市民全体に国保と高齢福祉課等の各課によって、じゃあどういう方向

で市民に周知をしていくのか、パンフレットにしてもどういうものを出

すのか、そういうことはこの計画の中にも織り込んであるのか。それと

も各課で協議した内容が示されておるのか、そこら辺りの話をお聞きし
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てみたい。 

 

安重国保年金課主幹 計画そのものの公表につきましては、最後の章におきま

して計画の公表等というところがございますので、本計画についてはホ

ームページで公開するという形にしておりまして、また多様な場を利用

して周知の普及、啓発に努めるというふうにしておりますので、例えば

健康フェスタとかそういった場も捉えて、なるたけ多くの方に触れられ

るような場所でこういった事業内容について広報を図っていきたいとい

うふうには考えております。 

 

石田清廉委員 毎年のこと、医療費をできるだけ抑えていこうということで話

が出ておりますが、ジェネリックの利用率とか多重診療、在薬対策等々

が国保の毎年の取組で出ています。それと今高齢福祉課で健康増進とい

うことも含めていろいろこの医療費を抑える事業に取り組んでいらっし

ゃると。具体的に２７年度この目標に向かってどのぐらいの成果があっ

たのか、どういう計画を持ってどういう成果があったのか、分かれば教

えていただきたい。 

 

下瀬俊夫委員長 ジェネリックによって医療費が下がったかどうかですか。（発

言する者あり）それは分析しているの。 

 

大濵国保年金課国保係長 ジェネリックの利用の件で申し上げます。２８年１

月調剤分でまずは利用率について御説明いたしますと、本市の利用率が、

この率といいますのが切替え可能な医薬品のうち、どれだけジェネリッ

クが出ているかという率になりますけども、６０．６％ということで県

内１３市の中では６位というところになっております。今後こちらにつ

きましては、２９年半ばまでに７０％で平成３２年の早いうちに８０％

というのがたしか国の目標ということになっております。引き続きこれ

につきましては普及の活動を続けてまいりたいというふうに考えており

ます。この効果ですけども、平成２７年７月診療と平成２７年１１月診

療の比較というところのデータが、ちょっと今これが直近のデータとな

りますけども、本市のほうではジェネリックの差額通知というものを年

三回、通知させていただいておりますが、発行の２７年７月診療時点で

６９１人に通知を送りまして、切り替えられたのが５４人、平成２７年

１１月診療までに切り替えられたのが５４人で切替え率が７．８％、対

しまして送ってない方も当然いらっしゃるんですけど、送ってない方の

切替え率は３．１％となっておりますので、この通知につきましては一
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定の効果があったのではないかなというふうには分析しております。 

 

石田清廉委員 分かりました。そのほか多重診療とか在薬対策とかいう言葉よ

く出るんですが、これらも具体的な取組、計画はあるんでしょうか。 

 

下瀬俊夫委員長 多重受診っていうのは具体的に何かやっているの。 

 

亀田国保年金課長 多受診の関係につきましては、健康増進課の保健師さんの

ほうにいろいろと回ってもらっている部分と、それから特に国保と健康

増進課の関係では睡眠導入剤とかその辺の関係は定期的に訪問しておる

ところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっと意味がよく分からない。睡眠導入剤ってどういう意

味ですか。 

 

亀田国保年金課長 一般的にいう睡眠薬でございますが、そういった関係は特

にちょっと注意しなければいけないところで、こちらのほうも一緒に回

っておる状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 多受診とどういう関係があるんですか。 

 

亀田国保年金課長 睡眠導入剤を要するに複数、多受診それに関係する頻回受

診の関係の方がいらっしゃいます。その関係はこちらのほうで一緒にや

っているということです。 

 

下瀬俊夫委員長 これまでの議論で多受診というのはそんなに数は大きくない

と。だからそれについては個別に対応しているという話はあったよね。

数としては１０人程度じゃないかって話があったじゃないですか。ちょ

っとそこら辺について具体的に分かるんですか。 

 

亀田国保年金課長 それぞれ個別に訪問を行っている状態でございます。 

 

小野泰委員 ジェネリックは先のほうで聞こうと思っていたけど。６０．６％

と言われたんですが、これ恐らく開業医がかなり多いんだろうと思うん

ですね。市民病院はまだ１０％までいってないと思うんですが、その辺

数字分かりますか。 
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下瀬俊夫委員長 市民病院関係ないやんもう。 

 

亀田国保年金課長 病院別の状況は分かりません。 

 

小野泰委員 この前からの数字からすると市民病院結構低かったようなんで、

特に全体に対して指導せんといけんけど、市民病院についてはどういう

指導をされておるのかということをお尋ねします。 

 

下瀬俊夫委員長 基本的には院外処方だから、入院患者しか対応してないでし

ょ。それが問題なわけ。 

 

小野泰委員 処方箋もらって薬局行きますよね。薬局行きましたらどっちかと

いったら薬局のほうがジェネリック使ったらどうですかという、どっち

かといえば薬局のほうがそういう指導するんですよ。ですから市民病院

の中でそういうジェネリックの薬品の名前書いてあれば大体そのように

いくんですけどね。ですからその辺でのどっちかというと新薬を使いた

がるというかそういうのがよく効きますよというのが基本にあるような

感じもしますので、本当に同等であればジェネリックを使っていただく

というほうがいいんじゃないかと。 

 

下瀬俊夫委員長 質問の趣旨よ。だから国保のほうから市民病院に指導せえと

いうふうに言っているんですか、それをはっきり言わんと。国保から指

導できるの、病院に対して。 

 

大濵国保年金課国保係長 直接個別の医療機関にジェネリックを使ってくださ

いというような指導というのは現在行っておりませんけども、当初この

差額通知なんかを送る場合には厚狭郡そして小野田の両医師会のほうに

こういったことをやりますということでお願いをして、普及啓発にも御

協力をということでお願いはしているところでございます。もしお願い

するとすればそういった形でのお願いになろうかなというふうには思っ

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 医師の処方だから、医師の処方に介入することができるの、

保険者のほうが。 

 

大濵国保年金課国保係長 基本的にはもちろん強制的にとかいうことは当然で

きません。各患者さんにおかれてはジェネリックが使えないお客さんも
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いらっしゃるようで薬の部分だけでなく、添加剤といいますかそちらの

部分が逆に体に合わないとかさまざまな状況がありますので、やはり主

治医の方の指導の下、処方されるようなことになるのかなと思うんです

けども、そこについて保険者が直接介入するようなことはなかなか難し

いのではないかなというふうには考えております。 

 

下瀬俊夫委員長 だから問題にするんであれば、市民病院のほうの問題にしな

いと、国保から難しいんではないかな。それで問題はジェネリックの通

知カードやない。それをまだ今配っているんですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 カードにつきましては、今加入者にお配りする程度

になっておりますけども、代わりにジェネリックの希望シールというも

のをお配りしております。こちらは今ちょうど新しい新年度の保険証を

お配りしているところですけども、そちらのほうに同封させていただい

ております。 

 

矢田松夫委員 先ほどの岩本委員のときに回答があったんですが、５７３人減

員ということで、これでこれほど減るということは一人当たりの療養費

というのは当然減額になっての試算をされているんですが、今年はどう

なんですか、療養費は。 

 

亀田国保年金課長 被保険者数の減少は今回入れております。それから先ほど

も御説明いたしましたように所得の減少の関係も考慮しております。で

すが、実際問題医療費自体が全体的に増加傾向にあるというのは昨今の

状況でございまして、その状況から最終的に今の一般被保険者分につき

ましては、増というような形で考えておるところでございます。 

 

岩本信子委員 私国保じゃないから国保で来るかどうか分からないんですけど、

社会保険はどこで幾ら払いましたという診療のあれが来るんですよね、

年間に。国保もそういうの出されているんだったら例えば重複診療とか

いうこともきちんと分かるんじゃないかと思うんですけど、どうなんで

すかその辺が先ほどから重複診療が話が。よく分からないんですけど。

その辺はちゃんとデータとして取れるんじゃないかと思いますが、いか

がですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 岩本委員さんが言われるのが医療費通知のことだろ

うと思うんですけども、本市につきましても二月に一遍、年６回お送り
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をさせていただいております。そちらのほうには掛かられた医療機関と

か日数とかも掲載させていただいておりますので、そちらで御自身が対

象月に受診された状況を御確認いただいております。 

 

岩本信子委員 あれは本人が分かるために送られているんだろうと思うんです

けど、それを見ることによって重複受診されているということも判明で

きるんじゃないかということを言っているんですが、いかがですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 重複受診というのがどういった定義になるかという

ところにもなろうかと思うんですけども、一月に同じ疾病で多数の医療

機関に掛かっておられる方とか、そういうことがずっと続けばそれが重

複受診になろうかと思うんですけども、そういった対象者につきまして

は国保連のほうからその疑いがある方という形でリストが来ます。その

リストを健康増進課のほうに情報提供する中で個別に訪問指導等を行っ

ていただいておるところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 これねもう具体的な議論がこれまでずっとあって、まだそう

いう議論になっているんで、多受診者っていうのは具体的に何人ぐらい

いるんですか。結局これ把握できるわけでしょ、だからそれに対して個

別に既に対応しているんだって話があるわけだから同じような議論を何

回も続ける必要ないんですよ。その人数と具体的にどう対応しているの

かとちょっとそれ言ってください。 

 

（発言する者あり） 

 

亀田国保年金課長 済みません、多受診、頻回受診に関係する資料を持ち合わ

せておりませんので、後ほどお答えしたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。なければ給食費ね、食事代が個人負担に

なったということですよね。これはいわゆる入院患者の給食については

大体今だんだんホテル対応みたいな感じで、食事は別だということにな

っていますが、しかし入院と食事ってかなり関連しているわけでしょ。

入院中の食事というのはいろんな減塩食も含めて対応しているわけです

よね。これは治療の一環ではないんだという位置付けなんですか。 

 

大濵国保年金課国保係長 今回一般所得の方の一食当たりが今まで２６０円だ

ったものが、３６０円ということで一食当たり１００円増えるというこ
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とで、それを超えるものは保険でみるということにはなっておりますけ

ども、こちらの今回の見直しにつきましては、入院時の食事代について

入院と在宅医療の負担の公平性の観点から負担の調整を行ったというの

が今回の改正の理由になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 入院患者の食事というのは食事の管理をされているよね。家

庭の場合は管理がなかなかいかんと思うんですよ。だからそういう意味

では入院時の患者の食事というのは相当中身が違うと思うんです。いわ

ゆる入院だからそういう食事がされるということになるわけじゃけど、

これ治療とは関係ないという位置付けなんですかという話をしているわ

けです。 

 

大濵国保年金課国保係長 もちろん食事療法ということで食事について一定の

要素といいますか、糖尿病の方なんかはいろいろと病院食という形でそ

ういった治療の概念があるのかなとは思うんですけども、そういった方

であっても一般の全く関係のない通常の食事を取られている方も中には

いらっしゃるのでそういう方につきましても、大体家で普通に取る食事

が一食、今回でいうと一食当たり３６０円ぐらいの負担はしていただい

てもいいのではないかというのが今の国の考えではないかなというふう

に。 

 

下瀬俊夫委員長 それでいくとなんかね。食事要らんよといえば済むわけいね。

そういうことでしょ。家で取るやつと同じだという位置付けであれば、

わざわざ入院してからおいしくない食事取らんでもいいわね。そうなっ

ていくんですよ、そんな考え方でいくんであったら。答弁困ったらいい

です、別に答弁いらん。それとこの疾病別のやつですよね。外来で先ほ

ど言われたようにこの関節疾患、女性が異常に多いとか脂質異常症で女

性が異常に多いとかというのはあるんですが、それが上の入院の例えば

骨折で女性が多いとか関節疾患で女性が多いとかという問題ともかなり

関連してくると思うんですよね。どうなんですか、女性が多いというこ

とは比較的多いというだけで男性が治療に行ってない、受診に行ってな

いという面もあるんじゃないんですか。そこら辺が受診の比率がよく分

からないんですよ。疾病状況だけですからね。 

 

安重国保年金課主幹 確かにおっしゃるとおりその状況として細かく見るとど

うなのかということがございますので、もう少し実は、今日はお配りし

ておりませんけどもデータヘルス計画の中でその辺の関節疾患、大変気
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になりましたので、もう少し年齢階層別とかいうものをはじいてみてお

ります。それの傾向を見てみますと例えば骨折の入院なんかを見ますと

ちょっとピークが二つありまして、２５から２９歳辺りの若いときのピ

ークが一つと、５５歳以降辺りのピーク二つございまして、若いほうに

つきましてはけがといいますか、そういった感じで男性のけがだろうと

思うんですが、男性の方が多いと若い層についてはですね。年配の層に

つきましては全体的に女性のほうが高いという傾向がございます。今ち

ょっと議員さんのほうからお声が出ましたけども、これについては骨粗

しょう症の疑いが高いなという気はいたしております。それからもう一

つ関節疾患のほうにつきましては、これは関節というのは長年使うもの

ですから単純に年齢が増えるにしたがって増えていく傾向にございまし

て、こちらのほうなんかは年齢層に関係なく如実に女性のほうが高いと

いう傾向はございます。ただ委員長さんおっしゃいますように男性がそ

もそも医者に行ってないのではないかという御指摘もあろうかと思いま

すけども、国保データヘルス計画が扱っております国保データベースシ

ステム自体が上がってきたレセプトを用いて分析しておるものですから、

受診に至っていない方につきましては済みません、何とも申し上げる状

況にございません。 

 

下瀬俊夫委員長 これ県下の状況とかっていうのは分かるの、比較できるんで

すか。 

 

安重国保年金課主幹 分析したデータの中に県との比較とかも出てまいります。 

 

下瀬俊夫委員長 女性の関節疾患が異常に多いという事態というのは県下のそ

ういう傾向なんですかね。 

 

安重国保年金課主幹 ちょっと今手元にはございませんが、やはり関節疾患が

そういう傾向が高いというのはあると思います。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにいいですか。よければ次に行きます。３０、３１ペー

ジ。 

 

岩本信子委員 高額医療は増えてきている、だんだんがんも増えているし、増

えるんだなということが分かるんですけど、これと高額医療費と共同事

業から高額医療費の共同事業交付金というのが出ますよね。あれは減額

となっているんですよね。それの高額療養費との関係性っていうのはあ
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るんですか。この共同事業の交付金と、お聞きします。 

 

大濵国保年金課国保係長 本市の高額療養費につきましては、本市の決算見込

み等を用いて積算をしております。対しまして共同事業の高額療養費の

拠出金につきましては国保連のほうで、これは山口県全体の高額医療費

につきましては８０万円を超えるレセプトの件数の伸び率等を勘案して

算出しておられますので、そういった意味では必ずしもリンクするわけ

ではないということになっております。 

 

岩本信子委員 例えばうちは予算でこういうふうにして大きく、前年度より増

やしていると、そして国保のほうは実態を見てこういうふうにして減額

してきていると。そうすると決算が出たらまたその辺の調整がされるん

じゃないかと思うんですが、そういうふうになっているんですか。決算

で調整されるという形には。予算とリンクしてないということが気にな

ったもんですから、どうですかということなんですけど。高額医療費は

うちは予算としては増やしているのに、共同事業交付金の中で高額医療、

共同事業交付金というのが入ってくるわけなんですよね、県のほうから。

これも納めているから高額医療に対して入ってくるんだろうと思うんで

すが、その金額が減っているのに高額療養費のほうは増えているという

ことが納得いかないもんですから、リンクしてないんですかということ

ですよね。 

 

大濵国保年金課国保係長 まず本市の高額療養費につきましては、この３月補

正で一般とたしか合わせて６，５００万増額補正をまずしております。

これの当初予算の比較につきましては、あくまでも当初予算ベースでの

比較になりますので、そこで若干そういった現象が起きるということが

ございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかに。統合失調症の入院がこんなに多いのはこれは入院費

が高いという意味ですか、人数が多いんですか。 

 

亀田国保年金課長 統合失調症に関しましてはやっぱり入院費が多いというふ

うな状況にあろうかと思います。通常であれば他の疾病等であれば例え

ば入院期間何か月とかというふうな基準的に考える月数レベルで考えた

りしますけれども、この統合失調症関係の入院費は何年という基準で基

本的に考えられるように１回の入院期間が基本的に長いというふうに考

えております。 
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下瀬俊夫委員長 それともう一つは療養費が伸びてきているというね、医療費

の増加の問題といろんな分析をしながら、あと出てくる総合健診も含め

て全体健診事業も、うちの市は高いわけですが、なかなかリンクをしな

いというか、いわゆる医療費抑制につながっていっていない、そこら辺

について具体的にはどういう分析をされていますか。今の療養費の減は

結局被保険者の減がリンクしているわけですが、医療費そのものを減ら

すための方策という具体的な対応策がまだあんまり打たれてないんじゃ

ないかなという気がするんです。 

 

安重国保年金課主幹 行っている事業がどういうふうに効果が出ているのかと

いう御指摘かと思いますけども、先ほどお話にありました特定健診の受

診率のほうにつきましては大変着実に伸びておりまして、平成２６年度

状態で対象者の３５．６％に受診していただいておると、これは県内一

位でございますし、国の平均よりも高いというような状況にきておりま

す。ただ特定健診を受けた後、いろいろ数値が引っ掛かった方に対して

私どもが行っております特定保健指導の利用率のほうは長い目で見れば

ちょっとずつ伸びてきてはおるんですが、ちょっと落ちたときがあった

り、今Ｗ字型の伸び方をしていたりするんですが、この辺が少し特定健

診の受診率が伸びている割には特定保健指導の利用率が伸び悩んできて

いるというとこがありまして、ちょっとそちらのほうには力を入れてい

かないといけないというふうには考えておるとこでございます。健診を

受けただけで悪いな、わしはいけんのやなと思われるだけではいけませ

んので、それを生活改善していただくためにはやはり特定保健指導等の

受診率を上げていくという方策は必要かなというふうには考えておりま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 そんなもんですか。部長さんいかがですか。 

 

河合健康福祉部長 一人当たりの医療費につきましては、３年ぐらい前までは

１３市中２位というような状況でございましたが、この度の平成２７年

度中途ですが、現在のところ６位ということで非常に下がってきている

傾向ではございます。効果がどこから出てきたかというのは非常に分析

が難しいところでございます。例えば健康に重要な要素といたしまして

は、適正な食事、食生活それから適度な運動といわれておりますが、こ

の例えば食事療法につきましては、効果が出てくるまでが１０年掛かる

とか言われているところもございます。ですからこの傾向が下がってき
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ているのは非常にありがたいと思っているところではございますけども、

それが何に起因しているかというところはちょっと分析というのは難し

いところではございます。今後ＫＤＢ計画で疾病等も状況が分かってま

いりました。これまでは５月分の診療費のみで見ておりましたので、な

かなか予測とは違ったところもございましたが、この度から詳しく男女

別、年齢別等と詳しく医療の状況が出てきておりますので、それを分析

しながら今後適切な健康運動、また食事運動等つなげていきたいと考え

ているところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 外来の傾向として高血圧と糖尿がかなり大きな比重を占めて

いますよね。ここら辺の対策、先ほど言われたように成人病健診確かに

一つの有効な手なんだけど、これは早期発見、早期治療と言われたけど

ね、この成人病は早期発見というよりも本人のかなり自覚があると思う

んですよ、僕は。問題はそれをどうやって意識化するかというか治療の

方向にどうやって持っていくかというのが僕は物すごく大事じゃないか

なと思っているんですよね。ただ高血圧にしろ、糖尿にしろ、それこそ

長期の話でしょ。すぐ治るような話じゃないわけだから。そこら辺で先

ほど言われたように運動機能とリンクさせるかとかちょっとそこら辺の

行政の方向性を少し、そういうところに対象を絞った対応が要るんじゃ

ないかという感じはするんですけどね。 

 

河合健康福祉部長 今年度から健康増進課のほうで糖尿病予防教室というのも

始めております。ですからそこら辺の傾向も見ながら糖尿病予防教室の

中、どういうようなメニューがふさわしいかということも含めまして、

今後検討していきたいと思っておるところでございます。また本市の傾

向といたしましては受診率が他市に比べて高いというところがございま

す。それは早期発見、早期治療にもつながっているのではないかなとい

うことも思っているところではございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。なければ次に行きます。３２、３３。い

いですか。３４、３５。 

 

吉永美子委員 出産育児一時金ですが、これが昨年度と同じ金額ということで

これは何人ということの予想で立てておられるかお知らせください。 

 

亀田国保年金課長 平成２８年度につきましては、６０件ということで見込ん

でおります。 
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吉永美子委員 これは、生まれてくる子どもは大体昨年と同じという意識とい

うことで、これから増やしていかないといけないんですけど、今年度に

ついては昨年と同様という予想を立てておられるということでよろしい

ですね。 

 

下瀬俊夫委員長 答弁は要らない。 

 

吉永美子委員 いいです。うんうんと言っているから。葬祭費一時金ですが、

これは１件当たり５万円の分のことだと思うんですけど、この５万円を

出す目的、それと５万円の基準についてお聞かせください。 

 

大濱国保年金課国保係長 葬祭費につきましては葬祭執行人に対して葬祭費用

の一部を補塡するものとして支給しております。５万円の基準は、私も

過去の経緯をそこまで掘り下げて見ておりませんので分かりませんが、

本市では近年ずっと５万円ということで支給しております。 

 

吉永美子委員 そうするとこれは慣行でされているということで、物価が上が

ったりとか、貨幣価値も変わるとか、そういった中で何十年も前から５

万円で、上げてこられたとか、そういうふうな実績は全くなく、今後も

上げる予定はないということでしょうか。 

 

亀田国保年金課長 いつから５万円になったかというふうな状況等につきまし

ては申し訳ないですが今、分かりません。今後につきましても５万円を

上げるかどうかについて、今まで検討したことがありませんので、その

辺は一度中で考えてみたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 考えてみるというのは何。 

 

亀田国保年金課長 平成２２年度時点で既に５万円という状況でございます。

これにつきましては葬祭執行者に５万円を支給するという状況でござい

まして、現時点ではそのまま引き続きを考えております。 

 

大濱国保年金課国保係長 データが古くて申し訳ないんですが、各県内市町の

葬祭費の支給の状況ですが、４万円という市が４市でございます。残り

が全て５万円ということになっております。 
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古川議会事務局長 ほかの社会保険の葬祭費は多分５万円でございます。です

からそれに合わせて国保もなっているということでございます。そのよ

うに理解してください。 

 

吉永美子委員 なぜお聞きしたかというと、私は多分これは国民健康保険法で

決められた金額だと思っていたんですよ。たまたま私宮崎なので、宮崎

は違っていたんですよね。ですからこれは自治体によって違うんだとい

うことが、ちょっとびっくりして、ではどういう基準で決めておられる

のかなとお聞きしたかったのでお聞きしました。また何か他市が値上が

りしていたら、それに合わせて考えていただけたらという気持ちを持っ

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 さっき課長が検討しますと言われたのは、これを引き上げる

ということにつながってくるんじゃないかと思ったので聞いたんですが

違いますね。（「違います」と呼ぶ者あり）はい。ほかにいいですか。こ

の出産育児一時金について、これは基本的に足が出ないということでい

いですか。 

 

亀田国保年金課長 昨年もそうですが、予算の中で収まっているところでござ

いますので、申し訳ありません。１件当たり４２万円ということで考え

ております。 

 

下瀬俊夫委員長 それはいいですね。足は出ないですね。（「出ません」と呼ぶ

者あり）里帰り出産というふうな言い方で、特に市民病院で積極的にそ

れを受け入れようじゃないかという話があるんですよね。そういう方に

ついては基本的に所在地の国保の加入者が出すわけですが、病院で対応

しようとすれば病院の会計でそれはみていくということになるんですか

ね。例えば一定の補助を出そうとか何とかということになると。国保会

計の中ではよそから来て里帰りして出産する者に対して具体的に何も対

応はしないですよね。国保とすれば。 

 

亀田国保年金課長 国保といたしましては他市の方がこちらに里帰りという場

合でも特にこちらのほうとしては考えていません。逆にこちらのほうの

居住の方が他市のほうでという場合もございますので、それについては

当然ながら対応していくということになります。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。なければ３６、３７ページ。いいですか。
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３８、３９ページ。いいですか。なければ県制度に移行する場合の高額

療養費等の扱い方というのは基本的にこれから変わるんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 共同事業の関係ですか。 

 

下瀬俊夫委員長 はい。 

 

大濱国保年金課国保係長 ここにつきましては、まだ不明という状況になって

おりますので、今後明らかになってこようと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 ４０、４１ページ。 

 

吉永美子委員 特定健診で２点お聞きします。１点目は集団健診委託料が増に

なると御説明がございました。ということは集団健診の回数をまた頑張

って増やされるのかというのが１点。それと２７年度の補正で出てきま

したが、例の勧奨ですね。未受診者に対して行ってくださいよという、

その回数は、２８年度は４回という形で挑戦されるのかどうか。この２

点をお聞きします。 

 

亀田国保年金課長 後のほうですが、４回のチャレンジ、予算上は３回で考え

ております。それから先の特定健診の委託関係、単価が上がった分なん

ですけれど、今年度の予算を立てるに当たりまして業者さんに見積りを

取ったところ、結果としてそこの単価が上がっておりまして、その辺に

ついて申し訳ありません確認が取れていないので申し訳ないのですが、

２７年度に比べてちょっと単価が上がったという状況がございまして、

現状としてそれについて算定しているところでございます。 

 

矢田松夫副委員長 先ほど安重さんは３６％で県内１位と言われたんですが、

これまでの計画では、５か年計画で受診率を上げていくと、こういうふ

うに言われて、たしか平成２９年度は６０％以上という数字も出されて

いるんですが、これと今回の３６％は大きな開きがあるんですが、これ

に向けての意気込みというんですか、どういうふうに今年度対応してい

くのか、新たな施策があるのかどうなのか、お答え願えますか。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 集団健診ですが、２７年度も新たなところで集

団健診を行って、受診に来ていただきたいという願いで、今年度は２か

所増やしたんですけれど、まだ浸透しているところではなかったので、
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受診率が上がっておりません。２８年度に関してもそういう受診が低い

ところで健診ができる場所を探して実施していきたいと思っております。 

 

安重国保年金課主幹 議員さんから目標の数字の話がありましたので、ちょっ

と補足しておきたいと思うんですけど、データヘルス計画を作る前にも

ともとあります特定健康診査、特定保健指導等実施計画第２期ですけれ

ども、これのほうが先ほどおっしゃいました６０％というのが平成２９

年度の目標値になっておりまして、平成２８年度については５５％とい

うことになっております。いずれにしましてもかなり高い目標値になっ

ておりますけれども、これは国のほうが掲げております目標値に合わせ

て設定しておりまして、この数値がかなり戦略的といいますか、かなり

高い目標を掲げておりますので、それに合わせて設定しております関係

で私どもといたしましてもかなり厳しい目標だなという気はしておりま

すけれども、いずれにいたしましても目標は目標でございますので、頑

張っていきたいというふうに考えているところでございます。 

 

矢田松夫副委員長 ですから、どんな施策を新たな高い目標に向けて、目標と

いうのは高くなければ全然進歩も変化もありませんので、今年度は何を

するのかという昨年度とは違ったものがない限り、目標というのは上が

らないと思うんですよ。ですから今年は何をするのかということで、昨

年と同じことを、２か所増やすだけなら、昨年も上がらなかったから今

年も２か所増やしても上がらないという結論は目に見えるわけですが、

その他に何かあるのかということなんです。 

 

亀田国保年金課長 先ほども御説明いたしましたが、２７年度で２か所増やし

ました。その中で新たに２か所増やしたということの周知活動というの

がきちっといっていなかったのではないかという部分。同じ回数等につ

きましては２７年度と同じではございますが、新たに増やしたところで

もやるというふうなことをもっと地元の方々に周知するような形を取っ

ていきたいと考えております。 

 

吉永美子委員 月数ですけど。６月から１月までということで、年を越したら、

１月はあっという間に過ぎていってしまう。１２月も師走と言われるぐ

らいで忙しいあれなんですけど、これもう少し時期を延ばすというのは

不可能なんですか。例えば２月いっぱいまでとか３月いっぱいまでとか、

何か延ばしていくということはできないものなんですか。受診の期間で

すね。６月から１月までではなくて、それは不可能ですか。 
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下瀬俊夫委員長 受診勧奨を４回にせえということやね。 

 

吉永美子委員 それにつながるという意味です。 

 

亀田国保年金課長 国保連合会から委託料の請求が約２か月遅れてこちらのほ

うに来るということから、要するに２か月分を考えて１月の末までとい

うふうな形になっているということです。 

 

下瀬俊夫委員長 問題は去年の４回がどういう根拠なのかという問題とも関連

するわけですよ。最終的に調整して１回減らしたけど、もともと去年４

回やる予定だったわけでしょ。今回それを減らしたんだけど、４回とい

うのは不可能なんですか。 

 

亀田国保年金課長 非常に期間が短いということで途中１回ほど今年度はでき

なかったので、それを再度挑戦ということも考えられるところなんです

が、１月、２月ということで、この予算を立てる段階で、ちょうどそれ

が難しいなというふうなときに、この予算のことも考えていた状況だっ

たので、現状として難しいかなと考えているところでございます。 

 

岩本信子委員 封入封緘業務委託料ですよね、受診券の。これ何件ぐらいある

んですか。これ例えば先ほど言われたように年何回か勧奨されますよね。

それも含まれているような委託料なんですか。何件ぐらいで４２万９，

０００円払われるのか件数を教えていただければと思います。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 受診券の封入封緘なんですけれども、年度当初

６月末に送る受診券発送の費用のみになります。年度途中に関してはこ

ちらのほうで封入封緘して送付をいたしますので、年度途中の方の分は

入っておりません。特定健診が１万２，０００件と後期高齢者の方の受

診券の配布もこの中に入っております。後期高齢者に関しては後期のほ

うから負担金を出していただいておりますので、一旦はこちらの会計の

ほうに上げさせていただいております。 

 

岩本信子委員 年度当初に１万２，０００件を封緘業務で出されているという

ことですよね。これの委託先は分かるんですか。どうされているんです

か。 
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岡崎国保年金課特定健診係長 名前を覚えていないのですが、下関の業者さん

にお願いをしております。 

 

吉永美子委員 これは大変難しいんですか。受診券を入れて封をするんでしょ。

今の障害者団体を優遇、優先してしなければいけない、何て言うんです

かね、発注するというふうになっていますよね。そういった障害者団体

に依頼して活用することはできないんでしょうか。わざわざ下関じゃな

くて、障害者団体とかにお願いをして、封を閉じるんでしょ。それは不

可能なんでしょうか。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 封を閉じるだけではなく、個人情報が入った受

診券とパンフレット、チラシ等全てを封入しないといけないということ

です。それと受診券の発送までの期間がとても短くて、２週間前後でや

らないといけないということもありますので業者さんにお願いをしてお

ります。 

 

岩本信子委員 今聞くと個人情報があると言われましたけれど、私も思うんで

すけれど、障害者施設なんかもいろいろと自立支援ということでされて

いるので、誰か一人ぐらい指導者が付けば１万２，０００件ぐらいだっ

たら、そういうところでできるのではないかなと思ったりするんですけ

れど、そういう発想はされないですか。一切もう下関の業者でやるとい

う考えしかお持ちにならないかどうかその辺をお聞きしたいんですが。 

 

下瀬俊夫委員長 これは印刷も含めてやるんですか。委託を。中に入れるだけ

ですか。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 印刷物、中のものに関してはうちのほうで準備

をして、それを業者に委託しております。 

 

矢田松夫副委員長 私にも来るんですけれど、表のシールを貼るだけでしょ。

個人情報というのは。 

 

下瀬俊夫委員長 シールじゃない。窓空きでしょ。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 

亀田国保年金課長 封入封緘につきましては全部機械で作業を行っているよう

な状況です。どこの市町もこの業務に関して、いろいろなところでこの

業務が発生している状況の中で非常に短い、なおかつ短い期間というこ
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とから機械でやっております。そういうことから市内のほうではそうい

った機械の導入がないので、下関の業者さんを利用しているという状況

でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 基本的に印刷はこちらでやって、印刷物を折り込むだけとい

うことですね。２７年度の補正のときに受診率の発表があったよね。去

年の１０月分以降は分かりますか。まだ連絡はないですか。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 まだ上がってきておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますか。先ほどの特定健診の問題なんですが、受

診率は県下でトップと言われているんですが、さっきから出ている話で

もあるんだけど、この特定健診の結果を改善する動機付けよね。各個人

の関係で。そこら辺で具体的に今後の見通しというか対応策というか、

本来であれば保健師なんかが個別に訪問をして対応をするというのが一

番いいんだろうけど、そこら辺については限界があるんですか。 

 

岡崎国保年金課特定健診係長 集団健診を受けられた方に関しては１か月後に

結果の説明会を行っております。そのときに検査値の見方だとか、そう

いうものを保健師が指導をしております。今糖尿病とかが多いというこ

とで、その結果の説明だけではなく今年は糖尿病に関して説明等行って

おります。特定保健指導の対象者に上がった方に関しては健康増進課の

保健師に委託をして個人に訪問したり、電話を掛けたりして対応してい

ただいております。 

 

下瀬俊夫委員長 それでは次４２、４３ページ。 

 

岩本信子委員 先ほど健康づくりの補助金を１７万円減額されたと聞いたんで

すが、説明で。これはなぜなんですか、理由は。 

 

亀田国保年金課長 先ほど申し上げましたように水中運動教室と若返り教室等

の関係の開催日数を今まで１２回だったものを８日に減らしております。

その関係で要するに委託料の関係をその部分、日数が減ったことに伴い

まして委託料も減っているという状況でございます。 

 

岩本信子委員 ではなぜ１２回から８回に減らされたのか。 
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亀田国保年金課長 基本的にこの教室につきましては本人さんへの動機付けを

目的としております。したがいまして以前は１２回ということでやって

おりましたが、実質動機付けといたしましては、どちらかというと１２

日やっていると教室に参加することが目的になってくる。動機付けとち

ょっとずれるのではないかという部分がございまして、結果的に８日程

度に減らすことで、要するにこちらとしては動機付けを基本目的とする

ということから、やりたいなと思ったところでぱっとやめてじゃないで

すけれども、そういうふうな状況に持っていきたいということで日数を

減らしております。 

 

岩本信子委員 動機付けでやるということで、慣れてくるとそこが目的になっ

てはいけないから、それは分かるんですが、ではその動機付けで終わっ

た方は動機付けで皆そのまま継続して、いろんなところで水中とか若返

りとかされているのかどうか聞きます。 

 

安重国保年金課主幹 ちょっと補足いたしますが、回数については１回の開催

日数を、課長が先ほど申しましたように、もうちょっと物足りないな、

もうちょっとやりたいなと思ってもらうという意味も少しありまして、

１２回を８回に減らしてんですけれども、それだけではなくて、よりた

くさんの方に触れていただきたいということで、回数を減らした上で年

の開催回数を２回に増やしております。だから１２回ものが１回だった

のを８回ものが２回に数は増やしているところでございます。ちなみに

１回から２回にしておりますけれども、水中運動教室につきましては水

から上がった後、暖かいときはいいんですが、寒くなると風邪を引いて

しまうということもございまして、業者さんとお話をした上で水中運動

教室については１回だけ、秋のほうはやっていません。それで実際に８

回でもうちょっと頑張りたいなと思った方がどのくらい続いているのか

という御指摘の件でございますけれども、私担当をしておりまして、実

際事務の方とお話もするんですが、終わった後に実際にそのジムに加入

して続けられるという方が毎回３人ぐらいはいらっしゃるということで、

目に見えて分かる結果といたしましてはそういう実際に続けておられる

という方がいらっしゃるんだなというふうには思います。その後、実際

にそれを契機にして運動を続けているのかどうか、追跡をしているのか

という御質問であろうかとは思うんですけど、その件につきましては、

この２８年度につきましては実際にやめられたというか、講座が終わっ

た後、半年なり後に運動習慣続いていますかというようなアンケートと

いったようなものを取りたいというふうに考えているところでございま
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す。 

 

岩本信子委員 動機付けでしたら、やはり継続してもらうということが一つの

目的ですよね。この場所で継続できないということになると、やはり動

機付けのときに結果が出た人。よくテレビで宣伝があるじゃないですか、

太った人が痩せて結果が出たようなの。ああいうことを示して動機付け

をしないといけないとは思うんですよ。来られた方そうすると継続して

いかれるというところが今３名ぐらいで、実際何人講座を受けられて３

名なのか私もよく分からないんですけれど、でも動機付けなら動機付け

のそれなりの工夫とかそういうことをしていただきたいな、継続してい

ただく率がどのくらいあるとか、そういうのも是非データとして出して

ほしいなと思いますが。 

 

安重国保年金課主幹 幾つかお話したいと思いますけれども、まず受講された

方の数なんでございますが、平成２６年度が年１回の開催で６１名でご

ざいました。２７年につきましては、これを回数は１回についての日数

は減らしましたが２回に増やしまして９８名御参加をいただいたところ

でございます。その間の効果はどうであったかという御質問もあったか

とは思いますけれども、最初に体重と体脂肪率を計測いたしまして、終

わるときにも体重と体脂肪率を計測いたします。それでたまたま最終回

に御参加になってらっしゃらない方もあるのはあるんですが、きちんと

データが取れた方の中で分析をいたしましたところ、７０％の方に体脂

肪が下がる効果が認められた。僅か８回でございますが、８回の中でも

７０％の方に下がる効果が認められたということで事業といたしまして

は効果があると考えております。こちらのほう多少定員に対しましてま

だ少し応募が、余裕がありますのでたくさんの方に受けていただきたい

ということで、２７年度につきましては健康フェスタでのほうでブース

にダンベルといいますか、ベンチプレスといいますか、体験できるコー

ナーを設けまして、業者のトレーナーの方にも来ていただきまして御指

導もいただきましたし、またステージ上のイベントでは小野田のほうの

教室のトレーナーの方に来ていただきまして、柔軟とかそういった体操

も見ていただきましてＰＲをしていたところでございます。講座が終わ

った後にどういうふうに結び付けていくかということは今後のアンケー

ト等で考えていきたいと思いますけれども、そういった形でなるだけた

くさんの方に接していただくということについては策を講じているとこ

ろでございます。 
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石田清廉委員 報償費のところで８万円の予算が組まれていますが、これの具

体的な目的と内容を教えてください。 

 

安重国保年金課主幹 こちらにつきましてはたくさんの方に運動の機会を提供

するイベントにつきまして支援していきたいということで、グランドゴ

ルフ大会を毎年やってらっしゃいますけれども、これ国保のほうの冠を

付けまして参加賞とか入賞記念品等について私どものほうから補助して

いるものでございます。 

 

石田清廉委員 去年もそういう説明をいただきましたけれども、考えてみると

一つの事業といいますか、グランドゴルフという一つの行事に対して、

単なる参加賞品を出すというような費用効果が余り見られない。ならば

もう少し健康づくり補助金とかそういったものに生かしていただいたほ

うが全般的に広域に費用目的や効果が使えるんじゃないかと思いますが、

いかがでしょうか。 

 

安重国保年金課主幹 私どもの課のほうとしましても、その辺の効果はどうな

のかなと考える部分もございます。今後どういった形でそういうのを進

めていくかというのは考えていきたいというふうには考えております。

ちなみに今お話が出ましたので御説明しますけれども、健康づくり補助

金のほうにつきましてはいろんなイベントを開催します。これふるさと

づくり推進協議会さん、１２校区ございますけれども、こちらのほうに

各校区ごとに出せるような形で予算を組んでいるところでございます。

中身といたしましては健康づくりのためのイベントでございますので、

ウォーキング大会であるとかカローリング大会、市民運動会といったよ

うなところで、ほとんど全ての校区のほうから申請をいただいていると

ころでございます。 

 

石田清廉委員 私が申し上げたかったのは一つの行事、グランドゴルフという

一つの行事にこの参加賞で８万使うのだったら、今言われるふるさとづ

くり協議会の主催される、いわゆる等しく運動に使われる補助金として

使ったほうが効果が、いきめがあるんじゃないかということで質問しま

したが、そういう考えは全くございませんか。 

 

下瀬俊夫委員長 特化しろということね。 

 

亀田国保年金課長 このグランドゴルフ大会については、先ほど説明しました
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とおり各校区のほうにはいろいろと体育行事関係、既に補助を行ってお

ります。そういうふうな中でグランドゴルフ大会だけ特別にということ

が、これの参加者が非常に多いというところも実を言うとございます。

一つの大会ではあるんですけれども、参加者の数はかなり大きなものに

なっておりますので、そこについては他の各校区でやるのと同じぐらい

のものがあるのではないかということでさせていただいている次第でご

ざいます。 

 

三浦英統委員 関連で、健康づくりにしても今の報償費にしても国保会計から

出るんでしょ。国保自体の皆さん方のためにするのか、一般の市民の皆

さんにするのか、そこらをきちんとしておかないと、健康づくりでも一

般の人をやるんだったら国保があえてすることないやろ。健康増進課が

やってもいいし、ほかの高齢福祉がやってもいいし、いろいろな他の課

がやってもいい。そこらはどういう考え方でそれを出しているのか、そ

こらの説明をお願いします。 

 

亀田国保年金課長 おっしゃられるとおりにそれぞれの大会において国保関係

者以外の方も多数おられるということは重々承知しているところでござ

います。ですが、その中に国保の該当者も多数いらっしゃるということ

を逆にこちらのほうといたしましては、健康増進課のほうでというふう

な考え方とかもあるんでしょうけど、国保としてその辺のところをどう

いうふうにやっていくかというふうな中で考えますと、国保の該当者が

おられるということの中で現状やっているところでございます。 

 

三浦英統委員 他の課との連携はどうなっているんですか。この問題。両方に

引っ付いています。 

 

亀田国保年金課長 今御説明しました校区でのスポーツ大会関係、グランドゴ

ルフ大会につきましては国保が単独で行っている状況でございます。 

 

矢田松夫副委員長 検診委託料のところですが、胃がんの検診ですよね。委託

料がどれくらいあって何件ぐらい予想されているのか。特に肺がんと比

較して胃がんが高い受診率というんですかね。特定健診の中で高い受診

率ですが分かります。 

 

亀田国保年金課長 ２８年度の見込みといたしまして、大体胃がん検診、内視

鏡等全部含めまして２，３２８件程度見込んでいるところでございます。
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それに対しまして肺がんのほうですが２，８６５件を見込んでいるとこ

ろでございます。 

 

矢田松夫副委員長 もう１回今の肺がんの関係をお願いします。 

 

亀田国保年金課長 ２，８６５件を考えております。 

 

矢田松夫副委員長 先ほど資料３をいただいたんですが、結局自己負担額を肺

がんのほうはかなり自己負担額をゼロにしたところもあるんですが、胃

がんのところは全然変わっていないんですよね。これを見ると胃がんの

ほうもかなり自己負担額を減額することによって受診率を高めるという

ことも考えられるのか。 

 

亀田国保年金課長 胃がん検診と肺がん検診なんですけれども、受診者の状況

としましては、現在肺がんのほうがここ数年間は多い状況にございます。

それから市内の入院患者で申し上げますと１番が肺がん、２番目が乳が

ん、３番目に胃がん、４番目が大腸がんというような状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 だけど大腸がんが一番多いじゃない、入院では。 

 

亀田国保年金課長 済みません。間違えました。大腸がんが一番で乳がんが２

番、胃がんが３番で肺がんが４番というような状況になっております。 

 

下瀬俊夫委員長 入院が。 

 

安重国保年金課主幹 今、委員の皆さんに見ていただいておるほうの資料につ

きましては、これ平成２４年から平成２６年度の累計を平均しておりま

す。と言いますのが年度によって上下動がございますものですから、こ

れを平たくしたものがお配りしております資料のほうでございます。課

長が今申しましたのは、平成２７年度のほうの数字でございますね。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。この資料３の部分で、平成２８年度黒っぽいと

ころになっているんだけど、例えば肺がんのＸ線は両方ゼロよね。これ

社会保険の場合は変わっているけど、この黒は変化ないんでしょ。国保

の関係は。 

 

亀田国保年金課長 肺がんにつきましては、社会保険のほうが料金を引き上げ
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るということでそれに応じて要するに最初は公平性ということから、国

保のほうにつきましても今まで無料としていたところを、幾らか負担し

ていただかなければならないのかなというふうなことは当初は考えてい

たところでございますが、先ほど申し上げますとおり、胃がんとか肺が

んの実際に件数等も結構多いところにございますので、結論としまして、

今までどおり肺がんについては無料と引き続きしていくというような状

況でございます。それから合わせて申し上げますと、前立腺がんとかに

つきまして、今まで実を言うとこれだけが突出してちょっと１，０００

円ぐらい個人負担というのをもらっていたところなんですが、うちのほ

う、先ほど言った順位の中には上がっているわけじゃないんですが、前

立腺がん自体も意外と思った以上に高い受診者というのがいるという状

況から、これはもうちょっと受けやすくするべきではないかということ

で、この度、利用者負担金のほうを下げるというふうな形でさせていた

だいたという次第でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 国保の関係者、かなり安く抑えているというのは分かるんで

すがね、ただ今言われたように前立腺がんそのもの、検査そのものはそ

んなに難しくないよね。これ１，０００円取っていたわけね、今までね。

なるほどね。 

 

河合健康福祉部長 この１，０００円の根拠といいますか、これにつきまして

は自己負担、保険者のですね、３割相当っていうことで作っているとこ

ろでございます。この度、医師会との契約の中で、前立腺がんにつきま

しては、若干安くなりましたので、社会保険加入者等につきましては９

００円に抑えたと。ただ今までこの前立腺がんにつきましては国保加入

者につきましては、６００円ないし１，０００円いただいておりました

のを、この際ですから、国保加入者につきましては利用がしやすいよう

に、受診しやすいように５００円というふうに抑えたところでございま

す。 

 

下瀬俊夫委員長 大腸がんで集団が２００円に今度するわけですが、これは検

便ですか。集団でやるというのは。 

 

亀田国保年金課長 検便です。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかにありますかね。 
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岩本信子委員 基金積立てで、財源が財産収入となっているんですが、これ何

ですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 こちらは基金の預金利息相当を積み立てるというこ

とで計上しております。 

 

下瀬俊夫委員長 ここの全体の事業費の中で健康運動事業とか、いわゆる健康

作りというのが出されていますが、どうなんですか、これだけ医療費が

上がっているということと、先ほどの成人病がかなり増えてきていると

いう状況の中でね、もっと具体的に市全体の、市民に向けて具体的な参

加要請というか、具体的に行政が何かに特化して市民全体に呼び掛ける

ことが国保としてできないものなのかどうなのか。例えばウォーキング

ですよね。ウォーキングなんかは僕はもっと簡単にできるんじゃないか

なと思うんですが、これはねかなりいろんな意味で効果があるんですよ

ね。例えば高血圧だって効果がるし、そういう点でもっと僕はね国保と

してもこう力を入れて、市民的な運動にしたらどうかなっていう気はす

るんですけどね、あんまりね、全体的にあれもこれもあれもこれもじゃ

なしに、やっぱり何かに特化するというのは僕は必要かなと思っている

んですが、いかがですかね。 

 

亀田国保年金課長 先ほど申し上げましたデータヘルス計画、こういったとこ

ろからその辺のところ、いろいろな形で分析を行いまして、今後、今、

現実問題、各校区でやっている中でもマラソン大会とかでも、補助して

いるのは現状ございます。そういった中で今後分析する中で検討してい

きたいと思います。 

 

岩本信子委員 今いろんな団体がマラソン、ウォーキングそれからいろいろや

っていますよね。そうすると例えば国保共催とかいう形でされているの

かどうか分からないんですけど、分かるようにね、市民の皆さんに、そ

ういうふうな形は取れないんですかね。取れるんですかね。申し込んだ

ら国保と共催させてくださいとか、いろいろあったらいいなと思うんで

すが、いかがですか。 

 

亀田国保年金課長 今言われる内容のところ、こちらのほうといたしましても

保健事業、これからもっと強く強化していかなければいけないというふ

うなことは考えております。まだその辺についてはまだこちらのほうの

要綱とかいろいろとまず考えなければいけないところがあると思います
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ので、今後その辺等を踏まえて考えていきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。まだある。 

 

吉永美子委員 先ほど委員長からお話が出ました、全体としてウォーキング大

会というお話出ましたけど、江汐公園が県から市に移管されたときに、

当時の委員会で市に移管されたのだから、何かやるべきではないかとい

う、委員会の中でもあったんですけど、そういった都市計画課とリンク

してやるとか、いわゆるウォーキング大会と今お話がありましたけど、

江汐公園をせっかく市に移管されたので、そこ活用して都市計画課と連

携してウオーキング大会とか。それをすることによってまた江汐公園の

良さをアピールする、まさにシティセールスにもなるわけですから、そ

ういったことも考えながらという、もっともっと大きな視野でやられる

ということも考えていかれるべきじゃないかなと思うんですけど、いか

がでしょうか。 

 

亀田国保年金課長 おっしゃるとおりで、その辺のところ考えていきたいと思

いますし、それ以外にも今こちらのほうとして、生涯スポーツ課が実際

市民マラソンということで、厚陽地区でマラソン大会とかやっています。

こういったところと、まだこれできる、できないはちょっと最終的にい

ろいろとあると思いますので、申し上げられないですが、そういったと

ころとの国保も、いろんな形で協力していくとかいうふうなことは考え

ていきたいと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 歳出全般でもしありましたら。 

 

矢田松夫副委員長 先ほど言い忘れたんですが、高額療養費の請求の仕方なん

ですが、去年の２７年の１月から変更になったということで、先の民福

の委員会で説明されたんですけどね、私、去年の２７年の１月から３回

ほど請求したんですが、それ少しですね、窓口の対応の仕方というんで

すかね、今回これ初めて私も知ったというのがですね、今回３月に入院

したとき、医大のほうからですね、こういうことがあるからこういうふ

うに手続したらどうなのかというのを初めて知ったんですよね。じゃあ

その２７年の１月以降３回も請求したときに何でそういう説明がなかっ

たのかということなんです。私、代わりの者に支所に行ってもらって、

黄色い何ていうか証明書をいただいたんですが、もしあれが何て言うか

お金がない、退院時にお金がない、あるいは証明書がもらえない、一人
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でじゃあどうするのかということも考えられたんですね、今回。随分勉

強になったというんですが、これはまず一つ大きく考えられるのは、高

額療養費の請求に来られたときにそういう説明の対応の仕方がどうなっ

ているのかということなんです。３回もやったんです、僕。だからそう

いうまず窓口で保険者に手紙を出す、また取りにくる、そしてまた手紙

を出す、そういう手間が全部省けたっていうんですね。ですからそうい

うことを踏まえて、今回私も、随分勉強になったし。今回の加入者にい

ろいろそういうのもきたんですけど、やっぱり難しいように書いてある

んですね。もう少し簡単に医療費が高額になったときはこういうことに

自己負担額が変わってきますよという、簡単な説明書を同封されて、そ

してその証明書はこういうふうに取られるんですよというのをもう少し

再チェックしたらどうなんですかね。ちょっと長々言ったが、私の経験

上ね、３回ですよ。３回何も説明なかった。今回初めて医大でそこの事

務担当者に初めて言われて、その証明書を取りに行ってもらった。 

 

下瀬俊夫委員長 順番からどうなの。順番から。いわゆる病院側のね、地域連

携との関係なんかもあるよね。ちょっとそこら辺のいわゆる直接支払う

段取りになったときに、国保としてどう対応するかという問題ですよ。 

 

大濱国保年金課国保係長 減額認定証のことになると思いますけども、そちら

につきましては大体入院をされるときに病院のほうから、こういったも

のを保険のほうからもらってきてくださいねというような御説明はあっ

て、大体その資料を持って申請に来られる方が多いんですけども、副委

員長が言われるように現金支給、いわゆる認定証を持たずに受診をされ

て、後で現金でお返しをしているという方々については認定証を基本的

にはお持ちでないか、提示し忘れたかというような形になろうかと思い

ますけども、確かにそういう方々にこういった制度ありますよというよ

うな個別の案内はまだちょっとそこまではしていないところでございま

す。ただ今言われるように、こちらで認定証使われていないことが分か

れば、そういったお知らせをすることも一つの手かなと、今思ったとこ

ろでございます。だけどその方が引き続き入院されているかどうかとい

うこともありますので、ちょっとその辺は今後研究させていただいて、

場合によっては対応をさせていただけたらなというふうに思っておりま

す。通常のチラシにつきましては、お手元にお持ちだと思うんですけど

も、我々としてはあれもこれも本当は載せたくて、お知らせしたいこと

はたくさんあるんですけれども、限られた紙面の中でかなりぎゅっと詰

め込んでお示ししているところであります。それがかえって分かりづら
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いというところもあるのかもしれないので、その紙面の内容につきまし

ても今後もっと簡単にできないかを検討させていただきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 今の大濱さんの答弁でいくと、結局入院したかどうかも含め

てきちんと国保で掌握しないといけんわけよね。でないとそういう連絡

はできないでしょ。 

 

大濱国保年金課国保係長 もちろん高額療養費につきましては、支給対象の方

につきまして申請の勧奨通知を送っております。ですので、その時点に

つきましてはその方が入院しておられたという情報は、こちらでは持っ

ておりますけども、実際にその処理をするのが２か月後となります。そ

のときにこういった認定証がございますよという御案内をしたとして、

その方が今現時点で入院されているかどうかまではこちらでは把握でき

ません。それが事後的な扱いになってしまうので、それを出すことによ

って逆に混乱されてもいけないので、その辺りは今後やり方を考えてま

いりたいというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長 病院側からあったんやろ。 

 

矢田松夫副委員長 この認定証が６か月間しか有効期限ないんですよね。ない

んですよ。 

 

大濱国保年金課国保係長 基本的には１年間有効になりますけども、どうして

も１年という区切りがありますので、区切りの状況によっては、例えば

１か月の有効期限だったり、１年だったりという形でその辺の違いはご

ざいます。 

 

矢田松夫副委員長 今回私も病院の事務担当者の方から、医療費制度というこ

とでチラシをもらって、こういう手続をしたら、高額なお金を払わなく

ても退院時に済みますよということを言われたんですよね。それで全部

引かれて、そして差額分ほど払って帰った。もし、こういう制度知らな

かったら、もう１回、多額の金を退院時に払わなければいけないと、こ

ういうことになると予想されたんですよ。ね、そういうことでしょ。た

またま私お金があったから良かったですけど。たまたま。もしなければ

出られんですよ。 

 

下瀬俊夫委員長 この認定証制度は具体的になかなかよく理解していないんじ
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ゃないかなと思うね。そういう点で言えばさっきも言われたように病院

にある地域連携室の中で、例えばソーシャルワーカーなんかいれば対応

できるわけですよ。例えば市民病院にはソーシャルワーカーいないんで

す。看護師しかいないから、どこまでそれが徹底するかという問題があ

るわけですが、だから今言ったように国保の窓口で入院しているかどう

かを直ちに掌握するというのは難しいでしょ。 

 

大濱国保年金課国保係長 確かに今その方が入院されているかどうかというこ

とは、あくまで情報がくるのが２か月後となりますので、非常に難しい

ところであります。したがって加入されるときに、高額になったときは

ということでのチラシをお渡しするぐらいで、今のところは御案内して

いるところではございますが、今後もし該当されて、長期入院される方

についてはそういった御案内をすることも一つの手かなというふうには

思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 だからね、さっき言ったように、各病院に地域連携室がある

んですよ。ここときちんと僕はやっぱりこう連絡しあったり、協議をす

るというのは、今のこういう文章も含めてそういうところできちんと徹

底してもらえれば、患者さんのほうからも対応しやすいんじゃないかな

という気がするんですね。直接患者さんに国保の窓口で対応できるとい

うのは、そんな簡単じゃないんじゃないかなと思いますね。 

 

亀田国保年金課長 今おっしゃることにつきまして、委員長言われるとおりで

ございます。入院した段階ではまだこちらのほうに先ほどから申し上げ

る、あくまで入院した２か月後に始めてうちのほうがその方が入院して

いるという状況が分かりますので、一番その辺が分かるというのは、各

病院のほうであろうかと思います。その辺につきましては、また今度医

師会等を通じたりというふうな形の中でそういう高額療養に該当する患

者さんへの啓発ということで、またその辺は医師会のほうといろいろと

協議お願いしたりしたいと思っております。 

 

下瀬俊夫委員長 いいですか。それではちょっと時間になったんですが、歳入

をどうしましょうか。行く。行ったらいいという影の声がありましたの

で、歳入に入りたいと思います。歳入１２、１３ページ。全部行く。全

部行けという声がありますので、全部行きます。ありますか。 

 

吉永美子委員 お聞きします。２２ページ、先ほど御説明あった、いきいき水
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中運動教室と、若返り体操教室、これの関係で要は減ということになり

ますよね。先ほどの御説明だと１２日が８日になったけど２回に増やし

たということなので、本来増えないといけないと思うんですが、これな

ぜ減ったんでしょうか。  

 

大濱国保年金課国保係長 ２回に増やしたのは今年度から２回に増やしており

ますので、回数としては２７と２８は変わっておりません。ただ日数を

下げた関係で個人負担を減らしております。今まで１２日で１，０００

円いただいていたのが、８日間になりましたので、６００円に下げてお

ります。その関係で歳入も減っておるという状況です。 

 

吉永美子委員 先ほどのお話だと、ああそういうことですか。１，０００円を

６００円。２回に増やしたというのは２７年度。２８年度が２回に増や

すんでしょ。違うのかい。（発言する者あり）２７年から増えたんですね。 

 

下瀬俊夫委員長 ２回になったって。 

 

吉永美子委員 ２回になった。そしたら同じ金額じゃないとおかしくないでし

ょうか。 

 

大濱国保年金課国保係長 ２７年度につきまして回数は２回で１２日間の開催

ということ予算取りをしておりましたが、今年度につきましては、開催

日数を実質４日減らしておりますので、予算が減額になっているという

状況でございます。 

 

吉永美子委員 これ先ほど目標に達しなかったということを言われましたが、

これは目標何人ということで立てておられるんでしょうか。 

 

安重国保年金課主幹 定員が１３０でございます。２７年度については定員の

１３０に対しまして９８名の御参加がありまして、７６％、定員に対し

て７６％の御参加をいただいたところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 だからね、この１３０とか９８とかは何の効果を見ているの

かなというのがよく分からんのですよね。これを継続してやる人を増や

そうと思ってやっているのか、全体の健康づくりのためにこれが何か効

果があるというふうに考えておられるのか、ちょっとそこら辺がよく分

からないんだけどね。 
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安重国保年金課主幹 人数につきましてはですね、単純にそちらの教室を預か

ってもらっています、委託しております民間業者さんが面倒を見られる

キャパシティの大きさでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 なるほどね。ほかにありますか。 

 

矢田松夫副委員長 １２ページの本来なら徴収率１００％が望ましいんですよ

ね。１００％いかないと思うんですよね。今年度は徴収率大体何％、昨

年より高く設定しているのかどうなのか、お答えできますか。そのため

に何をするのか。 

 

亀田国保年金課長 収納率に関しまして、平成２７年度最終的に９０．５％を

今見込んでおるところでございます。２８年度については９１％を見込

んでいるところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ２８年度が９１％。 

 

亀田国保年金課長 ２８年度が９１です。 

 

岩本信子委員 １４ページですが、国庫支出金のところで財源になると思うん

ですが、一番下のところは結局２．４％でしたかね、医療費の増を見込

んでいるからこういうふうに国庫負担金というのが増えているという、

予算されていると思うんですが、それに対して１６ページの療養費交付

金というのが減っているんですよね。この辺さっき言われましたように

２．４％増にしても人数が減っているから全体的に何だったかな、３．

８％減になるとかおっしゃっていたんですけど、ちょっとこの財源のこ

とで、国庫負担金は増えて当然だなと思うんですけど、この療養費交付

金というのが、減ってくるというのがちょっとよく理解できないんです

けど、説明いただけますか。 

 

亀田国保年金課長 ４款のほうの療養給付費、国庫負担金のほうにつきまして

は、先ほど申し上げましたとおり２．４％の伸びを踏まえたものでござ

います。それにつきまして１６ページ５款の療養給付費のほうでよろし

いでしょうか。（「はい。」と呼ぶ者あり）これは退職被保険者に関係する

部分なので被保険者数が要するに大きく減少しているというようなとこ

ろで減額となっております。 
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岩本信子委員 これが退職被保険者用ね。はい。分かりました。あともう一つ。

基金がこの度も繰り入れられております。これもちょっと前年度よりも

多いというのは保険料が上がらないためにされていると思いますが、こ

れに対して、あと残りの基金っていうのはどのぐらいなるんですか。基

金残高は。 

 

亀田国保年金課長 ２８年度当初予算で経常しております金額を支出した後の

基金残高は５億９，２１２万４，４６０円となっております。 

 

下瀬俊夫委員長 これに繰越金を入れるんかいね。これ入れた後の話かいね。 

 

亀田国保年金課長 繰越金は入っておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 入ってないね。 

 

大濱国保年金課国保係長 今で言う繰越金は２６年度決算に係る繰越金という

ことですか。２７年度。２７年度につきましてはまだ決算を打っていま

せんので入っておりません。 

 

小野泰委員 先ほど収納率で平成２７年度が９０．２と、２８年が９１％を見

込むということですが、一方で支払が滞って連絡が取れない、面接をし

ようと思ってもできない、あるいは納付相談ができないということで債

権対策室に引き継ぐということなんですが、これ２７年はどの程度押さ

えました。 

 

大濱国保年金課国保係長 まだ年度途中ですので集計しておりませんけど、大

体１００件程度、毎年引き継ぎをしております。  

 

小野泰委員 １００件ぐらいあれば、前年度に比べてかなり下がったという見

方をしてもいいんですかね。 

 

大濱国保年金課国保係長 済みません。下がったと言いますのが引き継ぎの人

数がということですか。大体例年同じような感じの人数になっておりま

すが。 

 

下瀬俊夫委員長 下がったという根拠は何ですか。 
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小野泰委員 下がったって言うか、２５年がたしか１４０件程度で、２６年が

１５０とか、今回１００件ぐらいだったから。 

 

下瀬俊夫委員長 実績やろ。 

 

小野泰委員 実績と比べてどうなのかなということなんですよね。 

 

大濱国保年金課国保係長 今の言われるのは引き継ぎ件数というか、差し押さ

えの件数ですか。申し訳ございません。差し押さえ件数で申し上げます

と、今現在２７年度で２００件程度でございます。 

 

小野泰委員 ということはやっぱりその辺厳しくなってきているという実態が

伺えると思いますが、督促をしたり、催告状を送ったり接触をして最終

的には電話連絡も取れないということで、最後には居住実態がない場合

は、市民課と連携をとって職権消除ということでやれるということなん

ですが、これは実績どのぐらいあるんです。何件ぐらい。 

 

下瀬俊夫委員長 職権消除。それ市民課のほうやろ。 

 

大濱国保年金課国保係長 ２７年度の実績は今のところはないんですけども、

例年出ても数件程度の消除を行う程度です。 

 

岩本信子委員 保険料ですが、県下でどれぐらいの位置にあるんでしょうか。

保険料の金額が、大体。元は１位、２位。（発言する者あり）それは療養

費のほう。 

 

大濱国保年金課国保係長 当初予算策定時、今年度の、２７年度の。２８年度

で言いますとちょっとまだですね。各市一人当たりの。 

 

岩本信子委員 ２７年度で結構です。 

 

大濱国保年金課国保係長 少し集計する時間をいただいてもいいでしょうか。 

 

岩本信子委員 まあいいんですけど、なぜこれを聞くかと言いますと、先ほど

基金を聞いたときに５億、この予算してあると、そして基金が大体どの

ぐらいまで基金を持ったらいいのかということで言うと、５億というの
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はちょっと多いんじゃないかなとは思うんです。それで、今保険料がど

のぐらいの位置にあって、そしてそれが少し中庸ぐらいに下げられるも

のなのかどうかということが、私としては聞きたかったんですけれど。

だから今の順位がどのぐらいにあって、それが何位か下げられる可能性

はあるのかな、基金を投入することでということなんですが。 

 

下瀬俊夫委員長 もともとの方針が、この保険給付の大体１割程度っていう話

やったよね。だったら５億９，０００万円っていうのはちょっと多いよ

ね。給付に比べてね。 

 

大濱国保年金課国保係長 これまでも基金の残高については給付費の１０％程

度を目標にということでやっておりました。これにつきましては、本来

適正な残高は幾らかというところは、今はまだ検討している段階であり

ますけれども、例えば協会健保さんで言うと、給付費と後期高齢者支援

金の一月分程度を法定準備金として確保をするというようなことをして

おりますし、そういうのも比較しながら実際に１０％で足りるのか、そ

れとも多すぎるのかというのを今検討している段階でございます。今後、

来年度の料率の算定時には、来年度の見込みの医療費と皆さん被保険者

の所得等を勘案した中で設定するわけになるんですけども、当初予算で

は１億８，０００万余りの取崩し金、基金取崩しを活用して極力料率を

上げないような形で、今考えておりますので、残高が多すぎるのではな

いかということですけども、もしまた今後保険料率が急激に上がるよう

なことがあれば、こういうものを活用してなるべく被保険者の皆様に急

激な上昇等がないように行ってまいりたいと思います。 

 

岩本信子委員 急激な上昇がないように５億があるんですが、予算を取って、

１億８，０００万取って、残っているのが５億ですよね。また２７年度

のこの会計がまだ入っていないということなら、普通考えたら多いなと、

それがやはり保険料に下がるというふうに反映していかんといけないん

じゃないかと思うんですが、そのために医療費を削減していくという努

力をしているわけだと思うんですが、その辺が市民に対して、やっぱり

少しでも高いな高いなといつも言われるんですが、気持ち下がるという

ことになると、みんなも山陽小野田市少し良くなっているんだなという

のが分かったりするんですが、だから今の位置はどの辺の位置にあって、

どの辺まで下げようかという、そちらのほうのお考えをお聞きしたいん

ですよ。 
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大濱国保年金課国保係長 確かにその他市との比較ですね、どのぐらいなのか

というのは確かに重要なことではありますけども、やはりまずは保険料

というのが掛かっている医療費を賄うためのものとなりますので、先ほ

どからいろいろ事業ありますけども、保健事業に取り組む中で歳出を抑

えることによって、保険料の抑制、まずそこに努めることが一つなのか

なと思います。料率につきましては、２３年度に上がって以降は徐々に

下げつつあって、２７年度についてはどうにか基金を活用する中で据置

きという状況で、御存じのとおり今一人当たりの医療費はいまだに伸び

続けているような状態ですので、もしこの財源がなければそれに合わせ

て保険料率も伸ばしていかないといけないという状況になるんですけど

も、そうならないように、こういった基金を使いながら、なるべく負担

にならないような形での財政運営をしてまいりたいというふうに考えて

おります。 

 

岩本信子委員 なかなか下げるとは言いにくいでしょうけど、基金残高、今か

らどれだけが適正なのかということも検討されるということですので、

全体的な国保の会計の、よそと比べてみて、できるだけ市民が納得でき

るようなものにしていただきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長 ほかに。ない。先ほどの収納率９１％というのは県が示した

数字でしょ。いやいや県がそういう目標数値を示しているよね。 

 

大濱国保年金課国保係長 県が示した数字と言いますのが、いわゆる昔、調整

交付金の中で基準の収納率が下がる、以下になるとペナルティ的なもの

がありましたが、今それはなくなっております。その本市の規模でいう

と、その率が９１％という、一つの基準としてございます。しかしなが

ら今回の９１％というのはそれだからというわけではなくて、来年度の

見込みとして、本市の見込みとして９１というところで今考えていると

ころでございます。 

 

下瀬俊夫委員長 そんな簡単な話ではないんじゃないですか。結局、県がこの

収納率９１％を見越して、今後県事業になったときに、これをやっぱり

９１％を基準にして設定していくんじゃないんですか、納付金を。 

 

大濱国保年金課国保係長 その辺りはまだ今のところ不透明なところがあって、

県が９１というところで示してくるのかどうかというのはまだ分かって

おりませんが、県のほうが標準の料率というのをこちらに示してくるよ
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うになると思います。そうした中でもちろん県に納付するお金を払うた

めに保険料集めるわけですけども、その保険料を集める金額を県が山陽

小野田市は幾らという形で決めて、納付金を納めるに当たって、保険料

をこれだけ集める必要がある、それについては大体収納率はこれぐらい

で、大体これぐらいの料率設定だろうということでの標準の料率という

のを県のほうで示されるとは思いますけども、それがどういう状況なの

か、今度は９１なのか、９１よりも高いのか低いのかというところは、

今のところはまだ分かっておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 僕はそういう説明は物すごくまずいと思うんですよね。結局、

県に納める保険料、納付金が県の請求分を入れればそれでおしまいとい

う話ではないわけよね。というのは滞納分があるわけだから、そういう

点では結局、県が請求する分を県に入れれば市町村は一安心できるわけ

ですよ、とりあえずは。だけど足らん場合はどうするのか。結局基金を

使うわけでしょ。それしかないじゃないですか、出しようが。だから基

金をもう少し貯めていこうというのが今の方針じゃないんですか。 

 

亀田国保年金課長 今おっしゃられるとおり実際に足りない場合は基金を活用

していかなければならないと考えております。ですが今現時点で、それ

のために基金を貯めるという考え方は一切持っておりません。あくまで

その年その年やはり収納率上げること等により、その年の納付金をきち

んと納めるというふうな状況で考えておりまして、どちらかというとこ

の基金につきましては、広域化以降につきましては、保健事業等に活用

できないかなということは考えております。これについては県のほうに

納付する金額の中には保健事業に関することは一切、今の時点では入っ

ていないというふうに聞いておりますので、どちらかというとそちらの

ほうを主体として活用していくならばやっていきたいと考えております。 

 

下瀬俊夫委員長 それは分かるんだけど、結局、各市町村のこの保険料そのも

のは基本的にそれは市町村に任せるという話なんで、一律になっていく

ということじゃないですよね。しかし、なっていくことはないんだけど、

特に山陽小野田市の保険料が高いわけですよ。さっきから出ているのは

ね、今何位になっているわけでしょ。出てこないじゃないですか、それ

が。例えば昨年度の分は何位なんですか。それは分かるでしょ。 

 

大濱国保年金課国保係長 何位というのが一人当たりの調定額ということでよ

ろしいですかね。一人当たりの調定額というと済みません、ちょっと医
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療分だけになりますけども、医療分についていきますと５位ぐらいにな

ります。ただ率でいきますと、２位です。所得割の率でいきますと２位

になります。この要因はやはり本市の被保険者の所得がちょっと低いと

いうことが考えられると思います。 

 

下瀬俊夫委員長 だからね、保険料が高いからこの基金を活用して保険料の引

下げという問題がやっぱり各委員の中でもあるわけですよ。それを基本

的に昨年、今年も含めて据え置いたからいいじゃないかみたいな話がず

っとあるから、そこら辺の努力はどうなんだろうかというのが、皆さん

の一番大きな関心じゃないかなと思うんですけど。 

 

亀田国保年金課長 先ほどから申し上げていますとおり、医療費全体としては、

基本的には上昇傾向にございます。なおかつ本市の所得状況としては決

して高いほうにあるような状況ではないことを考えますと、料率を上げ

なければやはり医療費を賄うことができないというのは、まずこれが基

本的なところで、それをどういうふうにやっぱり上げたくない、できる

だけ本当言えば下げる方向に持っていきたいところなんですけれども、

現状として本当、料率現状維持でどうにかならないかと最低限でもそこ

ら辺をどうにか維持していきたいというのが今現状で考えているところ

でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ２７年度の決算が終わったらこれにまたプラスするわけでし

ょ、基金を。積増しするわけでしょ。現在残っているのが５億９，００

０万あるわけでしょ。もっと何か活用できるんじゃないかという話です

よ。引下げのほうにね。そういう点でちょっと僕はね、担当課の努力な

り方向性が少しいかがなものかなと、少し意見集約が僕は必要かなと思

っているんですが、そこら辺は。 

 

大濱国保年金課国保係長 確かにここまで基金は積み上がっておりますけども、

過去から、平成２０年度に赤字を出して以降ですが、一般会計のほうか

ら多額の基準外の繰入金を入れていただいております。それは５億以上

も入れていただいているんですけど、そういったこともあって、この度

これだけの基金が積上がっているということもありますので、これを全

て保険料の料率の引下げとかに使うというのは、なかなかそこには踏み

切れないのかなというような状況もあります。 

 

下瀬俊夫委員長 その説明は納得いきかねますね。それからこれは本会議でも
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出ているんですが、資格証明書、短期証、ちょっとこの数を言ってくだ

さい。 

 

亀田国保年金課長 ２７年度の１月末でございます。資格証が２２１件、短期

証が４１８件でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 資格証明書っていうのは国保加入者であっても、あなたは国

保の加入者であるだけですと、窓口では１００％払いなさいというね、

そういうことになるわけです。結局ね、何て言うかね、資格があっても

権利がないということですよね。こういう状況を２００人も作るという

ことに、国保の窓口として、担当としては、これは当然だというふうに

考えておられますか。いわゆる政策的に資格証明書をなくすという方法

だってあるわけでしょ。これをずっと残すということについての担当者

としての考え方ですよね。何か意味があるんですかね。 

 

亀田国保年金課長 これにつきましては実際にこちらのほうもいろんな形で御

本人さんとの接触図っているわけなんですが、その辺ではなかなか対応

が取れないというふうな状況の中では、やはり資格証明書というものを

発行せざるを得ないのかなというふうに考えておる次第でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 資格証明書の発行要件がありますよね。それはきちんと本人

に確認をした上で支払能力があって払わないという場合に限るんじゃな

いんですか。今のように本人に確認取れない場合は全部一律に資格証明

書を発行しているんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 今、現在は委員長おっしゃられるとおり、接触がで

きない方についても資格証明書を交付しているところでございます。支

払能力があるのかどうかという確認ということにはなってこようかと思

うんですけど、全て確認するのが非常に難しく、結局は接触できない方

にも資格証明書を交付する中で、それまでに通知等を何度も行う中で、

接触の機会を図っているわけですが、ちょっとそこができないというこ

とで、やむを得ず資格証明書を交付しておるところであります。一律に

短期証なりを交付するということもあるんじゃないかと言われますけど

も、やはり払っている方との公平の観点から、なかなか一律にそういっ

た形で踏み切るのも、なかなか難しいのかなというふうには考えており

ます。 
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下瀬俊夫委員長 それは考え方の問題やね。未確認で資格証明書を発行してい

るのは何件あるんですか。 

 

大濱国保年金課国保係長 申し訳ございません。今、その未確認の数はちょっ

と資料は持ち合わせておりません。 

 

下瀬俊夫委員長 結局資格証明書というのは、さっき言ったようにあなたは国

保に加入していますが、権利がありませんというね、そういういわゆる

行政の証明書なんですよ。だから資格はあっても権利がないから、窓口

で１００％払わなければならない、という仕組みになっています。これ

は結局、国保の崩壊につながっていくんですよ。いわゆる皆保険でなく

なっていくんです。それはね、あくまでだから確認した上で出しなさい

というのが国の指導だと思いますね。それができていないのに発行して

いるというのは、これは少しどうなんだろうかと思うんです。そこら辺

の改善の方向性なり余地というのはあるのかないのか。 

 

亀田国保年金課長 その辺りにつきまして、今年の２月に保健師共々に一緒に

各家庭訪問活動を行っております。そういった中でまた確認取れるとこ

ろにつきましては、状況を、資格証を、どうしても資格証じゃまずいと

思われるところはそれなりの対応を行っておる状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長 ２２１というのはいわゆる加入者に対しては県下でトップク

ラスですよね。発行率はね。ちょっとそこら辺についての保険者として

の思いというのはきちんと持っておかないといけんと私は思っています。

だからこれはこれでまた、今後また問題になってくると思いますんで、

是非検討をお願いしたいと思います。全体的にありますか。歳入全般。 

 

岩本信子委員 さっき、本当早く終わりたいなと思いながら気になったんです

けれど、基準外繰入れをしているとおっしゃいましたね。ここに今一般

会計からの繰入れ見ているんですけど、基金残高が５億あって、財政の

ほうが基準外繰入れをしてくれているんですよね。その辺のことが私、

調整がよく分からないんですけど、基準外繰入れは幾らされているんで

すか、まず。 

 

大濱国保年金課国保係長 岩本委員さんが言われるのは、基準外というのは本

当の基準外といいますか、ここに。 
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岩本信子委員 書いてあるのが、軽減で繰入金が、これが基準外かなと思った

んですけど。 

 

下瀬俊夫委員長 いや、そんなことなかろう。 

 

大濱国保年金課国保係長 まず国保会計の繰入れの基準というのが、毎年総務

省のほうからこういった基準のものを繰入れというような通知がござい

ます。それ以外を基準外と言われるのであれば、そちらの予算書の２１

ページにございますが、６節のその他一般会計繰入金、こちらが基準外

になろうかと思いますが、そのうち負担軽減対策繰入金につきましては、

こちらは障害福祉課とこども福祉課で実施している福祉医療、山口県に

おいては現物支給でやっておりますので、それに対して国庫負担金の減

額措置を国保のほうで受けております。その減額されたものについて翌

年度、一般会計のほうから繰り入れていただくようになっております。

その繰出金に対して２分の１を県が負担をしていただいているわけです

が、そちらは一般会計のほうで上がってきますけども、その繰入金２，

９８８万円が、こちらの繰入金となります。特定健診繰入金につきまし

ては、こちらは先ほどちょっと説明ございましたが、特定健診の封入封

緘業務に対して、後期高齢者のものも含まれております。そちらにつき

ましては、山口県の広域連合のほうから負担金がありますので、その分

について実費分を繰り入れていただくためにこちらに１００万円という

ことで、繰入れの予算を経常しておりますが、恐らく岩本委員さんが言

われる本当の基準外のものについては、２７年度以降計上しておりませ

ん。 

 

下瀬俊夫委員長 だから福祉医療でね、こども医療がああやって拡大をすれば、

ここが増えてくるわけですよね。 

 

岩本信子委員 いやだから、逆に言ったらこれは基準外じゃなくてちゃんと福

祉医療費で入ってくるんだから、だから一般会計から一切基準外はない

んだったら、基金残高が５億あるということで先ほど言われたのが基金、

一般会計からも基準外繰入れもありますからという言い方されたからね、

今までの分がずっと２２年度から貯まってきて、基準外繰入れがあるん

だと、それが基金残高で５億ぐらいなっているんだと言われるんだった

ら分かるんだけど、この度の予算書にも去年もそうだったと思うんです

けど、基準外繰入れはないんですよね。だからちょっと。 
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下瀬俊夫委員長 いやいや、これが基準外繰入れじゃあや。 

 

岩本信子委員 だけどこれは福祉の関係で基準外に入ってくるんだから、実質

的な基準外というか、負担せんといけんという部分ないんだから、是非

その辺もさっき言いましたように、保険料にこれが全部関わってくるか

ら、考えてほしいということを言っているわけです。分かりますかね。

要望です。 

 

下瀬俊夫委員長 答えいらんって。 

 

大濱国保年金課国保係長 それと１点、委員長が言われたこども医療、拡大し

たらここが増えるのかということでしたけども、こちらについてはあく

までも県事業でやっている部分だけの繰入れになりますので、拡大する

ことでこちらがたちまち増えるということではございません。 

 

下瀬俊夫委員長 だけど例えば乳幼児医療については、所得制限も自己負担分

も全部撤廃するじゃないですか。それはどうしてもここ増えてくるでし

ょ。 

 

大濱国保年金課国保係長 市独自のこども医療を行った場合に、補助金のカッ

トはもちろんされるわけなんですけども、そこについて実際に繰り入れ

ていただくかどうかというのは財政との協議の中で決めていくと思いま

すので。 

 

下瀬俊夫委員長 ちょっと矢田委員が出ていますので、討論、採決はもう少し

先延ばします。全体的にありますか。いいですか。ちょっとお待ちくだ

さい。帰ってきました。それでは質疑を打ち切りたいと思います。討論

のある方。（「なし」と呼ぶ者あり）ありませんか。それでは議案第１７

号平成２８年度山陽小野田市国民健康保険特別会計予算について、賛成

の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長 全会一致であります。以上で国保会計についての審議を終了

いたします。再開は１時半ということにしたいと思います。いいですね。 
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午後０時３８分 休憩 

 

午前１時２８分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  少し早いですが、次の議案に入りたいと思います。議案第１

９号平成２８年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算について、

それでは執行部側からの説明を求めたいと思います。 

 

安重国保年金課主幹  国保年金課主幹、安重でございます。それでは、議案第

１９号平成２８年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計予算について

御説明申し上げます。予算総額は、歳入歳出とも９億９,８３１万３,０

００円となり、前年度当初予算比で０.０３％の減、３０万９,０００円

を減額いたしております。それでは、歳出から増減がある費目を中心に

御説明を申し上げます。１４、１５ページをお開きください。１款１項

総務管理費につきましては、人件費関係の増と、通信運搬費の精査によ

る減によりまして、７万７,０００円増の２,４０８万３,０００円を計上

いたしております。２項の徴収費につきましては、口座振替とコンビニ

収納サービスの件数増を見込みまして、手数料を２万４,０００円増額し、

徴収費全体で１０２万８,０００円を計上いたしております。１６、１７

ページをお開きください。２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金

は、山口県後期高齢者医療広域連合から示された額でありまして、事務

費等負担金は３７万１,０００円増の２,０７７万２,０００円、保険基盤

安定負担金は２３４万４,０００円増の２億３０２万２,０００円、後期

高齢者医療保険料納付金は、歳入にあります保険料及び延滞金相当分で

ありまして、２３８万３,０００円減の７億４,７２８万３,０００円を計

上いたしております。３款１項１目保険料還付金、４款１項１目予備費

につきましては、２７年度と同額を計上いたしております。続いて歳入

です。１０、１１ページをお開きください。１款後期高齢者医療保険料

は、２３８万４,０００円減の７億４,７１８万円を計上しております。

２款１項手数料は２７年度と同額です。３款１項１目事務費等繰入金は、

物件費及び人件費相当分の額を計上、２目保険基盤安定繰入金は歳出の

保険基盤安定費相当分を計上し、一般会計繰入金合計で２０７万５,００

０円増の２億４,８７５万９,０００円を計上いたしております。１２、

１３ページをお開きください。いずれも２７年度と同額を計上している

ところでございます。以上でございます。御審議のほど、よろしくお願

いします。 
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下瀬俊夫委員長  それでは、歳出全般について御意見を伺いたいと思います。 

 

岩本信子委員  １７ページですけれど、先ほど広域連合の納付金のところなん

ですが、事務費が３７万１,０００円増えたということをお聞きしました

が、これは向こうの請求だとは思うんですけれど、なぜ増えたかという

理由はお聞きになっておりますか。 

 

安重国保年金課主幹  済いません、こちらのほうでは伺っておりません。 

 

岩本信子委員  というのが、この度の予算を見たら、去年度とほとんど変わら

ない、０.０何％でしたかね、さっき言われたぐらいの変化しかないわけ

ですよね。その中において、この事務費の負担金が増えた。これは向こ

うが言ってくる、請求してくる金額だから、そのとおり出したと言われ

るんですけれど、何か理由があるんじゃないかと思うんですけど、こち

らのほうの県のほうの事務のほうで。もし今、分からなければ、調べて

おいてください。 

 

安重国保年金課主幹  済いません、先ほどの事務費等負担金のところでござい

ますが、私、口で３７万１,０００円減と申しましたけども、（発言する

者あり）増と言いましたけども、３７万１,０００円の減でございます。 

 

岩本信子委員  分かりました。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに。いいですか。歳入全般、１０ページから。 

 

岩本信子委員  保険料のところですが、今年度は特別徴収保険料のほうが下が

っております。で、普通保険料のほうが上がっております。これはどう

いうふうな現象でこんなふうになったんでしょうか。 

 

安重国保年金課主幹  こちらの保険料のほうにつきましては、特別徴収のほう

がちょっと減っておるということで、被保険者数が増えていく中で減っ

ておりますので、これはどういうことだろうかということで、一応これ

につきましては、問合せをしたところでございます。実は、向こうの広

域連合さんのほうもいろんな見込みの出し方あろうかと思いますけども、

平成２７年度までにつきましては、過去４年間ぐらいの最大の伸びを見

て、その最大の伸びを掛けておったというようなところがございます。
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それを当初予算では、その分多く保険料が上がっておりまして、途中で

補正をかけて減らすというようなことが常態化しておったようなことが

ございます。その辺りを実態に合わせて近い形で見込むように、広域連

合さんのほうがはじき方を変えられましたので、それで２７年度の当初

と比べて差が出てきたので、そういうふうに減になったとかいうことが、

向こうの見込み方を変えられたということでございます。 

 

岩本信子委員  じゃあ、普通徴収が増えているということもそういうことなん

ですか。見込みを変えられたということですか。 

 

安重国保年金課主幹  中の細かい区分けにつきましては、ちょっと広域連合さ

んのほうではじいていらっしゃいますので、ちょっとこちらのほうで何

とも申せませんけども、見込み方を実態に即した形に変えたという話は

伺っております。 

 

岩本信子委員  特別徴収というのは年金から引かれるものですよね。それが特

別徴収ですよね。それ以外のところが普通徴収だと思うんですが。年金、

結局被保険者数が減っている、減っていると言ったかな、減っている、

増えているでしょう、増えているんですよね。で、多分年金もらう人も

増えているんじゃないかと思うんですけど、その辺がこの特別徴収保険

料につながってこないというのが、ちょっと実態に合ったようにされて

いると言われたけど、それなら普通徴収がそれでまた増えているのもち

ょっと理解できないんですけど、説明していただけませんか。 

 

下瀬俊夫委員長  かみ合った説明ができる方。 

 

安重国保年金課主幹  先ほど御説明申し上げましたのは、全体的な金額の流れ

について、ちょっと聞いてみた答えが、今まで大きく伸びを見込んでい

たものを実態に即したものに変えたというところまでは伺っておりまし

て、その中の普通徴収と特別徴収の区分けがどうとかというとこまで、

済いません、伺っておりません。全体として今までの見込みのはじき方

と変えたというふうに伺っております。 

 

下瀬俊夫委員長  そういう質問が出るなんて思わなかったということですね。 

 

岩本信子委員  これって、うちのここでは把握できてないんですか。特別徴収

している人が何人居て、普通徴収が何人居るっていうのは分かるんじゃ
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ないですか。それで出されるということじゃないんですか。どうなんで

すか。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。人数言ってください。 

 

安重国保年金課主幹  徴収別の賦課人数で言いますと、平成２７年度では当初

賦課の人数が１万１１９人、このうち特徴が７,７５０、普通徴収が２,

３６９でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  はい、ほかに。なければ、２,３６９で滞納者は何人居るわけ

ですか。 

 

安重国保年金課主幹  保険料の収納率につきましては、普通徴収分の収納率が

９８.６５％、２６年度で９８.６５％ということになっております。済

いません、大変お待たせいたしました。２６年度末現在で１１８名でご

ざいます。 

 

下瀬俊夫委員長  そうするとね、短期証８人と言われましたよね、短期証発行

の要件は何ですか。 

 

三隅年金高齢医療係長  短期証については広域連合の指示に従って、年に２回

ほど区切って出すような形になっているんですけども、向こうからの指

示のリストによって出させていただいているんですが、基準としまして

は大体１年と半期分前までに、それ以前のものに滞納がある方に出すよ

うな形になっております。ちょっと基準日など細かいことが、今資料が

ございませんので、また調べさせていただきます。 

 

下瀬俊夫委員長  これ、本会議でも指摘があったんで、ここで言うんですが、

結局、なぜ広域連合の指示に従わなければいけないのかというね、従わ

ないところもあるわけですよね。だから、広域連合の指示に従って短期

証を出しているんだという言い方について、市が独自に対応できなかっ

たんだろうかということなんですが。 

 

亀田国保年金課長  市独自のというふうなことでございますが、今現時点にお

きまして、市独自でその発行する基準というのを、まだ広域のほうでは

持っておりません。その辺では、今言われる状況の中で、市として独自

に発行する状況というのはなかなか困難な状況にあるかと思われます。 
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下瀬俊夫委員長  この後期高齢は何ですか、基本的に市が保険者でしょう、県

が保険者なんかね。 

 

三隅年金高齢医療係長  保険者は、山口県広域連合のほうになっております。 

 

下瀬俊夫委員長  そうすると、この広域連合の指示に従わんといけんと、市町

村はということですか。 

 

三隅年金高齢医療係長  保険証の発行なども、広域連合のほうから発行されて

いるという形になっております。 

 

下瀬俊夫委員長  なるほど。ほかにありますか。もう一遍確認ですが、この後

期高齢者医療特別会計は山陽小野田市の会計なんですが、会計は山陽小

野田市であっても、あくまで保険者は広域連合がやっているということ

で理解していいんですか。いいですね。 

 

三隅年金高齢医療係長  はい。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに皆さんのほうで、なければ。ないですか。なければ、

質疑を打ち切りたいと思います。討論はありますか。（「なし」と呼ぶ者

あり）なしと認めます。議案第１９号平成２８年度山陽小野田市後期高

齢者医療特別会計予算について、賛成の議員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。以上で終わります。５分ほど休憩しま

す。５０分から再開。 

 

 

午前１時４５分 休憩 

 

午前１時５０分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、委員会を再開します。引き続きまして、議案第１

８号平成２８年度山陽小野田市介護保険特別会計予算について、それで
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は執行部の説明を求めたいと思います。 

 

吉岡高齢福岡課長  議案第１８号平成２８年度介護保険特別会計予算について

御説明させていただきます。介護保険は、介護保険事業計画に基づき、

事業を進めております。その計画は、現状に沿った計画になるように３

年ごとに見直しを行い、保険料などの改定を行っております。平成２８

年度は、第６期事業計画の２年目に当たり、保険給付費につきましては、

国のワークシートで算出しました介護保険事業計画における介護給付の

見込み及び平成２７年度の決算見込み等を勘案して、給付費を算定して

おります。また、地域支援事業による介護予防や、要支援者を対象にし

た予防給付も予算に組み入れております。それでは、歳出から御説明い

たします。２０ページ、２１ページをお開きください。１款１項１目一

般管理費の７,７９２万１,０００円の主なものは、職員１２名の給料や

職員手当等の人件費関係でございます。１１節需用費は、封筒や帳票の

印刷代であり、１２節役務費は、被保険者証や更新申請案内、認定結果

通知などの郵送料でございます。１３節委託料の電算委託料は、山口県

国民健康保険団体連合会への電算処理委託料であります。同節システム

開発委託料につきましては、特定入所者介護サービスの第２段階と第３

段階について、年金収入及び合計所得金額の合計額で判定していました

が、平成２８年度８月から、遺族年金及び障害年金といった非課税年金

の額もこの額に含めて判定する基準に改正されるため、介護保険基幹シ

ステムの改修を行う委託料であります。２２、２３ページをお開きくだ

さい。同款２項１目賦課徴収費の２８０万６,０００円は、第１号被保険

者の保険料の賦課徴収に必要な納付書や督促状の印刷代や郵送料です。 

同款３項１目認定審査会費の１,１２９万９,０００円は、介護認定審査

会業務の委員報酬や審査資料作成の用紙代、コピー代などの消耗品であ

ります。１２節役務費と１８節備品購入費は、国保連合会との介護報酬

の審査業務等に関わるデータの送受信の方法が、ＩＳＤＮ回線から高速

の光回線に変更となるため、その仕様にあった端末機の設置とそれに伴

う配線等の整備を含めた費用でございます。同項２目認定調査等費の２,

０４６万円の主なものは、主治医意見書の手数料や介護認定調査委託料

でございます。保険給付費に移ります。２４、２５ページをお開きくだ

さい。２款１項１目介護サービス諸費の５１億５,２４４万２,０００円

は、要介護１から要介護５と認定された方のホームヘルプなどの在宅サ

ービス給付費や特別養護老人ホームなどの施設サービス給付費、グルー

プホームなどの地域密着型介護サービス給付費や介護計画作成費、福祉

用具購入助成費、住宅改修助成費です。同款２項１目介護予防サービス
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等諸費の２億９,８１３万円は、介護認定が要支援１、２と認定された方

の在宅サービス給付費、地域密着型サービス費、介護計画作成費、福祉

用具購入助成費と住宅改修助成費です。２６、２７ページをお開きくだ

さい。同款３項１目審査手数料の７０５万２,０００円は、介護給付費請

求書、いわゆるレセプトの審査手数料です。同款４項１目高額介護サー

ビス給付費の１億５６３万９,０００円及び２目高額介護予防サービス

給付費の１３万６,０００円は、利用者負担額が一定の限度額を超えた場

合に支給される給付費です。２８、２９ページをお開きください。同款

５項１目高額医療合算介護サービス給付費の２,０２９万７,０００円及

び２目高額医療合算介護予防サービス給付費の１万円は、医療費と介護

給付費の自己負担額を合算した額が、一定の限度額を超えた場合に介護

給付の割合に応じて支給される給付費です。同款６項１目特定入所者介

護サービス等費の２億１,４６８万６,０００円及び２目特定入所者介護

予防サービス等費の１００万円は、低所得者に対する介護保険３施設及

び短期入所における食事、居住費の補足給付費です。次に、地域支援事

業費に入ります。３０、３１ページをお開きください。３款１項介護予

防事業費は、要介護状態になるおそれの高い高齢者を対象とする二次予

防事業施策業務と、全ての介護者を対象とする一次予防事業施策業務の

事業費です。１目二次予防事業費１,８１５万円の主なものは、職員２名

の給料や職員手当などの人件費関係です。１１節需用費のうち印刷製本

費については、介護予防手帳の経費でございます。介護予防手帳は、高

齢者の心身の状況やサービス医療に関する情報を集約するとともに、高

齢者が自立的に生活を管理する力を高めるための目標設定や活動記録を

記録するものであります。３２、３３ページをお開きください。１３節

委託料の通所型介護予防事業委託料１７９万７,０００円は、主に二次介

護予防対象者への運動器の向上プログラムを実施するための、通所型介

護予防事業の委託料でございます。２目一次予防事業費の２,９３６万３,

０００円のうち、８節報償費４６万６,０００円は、介護予防応援隊養成

事業などの講師謝礼でございます。１１節の消耗品は、介護予防教室用

パンフレットなどの購入費用や、住民運営通いの場において実施を進め

ている、１００歳体操に必要なおもりやバンドの消耗品でございます。 

１３節委託料２,６６４万３,０００円のうち、介護支援ボランティア活

動事業委託料２８０万円は、６５歳以上の高齢者に介護施設などで、介

護支援活動を行っていただくことで、ポイントを付与するものでござい

ます。介護予防型デイサービス事業委託料２,３４０万円は、認定を受け

られていない高齢者の閉じこもり予防など、介護予防のための事業でご

ざいます。軽度認知障害検査業務委託料４４万３,０００円は、ＭＣＩと
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いわれる軽度認知障害の方を早期に把握するための検査の委託料です。

早期に把握し、適切な認知症予防事業などにつなげることで、認知症の

発症を遅延させることを目標に実施するものでございます。３目総合事

業費精算金の９万７,０００円は、平成２７年度から住所地特例の対象者

が、施設入所後に所在している市町村が提供する地域支援事業を利用す

ることができるようになったため、これを利用した場合に、当該市町村

へ精算金として支出するものでございます。３４、３５ページをお開き

ください。２項包括的支援事業任意事業費は、高齢者の実態把握や介護

給付費適正化、また相談業務などの家族介護者の支援などを行うための

事業でございます。１目総合相談事業費７５５万円は、支援が必要な高

齢者や要介護状態になる可能性の高い高齢者の実態を把握し、必要な支

援につなげるために行うものであり、市内５か所の地域包括支援センタ

ー、サブセンターに委託をしております。２目任意事業費３,２３３万７,

０００円のうち、１節報酬は、介護給付費適正化委員会委員５人分の報

酬です。２節、３節、４節は、任意事業費に掛かる人件費でございます。 

８節報償費講師謝礼１４万円は、認知症対策の講演会に対するものです。

寝たきり高齢者等介護見舞金１６０万円は、７６人分を計上しておりま

す。９節旅費は、認知症地域支援推進員研修と認知症初期集中支援チー

ムの研修経費でございます。ここで、本日お配りしております資料のほ

うを御覧いただければと思います。資料の１ページ目でございます。た

だいま申し上げました認知症支援推進員と認知症初期集中支援チームに

ついて、簡単ではございますが御説明させていただきます。１ページで

ございます。平成２７年度の介護保険制度改正によりまして、左側の現

行サービス、こちらが右側の見直し後のサービスに変更になります。認

知症施策につきましては、右側の中段、包括的支援事業の上から三つ目

の白丸、ここに認知症施策の推進ということで、充実させていくという

方向性が示されたところでございます。その中に、認知症初期集中支援

チームと認知症地域支援推進員という記載がございますが、これは平成

３０年度までに、全ての市町村に設置しなければならないというふうに

なっておるところでございます。続きまして、資料の２ページをお開き

ください。認知症初期集中支援チームと認知症支援推進員につきまして

は、地域包括支援センターに配置する予定にしておりますが、山陽小野

田市では、認知症初期集中支援チームは平成２９年４月から、認知症支

援推進員につきましては平成２８年４月から設置する予定にしておりま

す。認知症初期集中支援チームは、資料にもありますとおり、複数の専

門家が認知症が疑われる人を早期に発見し、認知症の人とその家族を訪

問し、アセスメントや家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行
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い、自立生活のサポートを行うものでございます。認知症支援推進員に

つきましては、地域の実情に応じて、医療機関や介護サービス事業所な

どをつなぐ連携支援や認知症の方や家族の相談業務など、認知症施策を

総合的に行っていく役割を担うことになります。詳しくは３ページに載

っておりますので、後ほど御覧いただければと思います。それでは、予

算書に戻ります。３４、３５ページを御覧ください。１３節委託料１,

６１０万円のうち、配食サービス事業委託料５３７万円は、見守り配食

事業１万食を見込んでおります。生きがいと健康づくり推進事業委託料

の１８０万円は、老人クラブ連合会に委託し、高齢者の生きがいと健康

づくりに資する事業でございます。３６、３７ページをお開きください。

安心ナースホン委託料の７５３万１,０００円は、市内に居住する独り暮

らしの高齢者に対し、緊急通報機器を貸与する費用で３００人分を計上

しております。認知症カフェ事業委託料４０万円は、認知症患者やその

介護者などの支援を行うとともに、地域住民に対して、認知症理解に向

けた啓発などを目的に、認知症の方や家族、地域住民や専門職など、誰

もが集える場を設けるものでございます。将来的には日常生活圏域、い

わゆる中学校区ごとに最低１か所の認知症カフェを立上げたいと考えて

おります。年度前に２か所の立上げを目標とし、運営補助２か所分を計

上しておるところでございます。認知症カフェにつきましては、先ほど

の資料の４ページ、５ページに詳しく載っておりますので、後ほど御覧

いただければと思います。２０節扶助費のうち、紙おむつ購入助成費６

００万円は、寝たきり高齢者のために家族介護者が購入する紙おむつな

どの購入費用を助成するものでございます。成年後見制度報酬助成費６

７万２,０００円は、低所得で身寄りがない方や、いても適切な成年後見

人がいない場合、弁護士や司法書士など成年後見人を委任した場合にそ

の報酬を本人に代わって支払うものでございます。３目介護予防ケアマ

ネジメント事業費１億３４万４,０００円について、２節から７節は地域

包括支援センター職員１０名及び臨時職員の人件費を計上しております。

３８、３９ページをお開きください。８節報償費のうち報奨金１６万円

は、新しい総合事業への移行を踏まえて、生活支援体制整備事業を行う

ために必要な協議体の委員に対する報奨金です。それでは、先ほどの資

料の６ページを御覧いただければと思います。６ページ、こちらが生活

支援コーディネーターと協議体のイメージ図になります。協議体とは、

平成３０年４月までに設置が義務付けられているものでございます。地

域ニーズの把握や、サービスの開発などの地域づくりを検討していく場

のようなもので、高齢者を支える互助や共助の仕組みを主に行っていく

ことを期待されているものです。Ｃレベルの第１層協議体と日常生活圏
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域レベルの第２層協議体ほか、第３層協議体が想定としてありますが、

平成２８年度は第１層協議体を１か所設置し、第１層の生活支援コーデ

ィネーターを１名配置する予定としております。また、地域住民に対し

て、住民相互の助け合いによる地域づくりの必要性について啓発してい

くためのフォーラムなどの開催も予定しております。協議体につきまし

ては、資料７ページ、８ページに詳しく載っておりますので、後ほど御

覧いただければと思います。それでは、予算書に戻ります。３８ページ、

３９ページでございます。９節旅費は、講師旅費と第１層の生活支援コ

ーディネーターに関する研修旅費となります。１３節委託料は、介護給

付ケアプランの作成業務委託料及び平成２７年度から行っている在宅医

療介護連携推進のための医療相談室業務委託料でございます。１９節負

担金・補助金及び交付金２,３２０万７,０００円のうち、２,３００万円

は地域包括支援サブセンター負担金で、住民に身近な地域で支援を必要

とする高齢者やその家族に対し、総合的な相談に応じ、継続的な見守り

を行うために、市内５か所にサブセンターを設置している運営負担金で

ございます。４款１項１目基金積立金の１４万５,０００円は、介護給付

費準備基金と介護従事者処遇改善臨時特例基金の積立金に係る利子でご

ざいます。４０、４１ページをお開きください。５款１項償還金及び還

付加算金は、第１号被保険者の保険料の過誤納還付金、還付加算金及び

給付費などの償還金です。６款１項１目予備費は、１００万円を計上し

ております。以上で歳出を終わります。続きまして、歳入について御説

明させていただきます。１２、１３ページをお開きください。１款１項

１目第１号被保険者保険料の１２億８５６万４,０００円は、６５歳以上

の方の保険料でございます。介護給付費と支援事業費の２２％を負担す

るものです。２款１項１目総務手数料は、保険料の督促手数料です。３

款１項１目介護給付費国庫負担金の１０億３,８４９万３,０００円は、

介護給付費に対する施設分の１５％、居宅分の２０％を国が負担するも

のです。２項１目調整交付金の３億９４７万６,０００円は、原則介護給

付費の５％ですが、後期高齢者の割合などにより変動いたします。２７

年度実績を参考に５.６９％で算定をしております。２目地域支援事業費

国庫負担金の７９０万１,０００円は、介護予防事業費の２５％を国が負

担するものでございます。３目地域支援事業費交付金の３,７０２万１,

０００円は、包括的支援任意事業費の３９％を国が負担するものでござ

います。１４、１５ページをお開きください。４款１項１目介護給付費

交付金の１６億２,３８３万円は、第２号被保険者の保険料であります。

負担割合につきましては、介護給付費の２８％でございます。 ２目地

域支援事業費交付金の８８４万９,０００円は、地域支援事業費に対する
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第２号被保険者の保険料でございます。負担割合につきましては、介護

予防事業費の２８％です。５款１項１目介護給付費県負担金の８億４,

６３０万８,０００円は、介護給付費に対する施設分の１７.５％、居宅

分の１２.５％を県が負担するものでございます。５款２項１目地域支援

事業交付金介護予防事業の３９５万円は、介護予防事業費の１２.５％を

県が負担するものでございます。２目地域支援事業交付金包括的支援任

意事業費の１,８５１万１,０００円は、包括的支援任意事業費の１９.

５％を県が負担するものでございます。６款１項１目利子及び配当金は、

介護給付費準備基金の利子でございます。７款１項１目介護給付費繰入

金の７億２,４９２万４,０００円は、介護給付費に対する１２.５％を市

が負担するものでございます。１６、１７ページをお開きください。２

目地域支援事業費繰入金の２,２４６万１,０００円は、介護予防事業費

の１２.５％と包括的支援事業・任意事業費の１９.５％を市が負担する

ものです。３目その他一般会計繰入金の１億４,３４０万３,０００円は、

職員給与費及び事務費の繰入金です。４目低所得者保険料軽減繰入金の

１,１８３万８,０００円は、低所得者の負担軽減を目的に、介護保険料

所得段階の第１段階の５％を、国が５０％、県が２５％、市が２５％の

割合で負担をしまして繰り入れするものであります。２項１目介護給付

費準備基金繰入金の６,３８０万円は、第１号被保険者保険料の軽減を図

るために、介護給付費準備基金を取り崩し、基金より歳入するものです。

８款１項１目繰越金は、平成２７年度の決算に係る繰越金の繰入枠でご

ざいます。９款１項延滞金、加算金及び過料は、第１号被保険者保険料

に対する延滞金、加算金及び過料でございます。１８、１９ページをお

開きください。２項１目市預金利子は、介護保険特別会計の歳計現金に

対する預金利子で、３項雑入は、第三者返納金と地域支援サービス事業

の利用者負担金などでございます。このうち、デイサービス事業利用者

負担金２３４万円は、介護予防型デイサービス事業の利用者が１回の利

用につき３００円で、延べ７,８００人を見込んでおります。また、新予

防給付居宅介護支援費２,９６５万１,０００円は、要支援１及び２に認

定された利用者に対し、ケアプランの作成などを行った場合に、国保連

合会から地域包括支援センターに支払われるものでございます。結果、

予算総額は、６１億１８８万４,０００円となり、前年度に比べ、２億１,

６０９万３,０００円の増額となっております。以上でございます。御審

議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長  それでは、説明が終わりましたので質疑に入りたいと思いま

す。歳出の２０ページ、２１ページ。ありませんか。なければ、臨時の
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職員何人ですか。 

 

吉岡高齢福祉課長  ４名でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  これは、何をしているの。 

 

吉岡高齢福祉課長  そのうち３名が介護認定調査を担当しております。残りの

１名につきましては審査会資料作成などの事務補助でございます。 

 

矢田松夫副委員長  １０人というのは、何かあったんですかね。以前、昨年、

その前か。そのように一般職の１２人ですが、これは、ケアマネは入る

んですかね。入ってないの。正規だけ。 

 

吉岡高齢福祉課長  一般職の１２人につきましては、これは介護保険係の職員

でございますので、ケアマネではございません。任期付きの調査員も４

名、ここに入っております。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかにいいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）な

ければ２２、２３ページ。 

 

吉永美子委員  さんさんネットの関係で２７年度からこれの医療情報ネットワ

ークを活用して、新たに介護認定に必要な医師の主治医意見書が郵便で

はなくて、回線を使って送受信をして、いち早くできるようにしたとい

うことで執行部からお話しがあったわけですが、これについては、現状

２８年度も当然取り組んでいかれると思うんですけど、対象のお医者さ

んを是非増やしてほしいということを前申し上げた記憶があるんですが、

現状をお知らせください。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  登録事業所につきましては基本的には、

医師会を通じて登録をしていただく格好になりますので、直接こちら側

が登録するものではない関係上、はっきりとした数は把握をしておりま

せん。ただ、医師会を通じて、このさんさんネットに加入をしていただ

くようにお願いをさせていただいているところでございます。実績につ

きましては、平成２７年度、今年度の実績においては、現在、主治医意

見書を御提出された事業所の数が８事業所ございます。主治医意見書の

数で申しますと、３月まだ途中でございますけれども、３月１日現在で

は３７５の主治医意見書が提出をされておられます。 
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吉永美子委員  これは、是非増えていっていただくように動いてほしいと思う

んですけど、現実にどのぐらい短縮になっておりますでしょうか。時間

的なことだろうと思うんですが。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  それぞれ病院等によって、時間短縮は変

わってこようとは思うんですけれども、やはり３日から１週間程度、短

縮ができているのではないかというふうに考えております。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。はい、ほかに。（「なし」と呼ぶ者あり）それで

は２４、２５ページ。この資料も含めて。今の説明で分かりました、こ

の資料。 

 

石田清廉委員  １９節ですかね。介護予防福祉用具購入助成費、これのもう少

し詳しく説明してください。併せて下の住宅改修助成費、どういう条件

でしょうか教えてください。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  予防のほうということで。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  基本的な内容は、介護も予防も一緒でご

ざいます。対象が介護のほうは要介護認定１から５までの方、そして、

予防のほうにつきましては要支援１、２の方が対象となります。まず、

住宅改修のほうから御説明申し上げますけれども、住宅改修につきまし

ては要支援者若しくは要介護者を対象に在宅で生活に支障がないように、

手すりの取り付けとか段差の解消とか小規模な住宅改修になりますけれ

ども、その費用を２０万円の限度額がございますが、それを補助する制

度でございます。そのうち１割、若しくは所得の多い方につきましては

２割の分を御負担していただいて、その措置に対応するというものでご

ざいます。それから、福祉用具の購入でございますが、介護保険では福

祉用具の貸与という制度もございます。貸与につきましては車椅子とか

杖とかあるいは重度の方であればベッドのレンタルというものが対象と

なりまして、これもレンタル費用の９割若しくは８割が介護保険制度の

ほうから負担をされる制度でございます。一方、この福祉用具の購入と

いうことですけれども、購入の制度につきましてはこの貸与になじまな

い福祉用具につきましてはこの購入の費目で支出をすると、対処すると
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いう格好になりますが、具体的に申しますと、ポータブルトイレ、ある

いはお風呂でお使いになるシャワーチェアとか、要は直接肌が触れるよ

うな福祉用具、これはなかなかレンタル、貸与には余りふさわしくない

といいますか、次の方が使うのは余り衛生的にもよくないという観点か

ら、購入という形で介護保険制度で補助をするというような形で対処を

しております。 

 

石田清廉委員  年間幾らまでとかいう金額的な補助額はあるんですか、助成額

は。 

 

河上高齢福祉課主査兼介護保険係長  大変失礼しました。福祉用具の購入でご

ざいますけれども、１年間に１０万円が上限でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかに。ないですか。なければ今の資料の説明

を。 

 

岩本信子委員  ちょっといいですか。この資料の説明をお聞きしたいなと思っ

てですね。今、こちらの１ページ目の資料で介護予防事業というのがあ

ったのが、新しい介護予防、日常生活支援総合事業と書いてありますよ

ね。それで、多様化していくと。その中で訪問型サービス、通所型サー

ビス、生活支援サービスとか細かく分かれているんですが、ちょっとよ

く見えてこないんですよ。訪問型とはどういうのなんだろうかなと思っ

たり、ちょっとその辺の説明をお願いできますか。 

 

下瀬俊夫委員長  いや、その、何て言うか。それは今まであったわけやけど。 

 

岩本信子委員  いや、あったんやろうけど。 

 

下瀬俊夫委員長  どういうふうに変わっていくのかというのが、多分、その変

化を少し。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  参考資料の１ページを見て

いただきながら、ちょっと説明をさせていただきます。この度の改正で、

今まで要支援１から要介護５まで、とりあえず認定を受けられた方は、

全て介護保険によるサービスを利用することができておりました。これ

が総合事業に移行することで、要介護認定を受けられてらっしゃる方の

うち、要支援１と２の方、左側でいうと介護予防給付（要支援１、２）
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と書いてあるとこです。この要支援１と２の方のサービスのうち、訪問

介護、いわゆるヘルパーさんと通所介護、いわゆるデイサービス、この

二つが介護保険の保険給付から外れます。その訪問介護、通所介護の保

険給付に代わるものを、今後は市町村が新しい介護予防、日常生活支援

総合事業として準備をしていきなさいという形になっております。通称

「総合事業」と呼ばせていただきますが、この総合事業の中、地域支援

事業費の中で、今後は訪問型サービス、ヘルパーさんに代わるようなも

の、通所型サービス、デイサービスに代わるようなものを市町村ごとに

準備をしていって、要支援１の状態の方、プラス虚弱高齢者で必要な方

に対してサービスを提供していくという仕組みに変わっていきます。 

 

下瀬俊夫委員長  ただ、左側の財源構成が何か変わらないみたいに思えるわけ

ですよ、移行後も。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  おっしゃるとおり財源構成

は変わりません。 

 

下瀬俊夫委員長  それは、しかし、導入のための意図もあるんじゃないんです

か。基本的に市町村事業になるわけでしょ。 

 

尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  はい、そのとおりでござい

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  納得できない方は、どうぞ手を挙げてください。 

 

岩本信子委員 だから、新しく介護予防については新しい訪問型、通所型サー

ビスを、今まで、だから、介護給付のほうでは、ヘルパーとか、今、こ

こ介護給付ありますよね、居宅介護とか、デイサービス、地域密着型か

な、そういうふうなんでなるのかなと思うんですけれど、その次の予防

給付のところの訪問型、通所型サービスは、別なものを作らなくちゃい

けないんですか。今の話じゃ、何かこう、市がちゃんとそれを整備しな

ければならないようなことを言われたんだけど。何かこれとその介護給

付と予防給付とが、今まで私の中では一緒になっているんですけれど、

それが別なメニューを用意するということなんですか、訪問型とか通所

型は。 

 

下瀬俊夫委員長  済いません、分かりやすくよろしく。 
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尾山高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長  別のものを市町村ごとに準

備していくということになります。その理由というのが、ヘルパー事業

で説明させていただくと分かりやすいかと思うんですが、今、実際要支

援の方とかで訪問介護を受けられてらっしゃる方の内容というのが、比

較的軽微なものも含まれております。軽微なものというのが、例えば、

ごみ出しであったり、布団干しであったり、簡単な掃除であったり、そ

ういうふうなものは、専門家でなくてもできるようなものを、例えば福

祉ボランティア団体とかでもできるんではないか。そういったものも組

み込んだ形で、訪問型サービスを何種類か準備をして、その方の状況に

合った形で提供していくという形に切り替わるというふうに考えていた

だければと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、この保険事業と一般事業になったときに、何がどう

変わるのかとことですよね。だから、一般事業になったときに、やらな

い場合もあるわけでしょ。これまで保険事業でやってきたことが、市町

村になったときに、それは一部やらないという場合もね。あるいは、や

る場合もあるんだろうけど。そこら辺の違いが、保険の場合と一般事業

の場合とどう違うのかという問題ですよ。 

 

岩本信子委員  例えば、今の中で、簡単なごみ出しとかいうことになると、こ

れが保険事業じゃなくて、例えば、近所の人で手伝ってもらうとか、Ｎ

ＰＯがやるとか、そういうふうなことになるんですか。例えば、ごみ出

し一つにしても保険のメニューに入ってないということになるんですか、

入らないという。それは、例えばのことなんですけど、その簡単なヘル

パーの事業に対して、保険給付がないということになるんですか、どう

なんですか。 

 

下瀬俊夫委員長  保険から外れるわけです。 

 

尾山地域包括支援センター長  まず、総合事業のサービスに関しては保険から

は外れます。そして、例えば訪問型サービスの中で、まだ現在煮詰めて

おりませんが、想定としましては３種類か４種類のサービスを準備する

予定にしております。その中で一つは現在の介護保険で提供できるもの

と同等のサービスが提供できるサービス、それにプラスアルファ、例え

ばボランティアだとか、そういう方で対応できるようなサービス、そう

いったものを３種類か４種類準備させていただいて、その方の状態に見
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合ったサービスを提供するという形にしていく予定にしております。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、介護保険は基本的に対象者が対象になれば保険給付

しなきゃいけないという、保険制度そのものですよね。それが、一般行

政になったときにどうなるかという問題ですよ。 

 

尾山地域包括支援センター長  質問の回答にもしならなければ申し訳ないんで

すけれども、今、ヘルパーサービス何種類かというふうな想定をしてお

りますというお話しましたが、例えばＡというサービスについては、市

が指定をして、そこに事業費をお支払する、そして、利用者からもそれ

なりの費用負担をいただく。ボランティアというのが無償という意味で

はなく、住民団体から派生したようなものに対して、例えば運営費補助

だとか、そういうふうな形で市がお金を支払って、そこに対しても利用

者から定額になるとは思いますが費用をいただく。それぞれ事業所の支

払う費用も別になれば、利用者からいただく額も別で設定するというよ

うなイメージと思っていただければと思います。回答になっております

でしょうか。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。この委員会、こういうのを全部理解せんといけ

んのですよ。財源構成が一緒ということなんですが、保険の対象外にな

ったときに、これはどういう格好で入ってくるんですか、補助金という

形で入ってくるんですか、交付税で入ってくるんですか。 

 

坂根高齢福祉課主査兼高齢福祉係長  こちらについては国庫補助金、県補助金

という形で入ってくるようになります。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。（「なし」と呼ぶ者あり）よければ、次に行きま

す。２６、２７ページ、いいですか。ない。分からんことは聞いてくだ

さいよ。 

 

岩本信子委員  保険給付の２款のところです。これは利用枠を超えた部分とお

っしゃったんですけれど、結局、これ増えていますよね、前年度予算か

ら。というのは、高額介護を受ける方が増えているということですか。

それとも、人数が増えていくということですか、その辺はどうなんです

か。 

 

河上高齢福祉主査兼介護保険係長  高齢化に伴い対象者が増えてきております
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ので、毎年増加傾向にあります。ただ、今年度につきましては、それ以

外の要素がございまして、平成２７年４月１日の介護保険法の改正によ

りまして、今まで介護保険の負担割合がどなたも１割負担でございまし

た。しかしながら、その改正によりまして、一定以上の所得のある方に

つきましては２割負担となっております。しかしながら、この高額介護

サービス費の限度額におきましては１割負担の方、２割負担の方も同じ

扱いになりますので、当然２割負担の方につきましては限度額を超える

金額が多くなってまいります。その影響が今回、高額介護サービス費の

増額の影響になっているのかというふうに思っております。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか、高額の意味。なければ、２８、２９ページ。 

 

石田清廉委員  ６号の特定入所者介護サービスのところ、まず、言葉の意味で

特定入所者と特例特定入所者、どのように判断したらいいのか。そして、

特定入所者の人数、どのぐらい居るのか、あるいは待機者が居るのか。

併せて御説明いただけますか。 

 

河上高齢福祉主査兼介護保険係長  まず、特定入所者介護サービス費の内容に

ついて御説明を申し上げます。この特定入所者介護サービス費は３施設、

介護老人福祉施設、通称特別養護老人ホームのことでございます。それ

から老人保健施設、老健ですね。それから介護療養型施設。この施設に

入所をされた方々の食費、それから居住費、部屋代ですね。これが収入

の少ない方について、なかなか払いにくいといった場合において、その

部分を補塡する制度でございます。これが所得の基準によりまして１段

階、２段階、３段階、４段階というのが対象にならないという方なんで

すけれども４段階、段階がありまして、それぞれ所得段階によって納付

をしていただく基準が変わってまいります。そこの補う部分の費用をこ

ちらの費目から出しておるというものになります。それから、特例とい

うものでございますけれども、特例につきましては、ほかの部分、介護

サービス諸費とか、そういったところにも、特例居宅介護サービス給付

費とか、それぞれ費目がついておるところでございますが、この意味合

いは、通常であるならば、介護給付費というのは介護認定を受けていた

だいた方が対象となってまいります。しかしながら、どうしても急なサ

ービスを受ける必要が出てきた場合等につきましては、ここの費目から

出させていただくというものが、この特例というものになります。現状

といたしましては、今現在の対応として、申請日にさかのぼって対処を

しておりますので、現在、この特例については、利用することは基本的
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にはないというような状況でございます。それから、特定入所者介護サ

ービス費の利用状況でございますが、これは、先ほど申し上げましたよ

うに、所得によって、対象となるかならないかという格好になりますの

で、申請をしていただきまして、審査をさせていただき、そして、その

上で認定をさせていただくという格好になっております。その認定者数

につきましては、平成２７年の１月現在になりますが６６９人、そして、

平成２８年の１月、今年の１月現在ですが、これが５３９人になってお

ります。これの減少した原因でございますが、これも、平成２７年度の

介護保険法の改正によりまして、この判定の基準が変わっております。

その基準内容につきましては、平成２７年度までは同一世帯の課税状況

であるか、非課税状況であるかというのを勘案しておりましたが、平成

２８年度からは世帯が別であっても、配偶者が課税の対象であるならば、

それは認められないというふうな形になっております。それから２８年

度の改正がもう一つ、資産要件というのが出てまいりまして、お一人で

あれば１,０００万円以上の預貯金等があれば、これも認められないとい

う形の基準が追加をされた関係で１００人ぐらい減少しているというよ

うな状況でございます。それから、最後の特別養護老人ホームの待機者

ということでよろしかったですか。平成２７年６月末の県の調査で山陽

小野田市の待機者数が出ておりますけれども、１９５人待機者がいらっ

しゃいます。そのうち介護３以上で在宅の人が何人いらっしゃるかとい

うのが一番注目すべき点だろうと思うんですが、この方々が５０人いら

っしゃるような状況でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  あと１分なんで、済いません。ちょっとラジオを入れます。

じゃ立ち上がって。 

 

（黙祷） 

 

下瀬俊夫委員長  お疲れでした。それでは、引き続いて審査をしたいと思いま

す。 

 

岩本信子委員  先ほどの算定基準が変わって、今減額になっているところが気

になって、私も質問しようと思ったんですけど、この度施設が三つ、新

しくこの計画によってできましたよね。それなのにサービス費が減にな

るんですか、基準が変わったら。ということをちょっとお聞きしたいん

ですが。多分、待機も今１９５人って言われたんだけど、それも少なく

なるんだろうし、特定入所者が増えてくると思うんですが、施設が増え
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るから。それなのにサービス費が減っているということが、ちょっと私

も気になったところなんですけれど。算定基準が変わったから、そうい

うふうになっているのかも分かりませんね。 

 

河上高齢福祉主査兼介護保険係長  先日の３施設追加をするというお話ですけ

れども、これは平成２９年度からになりますので、今年度については、

ここの部分については算出をしておりません。また、今回の公募をさせ

ていただいた３施設の中の看護小規模多機能型居宅介護と、認知症対応

型共同生活介護、この２施設につきましては、この特定入所者介護サー

ビス費の対象となりません。この特定入所者介護サービス費の対象とい

たしましては先ほど言いましたけれども、特養と老健と療養型、施設系

のサービスが対象となります。 

 

岩本信子委員  その下です。特定入所者の介護予防サービス費、先ほど介護と

介護予防とが分かれるということで要支援１、２が予防で、介護が１か

ら５ということで、私は特定入所者の方は予防サービスというのは受け

るのかな、要介護１から５の人が多分入るんじゃないかなと思うんです

けど、これはどう考えたらいいんですか。 

 

河上高齢福祉主査兼介護保険係長  委員言われましたように、特定入所者と特

定入所者介護予防の違いは、対象者が要介護者か要支援者という格好に

なります。特養につきましては今年度から要介護３以上というような規

定が出ておりますので、要支援者が対象にならないのではないかという

ような御質問であろうと思いますが、先ほど申し上げました３施設が対

象となるんですが、これに完全に入所という方々ももちろんなんですけ

れども、ショートステイ、１日だけ宿泊をさせていただく方のことをシ

ョートステイと申しておりますけれども、このショートステイにおきま

しても、この特定入所者介護サービスの対象となります。したがいまし

て要支援者におきましてもショートステイにつきましてはこの３施設の

利用が可能でございますので、その対応といたしまして、ここに予算措

置をさせていただいているところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。（「はい」と呼ぶ者あり）３０、３１ページ。途

中で申し訳ないんですが、３時から病院が入ってますんで、介護は申し

訳ないんだけど途中で打ち切ります。病院が終わってから入れることに

なりますので、あと１０分でありますが、とりあえずもう少し行こうと

思います。３０、３１、ないですか。（「なし」と呼ぶ者あり）ないね。
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なければ、３２、３３。 

 

吉永美子委員  例の住民運営憩いの場の件なんですけども、たしか２７年度か

ら始まった分で、先ほど１００歳体操と言われた、これの拡充状況をお

知らせください。どの程度、今設置まできたのか、お知らせください。 

 

尾山地域包括支援センター長  この住民運営通いの場でございますが、うちの

ほうからプレゼンテーションに出ていった回数が１９件、そのうち、実

際開始に結びついている箇所が１３か所、そのうち１０か所は、既に自

主化で継続をされております。人数に関しましては参加実人員が約１５

７名というふうになっております。 

 

吉永美子委員  市としては、たくさんあれば当然いいというお考えでしょうけ

ど、どこまで広げていくお気持ちなのかお聞かせください。 

 

尾山地域包括支援センター長  最終的な目標は６５歳以上の方の１０％が参加

できる状況を作っていきたいというふうに考えております。年間１３か

所ずつ増やしていくことを目標に掲げております。 

 

下瀬俊夫委員長  １０％って何人ですか。 

 

尾山地域包括支援センター長  現在の人口でいけば、１０％になると約２,００

０、これがまた増えていけば、その人数ほど増えていくという形になり

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかにいいですか。ちょっとポイント制度の問題があるんで、

それは、また後からということで済いません、もう３時になりますので、

とりあえずここで打ち切って、途中でありますが、この３２ページ、３

３ページから再度入りたいと思います。大変申し訳ありません、そうい

うことで。とりあえず、休憩に入ります。３時から再開です。 

 

 

午後２時５５分 休憩 

 

午後３時００分 再開 
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下瀬俊夫委員長  それでは、委員会を再開いたします。議案第２４号平成２８

年度山陽小野田市病院事業会計予算について、病院局の説明を求めたい

と思います。 

 

河合病院事業管理者  本日は平成２８年度市民病院事業予算につきまして、御

審議いただきます。どうぞよろしくお願いいたします。本定例会の会期

中、病院事業につきまして、厳しくも貴重な御意見をいただきました。 

御指摘の内容につきましては、真摯に受け止めるともに、経営健全化の

ため一層努力をしてまいります。幸いにも関係機関の皆様の御理解、御

支援のお陰をもちまして、長年の最大の懸案事項でありました資金不足

も解消のめどが立ちました。この上は地域の中核病院としての使命を果

たしつつ、収支面においては、早期の黒字化を目指すべく経営の効率化

を図りたいと考えております。新年度予算につきましては、平成２８年

度以降の病院新改革プラン及び収支計画に沿った編成としております。

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

和氣病院局総務課主幹  それでは、平成２８年度の予算について御説明申し上

げます。まず、予算書１ページを御覧ください。第２条、業務の予定量

ですが、入院患者を１日当たり１８０人、延べ患者数で６万５,７００人、

外来患者については１日当たり４５０人、延べ患者数で１０万９,３５０

人と予定しております。建設改良費につきましては、後ほど資本的収支

で御説明いたします。第３条は、予算書１８ページ。収益的収支の収入

から御説明申し上げたいと思います。１８ページを御覧ください。昨年

度と大きく相違する部分を中心に御説明いたします。医業収益につきま

しては、昨年度から３,２２０万９,０００円減の３７億１,３１４万円と

いたしました。入院収益について、患者数は先ほど申し上げたとおりで

すが、単価について実績を勘案し、入院収益の単価を３万５,５００円と

見込み、２３億３,２３５万円を計上しております。外来収益については、

単価を９,３００円と見込み１０億１,６９５万５,０００円を計上して

おります。その他、医業収益のうち室料差額収益について増加を見込み、

７,９７３万９,０００円としております。その他、医業収益全体では２,

８９５万５,０００円の増加としております。また、総務副大臣通知の基

準に基づく一般会計からの負担金として、救急医療負担金、保健衛生行

政負担金を計上しております。続きまして１９ページ。医業外収益は１

億５７６万９,０００円増の３億８,６８０万１,０００円といたしまし

た。他会計補助金の内訳は医師等研究研修費、共済追加費用、基礎年金

拠出金公的負担金、児童手当、公立病院に勤務する医師の勤務環境改善
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に要する経費に係る一般会計からの繰入金です。他会計繰入金は、企業

債償還利息、高度医療に要する経費、院内保育所の運営に要する経費に

対する一般会計からの繰入金です。院内保育所の園児数が増加すること

から、２７年度と比較して２４１万円増加しております。長期前受金戻

入は補助金等及び建物設備の借入金償還に対する一般会計繰入金につい

て、一旦、長期前受金として負債に計上したものにつきまして、減価償

却見合い分を収益化するもので６,５９０万２,０００円増の９,９２８

万４,０００円、資本費繰入収益は長期前受金と異なり耐用年と償還年数

が同等のものについて、長期前受金に計上することなく、直接収益化す

るもので５,４２１万８,０００円増の１億７１９万９,０００円として

おります。その他医業外収益は一般会計が負担する退職給付負担金がな

いため、２７年度と比較して１,１２９万円減少しております。これらに

より病院事業収益は４０億９,９９５万１,０００円といたしました。続

いて２０ページ。支出について御説明いたします。病院事業費用は昨年

度から６,００７万６,０００円増の４３億１,３５９万２,０００円とい

たしました。給与費は前年度に比べ、４,７６０万６,０００円増額の２

１億１６４万円といたしました。増加については、期末勤勉手当で１,

２１４万３,０００円、嘱託非常勤医師等の増加で賃金が１,３７１万４,

０００円、時間外勤務手当で１,８２４万１,０００円などが主な要因で

す。次に、材料費は、１,３３２万７,０００円増の８億１,５１９万６,

０００円としております。これは、高齢者手術が増加し、人工股関節等

の医療材料費が増加したことが主な要因です。２１ページ、経費は前年

度に比べ、１,４８７万円増額の６億８,３９５万５,０００円としており

ます。これは医療機器の保守委託など、委託料が増加したことが主な要

因です。減価償却費は、４億８,３６０万９,０００円となっております。

研究研修費は、１,１１１万５,０００円としております。長期前払消費

税償却ですが、新病院建設等の建設改良に掛かる消費税を年次的に償却

するものです。次に、医業外費用ですが、支払利息は企業債の借り入れ

利率が予想を下回ったことから、１,５９３万６,０００円減少しており

ます。雑支出は、診療報酬が非課税のため、転嫁できない材料費等の消

費税を費用化するもので、材料費や経費の増加により増加しています。

消費税は、室料差額収益等の課税売上げが増加していることから増加し

ております。退職給付費負担金は、過去に病院に在籍した職員の退職手

当に対する負担金として、１２２万４,０００円を計上しております。こ

れらから医業外費用は１億７,４３４万６,０００円となりました。２３

ページ、特別損失は過年度損益修正損等で１０１万円、予備費は１００

万円を計上いたしました。これらにより、病院事業費用は４３億１,３５
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９万２,０００円となりました。以上の結果、税抜き後の損益計算では、

病院事業収益４０億８,３２４万円に対し、病院事業費用４２億２,７６

３万３,０００円となり、単年度純損失１億４,４３９万３,０００円を見

込みましたので、平成２８年度累積欠損金は３５億２５７万４,０００円

となる予定であります。次に、第４条は、予算書２４ページ。資本的収

入から主なものについて、説明いたします。資本的収入のうち、企業債

は医療機器等の更新の財源として５,５００万円としました。他会計負担

金は、一般会計からの繰入金として企業債対象外の工事請負費、機械及

び備品費として１,０００万円、企業債元金を８,９４４万９,０００円と

いたしました。これらから、資本的収入は１億５,４４５万１,０００円

となります。続いて、資本的支出に入りますが、建設改良費は職員宿舎

等既存建物の改良が必要となった場合のため、工事請負費として５００

万円を計上しております。機械及び備品費ですが、医療機器等の更新の

ために７,０００万円計上しております。企業債償還金は３億８,０１０

万８,０００円を計上しております。他会計からの長期借入金償還金は、

一般会計及び工業用水道事業会計からの長期借入金の元金償還金として、

３,１６６万円を計上しております。公立病院特例債償還金は、平成２７

年度で償還が終了です。これらから、資本的支出の総額は４億８,６７６

万８,０００円となります。この結果、資本的収入に対し不足する３億３,

２３１万７,０００円は、損益勘定留保資金等で補塡します。予算書２ペ

ージに戻り、第５条、企業債は機械及び備品費を目的として限度額５,

５００万円。その他、起債の方法、利率、償還の方法を定めるものです。

第６条、一時借入金ですが、借入限度額を７億円としております。第７

条、議会の議決を経なければ流用することができない経費として、職員

給与費２１億１６４万円と、交際費５０万円としております。第８条、

棚卸資産の購入限度額は７億円としております。なお、平成２８年度か

ら当年度の損益計算書を予算書に掲載しております。以上、平成２８年

度予算について御説明いたしました。御不明な点は質問の中で説明をさ

せていただきたいと思います。よろしく御審議お願いします。 

 

下瀬俊夫委員長  説明が終わりました。今の患者数の問題も含めまして、１８

ページの収益的収支から質疑を受けたいと思います。最初に１８ページ。 

 

三浦英統委員  まず、本会議と一般会計の補正の中で非常に委員会の審査が足

らないようなことを言われたのですが、まず、前回の資金不足の関係の

原因について、いろいろお尋ねはしておったのですが、病院会計の中で

病院会計の皆さん方のお答えと、一般会計のお答えが違っているんです。
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なぜ、資金不足が起こったのかと言いましたら、病院会計は、改革プラ

ンのことなんか全然申してない。国、県の問題についても話がない、そ

こら辺りの詳しい中身というのを、きちんと説明してもらいたいという

のが、まず第１点。それから、まだ資金不足の関係が残っているんじゃ

ないかというふうに思っているのです。いろいろ、そこら辺りを包み隠

さず、きちんとしたお答えをいただきたいと思うのですけど。でないと、

また、そこら辺りをきちんとしたお答えを最初にお聞き申し上げたい。

今後は出ないよう、資金不足は出ないよと。こういう本会議でも話があ

ったし、補正でもありました。現実に本当に出ないもんかどうなんか、

ただ、ここの今の１８０人と４５０人。これが一番大きな問題になって

くると思うのです。収入においては。仮にこれが、じゃあどのぐらいま

で下がったら資金不足になるかという問題。いろいろあろうかと思いま

すけど、まず、最初の２点ほどまずお聞き申し上げます。 

 

市村病院局事務部長  まず、資金不足の発生した原因についてということでご

ざいますので、これまで私は委員会のほうで御説明させていただいたと

いうような、ちょっと記憶があるのですけれども。一つは２６年度の転

院といいますか、新病院へ引っ越しする際の患者数の減少というのを見

込んでおります。これ危機管理の一つで、移転時に患者さんに万が一の

ことがあったらいけないということで、そういった制限をして患者数を

減らしていったのですけども。それが一つと、あと転院に掛かる費用、

これはかなり精密な機械もございまして、例えば検査の機械であるとか、

もろもろの医療用の機器の引っ越しの経費、それとあとの引っ越し後の

調整の経費です。それとあとは、移転に直接掛かる経費でかなり大きな

費用が掛かったということも含めて、資金不足がそれまで５,０００万円

程度の分が拡大したというのが一つの大きな原因でございます。それと

あと一つは、会計制度が変更になりまして、これまで一般会計と工業用

水道から借り入れておったんですけども、それは全て固定負債として扱

うということで２５年度までは来ていました。それが２６年度の会計制

度の変更で翌年度償還分の流動負債、工水で言いますと七、八千万円が

新たに算入されてきたという、それが一つの大きな原因になります。形

としては、やっぱり一借りが増加したという形で外に現れているという

ことでございます。そして、２６年度の決算の資金不足が解消すること

ができずに、２７年度にそのまま引き続いて繰越してきたということで

ございます。 

 

三浦英統委員  ２６年度に大体、資金不足が解消するんだということで、２７
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年度の資金不足の額。今、言われたように移転費がよく掛かったよと、

あるいは精密機械があるからこれも掛かったよ。減価償却の問題も出て

きましたよという話は聞いているのです。ただ、県、国からどういう指

導が来たんかということなのです。当初の指導は、その今の特例債を借

りまして、公立病院特例債を借りて、少しでも資金不足が出たらもう特

例債を返してくれよと。こういうことがあったんじゃないんですか。当

初から借りた時点で、通常なら一借りか何かで改善できるはずなのです

けど。それしてないんですよね、病院が。そこらの辺りの。 

 

市村病院局事務部長  特例債の関係で申し上げますと、２７年度が償還の最終

年度でございますので、２７年度までに特例債の償還と合わせて、それ

らの資金不足を解消するということを目指しておりました。もうちょっ

と計画から言いますと２５年度ぐらいに解消するという予定でしたけど

も。それと、特例債を戻せという話は全くございません。特例債の利子

について、特例債自体申し上げますと、病院特例債自体の元利全て一般

会計の繰出しの基準とはなっております。そして、元金について戻せと

いうことは全くございませんで、その利子について一般会計から基本的

に繰入れを受けた形になっていますので、一般会計が負担した２分の１

を特例債の利子の２分の１を資金不足計画がうまく行かなかったら返還

することもありますというのが、特例債の貸付の中の要綱の中に書かれ

ております。それと、県からの強い指導がありましたということは、２

７年度の補正のときに説明をさせていただいているというふうに、ちょ

っと記憶をしております。 

 

三浦英統委員  先日の一般会計の補正予算では、お金を返さなければいけない

よとこういう言い方しとったんです。今言われるのと少し違いますよ。 

 

市村病院局事務部長  病院特例債の貸付要綱の中の一番最後のページですけど

も、特例債の利子については、一般会計が負担することになっています

ので、その利子の２分の１は特別交付税で補塡するという言い方じゃっ

たと思います。その特例債の利子の２分の１相当額が１,３００万円程度

かな、ちょっと数字ははっきり覚えてないですけども。その特別交付税

で交付した特例債の利子の２分の１相当分の返還を求めることがあると

いうことで、強い指導とはそのことというふうに受け止めています。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、資金不足の理由じゃろ。それをはっきりすればいい

わけ。さっきも説明があった。あれじゃあいけんの。 
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三浦英統委員  先ほど申しましたように、じゃあ、今後この資金不足が起こる

ような状態というのは、まだそういう要素はあるのですか。今の１８０

人と４５０人と、こういう状況の中で資金不足が起こるような負債、こ

れが残っているか、残ってないのか。そこらをきちんと。 

 

市村病院局事務部長  ちょっと、若干経過も申し上げますけども、平成２０年

度で退職手当債、病院特例債、あと借入金ですけども、これで１７億円

ございました。それであと残っていますのが、一般会計からの借入金と

工水からの借入金が合計で４億５００万円残っています。これを工業用

水道事業ですと、平成３３年度までに戻してまいります。それとあと一

般会計につきましては、平成３０年度までに戻していくことになります。

だから、債務と言われる債務は、退職手当債が平成２５年度で７億５,

０００万円全部返済しました。それと特例債についても、先ほども申し

上げましたが、今年度で全て返済でございます。残るは大きな金額で申

しますと、一般会計が６,５００万円。それと工業用水道会計が３億４,

０００万円が主な負債です。それと一時借入金につきましては、今５億

何がしがありますけれども。この度の繰入れでかなりの額を減少させる

ことができますので、今の計画では２８年度以降、不良債務が出ないと

いう計算をしております。計画も立てております。 

 

三浦英統委員  じゃあ、第２条の中の平均入院患者数１８０人、それと外来の

４５０人、これは実績と今言われましたよね。なぜ、この実績があるの

ですが、なぜ、昨年よりも減少したのか、このまず理由。それから、以

前、新病院になればこの１８０がまだ増えるんだというような計画を立

てていらっしゃった。改革プランの中でも立てておったと。急に下げて

きた理由なのですね、病院が新しくなれば患者は増えるんだと。こうい

うようなことを最初から言われておった。今までは古かったんだ、それ

で、なぜ、ここで１８０、あるいは４５０、まして改革プランの中で入

院の日数がだんだん増えてきておる。当初、利潤が上がるのはもう２週

間程度ということなのですが、それが１５日、１７日と徐々に上がって

きておる。なぜ、そういうような状況になってきているのか。そのきち

んとした原因をお示しいただきたいと思います。 

 

和氣病院局総務課主幹  予算のこの見込み数なのですが、実際にもちろん支出

との関係でもあるのですが、達成が見込める程度のものとしております。

単価もありますので、単純に人数だけというわけではございませんが、
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全体の中で堅実な数を見積って予算を作成したというふうに御理解いた

だければと思います。 

 

三浦英統委員  昨年並みより下がってきておる。そうした中でまず内科の話な

のですが、非常に診療時間が長くなっておると。これは前回も補正のと

きに皆さんから御指摘があったと。本来、今まで病院会計が資料として

内部評価表のようなものを出されておったのですよね。内科ではどのぐ

らい診ておるというようなこと。この最近はそういうものが全然評価が

出てきてない。本会議の中では、市長をはじめ事務局長さんも外部評価

を一つ入れようじゃないかというような、今度検討するということなの

ですが。じゅあ、内部評価の関係を委員会にきちんと出すような方向性

はないのかどうなのか。まず、その辺をお聞きしてみたい。 

 

市村病院局事務部長  いわゆる内部評価の資料というのが、例えば内科目標を

何億に設定して、この月は何億しか行かなかったと。診療科目ごとの目

標と数値に対して売上げがどうだったかというふうなそういった数字的

な評価ということなのでしょうか。 

 

三浦英統委員  総合的にね、病院経営としての評価が出てきておるはずなので

すよ。皆さん方これ予算を立てる中でも、改革プランを作る中でも。そ

ういうものに対しての評価出てこないと、皆さん方、外部評価も取り入

れようかと、こういう検討もするんだというのですが。まず、内部評価

をなさるべきじゃないかなと、こう思っておるのですけど。いかがでご

ざいますか。 

 

市村病院局事務部長  今、御指摘をされた内部評価といいますか、内部分析と

いうのは、当然必要でございます。外部評価に持って行くにも、内部評

価がどうかということを捉えての外部評価に持って行くというのが、一

般的なようでして、その内部評価をどこまでの評価になるかというのは

別として。一般的な評価はやっておるのですけども、個別にどこまでが

というちょっと見えませんので、できる限り、その辺の数値的なものか、

文章的なものかは提出できるものについては提出させていただきたいと

いうふうに思っております。 

 

三浦英統委員  じゃ、先ほどの入院の話、前回の補正のときも、管理者のほう

は、私は診るのが早いんよと。だから、たくさんの患者さんを診ていら

っしゃる。前回、内科のほうは一人に対して１５分掛かったり、３０分
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掛かったりするんだと。通常、開業医の皆さん方、そんなことしよった

ら潰れてしまいますよね。現実に、それだけ掛かるもんですか。これを

ちょっとお聞きしてみたい。 

 

河合病院事業管理者  現実にそんなもんでしょう。もし、議員さんならどれぐ

らいでやってほしいと思われますかね。ただ、状況にもよりますので、

かなり検査データをきちんと聞いたり、今後、どういうふうになるとか

いうのを相談するとなると、１５分では多分終わらないと思うんです。

一人３０分は、そうめずらしい数ではないので。アメリカでは、多分３

０分に一人の予約じゃないかと思っているのですが。ただ、ここの病院

では３０分に４人の予約ということでやっていますので、平均的に。た

だ、どんどん早く診るということは、逆に診察時間がそれだけ短くなる

ということなので、これは一長一短あるのと、そこで事情が違うので何

とも言えない。予約の間に急患が入ってくるということになると、また

そこはちょっと予約を待ってもらって急患に対応せざるを得ないという

ことになるので。ケース・バイ・ケースですけど、やはり内科系は長く

なっていくというのは一般的じゃないかと。 

 

三浦英統委員  言われることは分かるんですよ。忙しいというのも分かります。

言うなら、入院患者も抱えて入院患者も診なければいけない。それから、

外来患者も診なければならない。これはもう当然、大変忙しいじゃろう

と思います。その中で、通常、内科の一人の先生が外来患者を診るのが

どのくらいなのか。それによって、今、ここに出てきておる内科が一番

多いと思うんです。この平均外来の４５０に持っていっておるのは、内

科をどのくらいの患者を見積って、この４５０に持っていっておるんか。

そこら辺りをお聞きしてみたいと思います。 

 

河合病院事業管理者  今回はそれを積み上げた数字ではないので、全体の患者

さんの数値の、これまで、かなり過剰に提出しているということで非難

を受けましたので、ほとんど素直に出させてもらっているということで

す。 

 

小野泰委員  今、三浦委員が言われましたが、入院外来については、先般の２

７年度補正で入院については１７８人ということでされました。その当

時、この予算書はできておったんですが、その当時、病床稼働率９０％

が分岐点であって、それ以上を目指さんにゃいけないということで、急

にちゅうわけにはいかんですが、やはりそれを目指してやらなきゃいけ
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んだろうと思うんですよね。それに対してどう努力していくかというこ

とだろうと思いますが、その辺のお考えはどういうふうにお考えになっ

ていますか。 

 

河合病院事業管理者  いろいろな条件が入ってくるんですけれども、ウイーク

デーは多いんですけどウイークエンドは非常に少ないとか、あるいは、

天候によっても患者さんの数は変わってきますので、パーセントを優先

にして、あなたは入ってください、入らないでくださいとか、それは決

めてないというところなので、大体、患者さんの数に応じて無難にいっ

ているというところじゃないかと思っています。やはり、安全第一とい

うところでやっているというところです。 

 

市村病院局事務部長  紹介率と逆紹介率といいますか、他の病院なり、診療所

なりから紹介を受けたり、また、元の診療所のほうに帰っていただくと

いう、いわゆる紹介率とか、逆紹介率が大体２５％程度で、やっぱりち

ょっと低いわけなんですけども。ただ、今後の病院の医療構想うんぬん、

全体的なものを見ましても、やはり在宅の治療というのがかなり点数も

上がっていますし、強化されています。仮に、個人の訪問ということに

なりますと、基本的に診療所のほうが対応されることになると思うんで

すけども、病院としましたら、いわゆる後方支援病院といいますか、個

人病院は入院施設を持っていらっしゃらない場合は、例えば、夜間でも

病院で対応できるような形を、今、検討中でございます。そういった形

で病院と診療所の連携を深めていくということが一つと、それと、あと

は、先ほども待ち時間の問題がございましたけども、今、待ち時間が長

いですけども、患者さんの一番の苦痛は待ち時間にトイレ、あるいは、

ちょっと歩いて散歩をというのがなかなか、順番待ちというのはそうい

ったことが分かりづらいですので、その対応でＰＨＳなり、あるいは、

呼出しベルなりで対応して、患者の負担を減らそうということがありま

す。 それと、前回も指摘を受けました病診連携を進める上での、病病

連携も含めてですけども、地域連携室がやっぱり要となって動くのが本

来の形ということで御指摘もございまして、病院もそのように受け止め

ております。一つは、今まで病院からの紹介うんぬんは医事課でやって

おりました。それとあと、例えば、いろいろな後方支援といいますか、

退院された後にどうされるかというのは主に連携室でやって、いわゆる

一つのところでやっていなかったもんで、この辺を一つ体制づくりが必

要だなというような認識もあります。それとあとは、去年の秋ごろにイ

ンターネットサイトを遅ればせながら立上げました。これで病院の診療
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科の医師の紹介であるとか、例えば、入院手続、外来診療、里帰り出産

の手続も含めて、病院の内部情報の公開ということで、今、努めていま

す。それと病院の、これも外に向かっての病院の紹介ですけども、ＦＭ

サンサンきららで医師が放送に加わったり、あるいは、病院独自の病院

だよりを発行して外来患者さんに配ったり、市の広報も活用しておりま

すけども。いろいろ宿題はあるわけですけども、やはり、病院と診療所

の連携を深めるというのが一番というふうに、そのようにいろいろ指示

を受けております。 

 

小野泰委員  それで、要は開業医の皆さん方から、いざというときには市民病

院を紹介していただいて入院してもらうということがやっぱり一番大事

なことであって、今言われたように、皆さん方にいろんな意味でコンタ

クトを取ってやるということを、更に進めてもらわんにゃいけんし、平

然からそういった会議を開くなり、いろんなことをしながらやってもら

わんにゃならんと思うんですが、その辺りは更に努力をしてもらえます

かね。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  今、事務部長が申し上げましたけど、今、

医局で検討中なんですけど、診療所からの在宅療養後方支援病院を標榜

するつもりでございます。これは、前回の補正のときでも申し上げまし

たけど、診療所の先生方が在宅の診られる患者さんを、２４時間、入院

希望という形においては当院で引き受けると。仮に、当院で診られない

場合については、入院先の病院を紹介するフローを全体的に検討してお

りますので、そういう形の中で診療所との連携を深めていくと同時に、

そのことが、ひいては、診療所の先生方から当院が信頼を得て、その他

もろもろの患者さんの紹介につながり、紹介率の向上につながるという

ふうに考えております。 

 

矢田松夫副委員長  先ほどの三浦委員の全部話をひっくるめて質問を簡単にし

ますが、結局、この２条のところがこれから先の病院の営業収益ちゅう

んか、一番大事なとこなんですよね。ですから、私は１点ほど言います

が、例えば、１日の平均入院患者数を１８０人というふうに出されてお

りますけれど、これをもう少し、いわゆる平均値の見積り１８４人を、

あと４人をなぜできなかったのかということなんです。それから、二つ

目は、例えば、１日の平均外来患者数を４５０人ですが、これまた５０

０人を今、目標にされているんですよね。なぜ、５００人に近い人数を

出せなかったのかという、この大きな原因を答えていただきたいんです
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が。この答えは、今まで言われたように、医師不足イコール患者を待た

せると。そして、患者が来れば来るほど収入が減るというところにつな

がっているのが大きな原因じゃなくて、もっと違う要因があるんじゃな

いかと思うんですが。それを的確に答えていただきたいと思います。 

 

市村病院局事務部長  病院事業会計の予算書は一般会計と若干性格が違うのが、

今、委員さんからの指摘のあった、例えば、入院外来についても、いわ

ゆる目標値を基準に置くというのが基本的な考え方で、今まではそうい

った考え方でおりましたけども、ただ、現実を見ますと、新病院が開院

しまして、この２月末で約１７８人ぐらいの入院患者が出られています。 

それと、以前、委員会からの御指摘の中で、一つは目標値もいいけど、

目標を立てて３月に補正して、こういうやり方をずっと続けてきたのは

いかがなものかというような御指摘もごもっともな事でございまして、

この度については、最低目標として１８０人と４５０人というふうな上

げ方をさせていただいております。ただ、平成２９年度以降は何人かの

上積みをして計画はさせていただいておりますけども、今年度予算につ

いては達成可能な数値ということで掲げて、予算として、提案をさせて

いただいております。 

 

小野泰委員  さっきの紹介の関係なんですが、改革プランの中では、２７年度

が２５.何％ですかね。これは、やっぱりもっと増やす必要がありますん

で、これは病院自体がそれぞれの開業医の皆さん方のところに行かれて

営業をするといいますか、そういったことを積極的にやっていかれる必

要があると思いますが、その辺りはいかがでしょうか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  委員さんのおっしゃるとおりだと思います

ので。先ほどの支援病院の関係で院内の合意形成ができましたら、地域

連携室、院長を中心に各診療所を回るつもりでございます。 

 

小野泰委員  それから、外来なんですが、外来も先般の補正予算では４３５で、

今、４５０ということなんですが、待ち時間の問題もありますが、今年

度がバスの乗り入れがありまして、これをまだ全然知らない方が結構多

いようなんで、その辺のアナウンスをよくしておかんにゃいけんという

ふうに思います。それと、今、現状でバスの乗り入れの効果というのは

どの程度ありますか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  後ほど、アンケートのところでもちょっと
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御説明をしようと思っていましたけど、昨年の９月時点で１１時半まで

の乗車人数なんですが、約１７人程度でしたけど、現在につきまして、

２２人ぐらいに、多少でございますけど伸びている現状でございます。

バスの乗りにつきましては、ホームページ、あるいは、病院にあります

広告等で更にＰＲしていきたいというふうに考えております。 

 

岩本信子委員  先ほどから患者数を何人にするとか、外来とか、言われており

ますが、私は、いつも損益分岐点ということを念頭に置いておりまして、

今、これを見させていただきますと、医業収益だけで結局計算をやりま

すと、医業収益から医業外費用を引きますよね。そうすると、差額が４

億２,４００万円という差額が出ております。これが、何が影響している

のかということになると、減価償却４億８,０００万円、これが多分ある

と思いますので。それで、減価償却というのは現金で出るわけじゃない

んですけど、結局、分岐点というのは１８０人の患者数で、外来が４５

０人だったら、今の言う４億２,０００万円の、これで減価償却がなくな

ればとんとんなんですが、その辺をどう考えられるかだと思うんです。 

だから、去年の予算書は５００人に１８３人でしたか、異常な数字とい

う言い方をされたと思うんですが、結局、出るお金に対しての外来患者

数を出されたんではないかなと思っています。この度は大体可能達成な、

１８０人の４５０人だと理解しております。それで、一応、損益分岐点

という点で見ると、減価償却が大きくなってということになっています

ので、私は１８０人とこの４５０人を増やさない限りは、今の減価償却

費というものが消化できないと思うんですが、ずっとこの人数でいかれ

る予定ですか。それとも、もっと増やしていこうという感じがあるんで

すか。ちょっとその辺をお聞きしたいんですが。まず１点目です。 

 

市村病院局事務部長  まず、病院経営で求められておるのは、いわゆる経常利

益が上がるか、上がらないかということで、当然、減価償却費も含めて

でございます。それと、本来は減価償却費までペイしようと思うと、先

般、御意見をいただきました、やっぱり９０％越えというのがあれば減

価償却費が取れていくという形になろうかと思います。ただ、医療機械

を単年度で１２億円程度導入しましたので、どうしても医療機械の減価

償却期間のこの５年間というのは、９５ぐらいいかないと取れない。そ

れ以降になりますと償却期間が長いですので、９０％未満でもかつかつ

いくかなというふうなことで、詳しい計算はしておりませんが、荒計算

でも、やはり９０％近い数字があれば経常利益が生まれて一定の積立て

ができるというふうな状況です。それと、今後の計画ですが、収支計画
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の中では、若干上積みをさせていただいておりますけども、確実な計画

を見込んでいます。１８２人か３人ぐらいを見込んでいます。ただ、先

ほども御説明させていただきましたけども、いわゆる材料費とかが増え

ています。というのが高齢者の方の手術もかなり入っていたというふう

に聞いておりますし、それにつれて在院日数も、先ほどのまだお答えし

ていませんが、２週間以内が今、十五、六日に伸びてきたというのも事

実でございます。 

 

下瀬俊夫委員長  それで、１８０人というのは、稼働率は何％なんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  １８０人の場合は８３.７％となります。 

 

岩本信子委員  だから、さっきから言いますように、病院として、私はそれが

ペイになるっておかしいですけど、病院収益と病院費用が同じになるぐ

らいで経営はやっていかなくちゃいけないと思っていますし、そうする

と、この患者数とか、外来患者とかいうのを上げていかなくちゃいけな

いということになると思います。今、もうちょっと上げれば、それは何

とかなるんじゃないかと言われましたので、やはり、それはそれでやっ

ぱり損益分岐点をきちんと出されて、どこまで減価償却は見ていけるの

か、ここまでだったら次のところでよかろうという点。だから、損益分

岐点が患者数、それから、外来患者数に出てくるわけですよね、目標値

が。そうでしょう。損益分岐点。それをきちっと出して、それに対して

努力してほしいし、そして、それ以上のものになればいいなとは思って

いますので。この予算書を見て、１８０に４５０だったら、もうちょっ

と上がったらいけるのかなと思いましたので、是非、その点を今度示し

てほしいです。よろしくお願いします。 

 

三浦英統委員  入院単価の問題と外来の単価。当初、新病院になれば、まだも

う少し高い設定にしておったんじゃなかろうかと思うんですが、ここら

辺りは、今、３万５,５００円が３万６,０００円、７,０００円の辺りを

積算しておったんじゃなかろうかと思うんですけどね。当初は。３万６,

５００円ぐらいかな。その辺はどのようにお考えなのでございます。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  委員さんおっしゃるとおりで、当院の入院

単価は急性期の病院にしては、多少、低い状況にあります。当初の予定

については、亜急性期病棟というのが取れる予定にしていたんですけど、

医療改定でそれがなくなりまして、包括ケア病棟という形になってまい
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りました。これも当院で検討したんですけど、今現在のシミュレーショ

ンでは、病床単位にじゃなしに１病棟全部しなくちゃいけないという縛

りがございますので、今現在の状況であれば、ちょっとそれも取れない

という状況です。当院は急性期から納得期までという流れでおりますけ

ど、やっぱり長期の入院の患者さんが何十人かいらっしゃいます。その

方をすぐうんぬんじゃないんですけど、１か月までについては加算がつ

きますけど、２か月で次の後方支援、地域連携室を利用するなかで、３

か月目にという形で、その辺のスキーム的な入院計画を院内の合意形成

を作る中で入院単価を上げていきたいなというふうに考えています。外

来のほうにつきましては、化学療法が入っていますので、今、９,０００

円台で外来単価は上がっていますし、多少、在院日数が伸びたのも、今

までケモ患者の方が、入院された方が外来のほうに行かれた関係で在院

日数が伸びたという状況にはあります。 

 

和氣病院局総務課主幹  先ほどおっしゃられた目標です。平成２５年度に改定

しました収支計画の中におきましては、入院につきましては、平成２８

年度からは単価を３万５,５００円、今回の予算と同じ金額で計画してお

ります。外来につきましては、このときは単価を８,８００円としており

ます。現実に、先ほども御説明したとおり単価が上がってきております

ので、その単価に合わせた形で予算を作成しておるという状況です。 

 

三浦英統委員  先ほど入院日数で、これについて、だんだん上がってきておる

と。本来なら２週間くらいが一番利潤が上がるんだと。これを上げてき

たと。その理由を先ほど言われましたかいね。そこら辺り。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  先ほど申しましたけど、在院日数が上がっ

たのは、ケモ患者さんを今まで１泊２日、あるいは、２泊３日の入院で

の対応をしておりましたけど、４月から外来ケモ患者という外来での、

化学療法での対応にいたしましたので、その関係で在院日数が伸びたよ

うでございます。ちなみに、１０対１の場合は２１日までですから、余

り短いのも回転率の問題との関係がございますが、やはり１５日から１

７日、この辺は一つの在院日数の流れであれば、そんなにおかしな数字

じゃないというふうに認識しております。 

 

三浦英統委員  先ほど委員長が言いましたように、稼働率の問題に掛かってく

るんじゃないかなと思うんですけど、そこら辺りはいかがでございます

か。稼働率。病院の病床稼働率。病床が今８３ですか、これが８５に持
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って上がろうかということになると、やはり入院患者を数多く回転させ

ないといけないよと、こういうことなんですか。それとも、今の１７日

と、こういうことで稼働率が若干変わってくるんかどうか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  稼働率を上げる必要はあると思いますが、

在院日数イコール稼働率の連携はございません。 

 

吉永美子委員  この収入の中で、その他の医業収益のところも大切な収益だと

思っています。個室の使用料が上がってということは、個室の利用者が

増えていて大変いいことと思うんですけども、私は以前より検診、また、

ドックにも力を入れてほしいと申し上げておりますが、２７年に比べて

予防接種、また、集団健診のところがおよそ３００万円減って、嘱託医

療、ドック収入のところは逆に１,４００万円ほど増えているんですけど、

これはどういう予定を見込んでおられてこの計算になっておりますでし

ょうか。 

 

和氣病院局総務課主幹  これにつきましては、実績を見た中で、このような金

額の設定をしております。 

 

吉永美子委員  ということは、予防接種、また、集団健診はどちらかというと

下降して、ドック等については、要は受診してくれる人が増えていると

いう傾向にあるということでしょうか。 

 

和氣病院局総務課主幹  おっしゃるとおりです。 

 

吉永美子委員  それは、健診も当然、力を入れてほしいんですけど、ドックに

ついて、多少なりとでも力を入れてこられた結果ということでしょうか。 

 

和氣病院局総務課主幹  新たに契約をいただいたところもございましたので、

そういったところも含めまして増加してきたというふうに認識しており

ます。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに。いいですか。なければ、ちょっと二、三聞きます。 

先ほど患者数の設定がどちらかというと確保しやすい患者数を設定した

と言われました。私は、議会の指摘を受けてからというふうに言われま

したので、あえて言いますが、議会では、そんな指摘してないと思いま

す。いわゆる、この設定しやすい数にしなさいなんていう話は議会から
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出てないと思います。議会に出たのは、目標設定したら、経営分析して

いるわけですから、どうやって目標に達成するんかという、その姿勢が

ないんではないかというのが、僕は厳しい指摘であったと思います。だ

から、目標設定を低めなさいという話じゃなかったと思うんです。それ

は、だから、今回の場合、こういうふうに設定されたのは、あくまで病

院側が確保しやすいからこういう目標を設定されたわけでしょう。さっ

き岩本議員が言ったように、いわゆる採算分岐点でいえば、９０から９

５％ぐらいは必要なのに、８３.７％で設定されているという。それはも

う、もともと採算が取れないような人数を設定されているということで

しょう。 

 

河合病院事業管理者  どうもさっきから食い違う。これは、もっとそもそも論

から入っていかないといけないんですけれども、山陽市民病院がマイナ

スであったのが、２３億マイナスを誰が持つかというところで随分議論

になりまして、それを病院がオール山陽小野田市で持とうというところ

を、とりあえず病院で持っておこうと。そのためには、病院、公立病院

特例債とか、退職手当債とか、いろいろなものを借用しなければならな

かったので、それで多少無理して、予算も作って提出して、県にも協力

してもらわなければならなかった。そういうことも含めて、やっとほと

んど解消できたというふうに思っています。ですから、今までの数値で

さほど、むしろ病院としては順調に運営できてきたところなんですけれ

ども、確かにこの新病院になりまして、かなり入院患者さんも増えた日

もあります、２１０人も入った日もありますんですけど、７０％ぐらい、

１７０人というところもありますので、平均的なところでやってきたん

です。確かに議会という表現は、もし私がしたのならば、それは訂正さ

せて、この委員会では随分過剰な数値ではないかということを指摘され

ましたので、妥当な数値に編成させていただいきました。 

 

下瀬俊夫委員長  いや、予算の立て方の問題を、基本を言っているわけでしょ

う。 

 

市村病院局事務部長  ちょっと私が勘違いした部分もあろうかと思います。目

標設定して努力しなさいということは今までも再三言われたことです。

ただ、それが達成できないで、年度末に数値を下方修正するのはいかが

なものかというのは、そういった趣旨でございました。ただ、当初から

低く設定をうんぬんというような言い方は、私も議会のほうからは、そ

ういう指示といいますか、そういう議論は受けておりませんし、目標を
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うたって、結果がそれに達しないで、いつも下方修正するようなことは

やめなさいと、言い換えれば、目標に向かってもう少し努力しなさいと

いうような言い方でありました。ただ、ちょっと言い方が妥当ではなか

ったということで、そのようにちょっと修正をさせていただきます。 

 

岩本信子委員  私もそういう意味で、病院側は、山陽病院の負債を抱えて一生

懸命やられたということは評価しております。でも、この度私が何を損

益分岐点をどこに置くかということを言っているのは、新しい病院にな

ったんです。今まで病院が古いから、なかなか患者さんも来られないし、

なかなかいろいろの部分があると言われていたんですけど、今もう新し

くなったわけなんです。だから、今、この今の予算書見て、ほかのとこ

ろ、病院以外のところの収益、医療外費用は言ってないです、私がさっ

きから言っているのは、医業費用と医業収益の差額と言っているんです。

だから、そこのところが、やはり私にしてみたら、とんとんでなけりゃ

いけないんじゃないかということが、損益分岐点につながる部分だと思

っているということを言っています。だから、それに対して、今のこの

入院患者、外来患者が何人いるかということをきちんとはじき出してほ

しいと。損益分岐点をどこに持っていくかは、病院側の考え方もあると

思います。今は減価償却が大きいから、もうちょっと本当は少なくても、

だから、この度でも１億何ぼかの損失です、差額は。それは、それ入れ

ますから。でも、それはそれで認めて、病院側が認めるのか、それとも、

もうちょっと設定して、そこんところはゼロにするのか、そういうこと

を病院の中できちんと決めてほしいということを言っているんです。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、さっきから言っているように、８３.７％が達成可能

だと、この１８０人も含めて、そういう設定の仕方でやられるんであれ

ば、これ議会の中で、私はちょっと説明ができなくなるんです。補正予

算のときも相当厳しい指摘がありました。特に一般会計でも、民福は一

体何しよるのかと、どんな審議をしているんかというのが審議されたん

です。そういう点で、もともと今言ったように、８３.７％といえば、こ

れはもう損益分岐点をかなり下回っているわけです。そういう予算の組

み方がいいのかどうなのかという問題なんです。そこに経営努力が見ら

れないんじゃないかという指摘なんです。 

 

河合病院事業管理者  損益分岐点を下回っているという根拠もないんで、まだ

まだ、今、非常に努力しているところでして。 
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下瀬俊夫委員長  いやいや、今の話は違う。今の話は、病院建設をした直後に

減価償却費がこれだけ上がっているわけですから、当然、それに見合う

ような予算の組み方をすべきじゃないかという話をしているわけです。 

 

市村病院局事務部長  本来は、採算が取れる予算、俗にいう黒字予算で御提案

をさせていただくのが通常の状態というふうに理解をしております。た

だ、この２８年度というのが、平成２７年度で資金不足を解消して、次

の年の非常に大事な年度になります。目標値を、先ほど、減価償却費が

取れる程度と言いますと、百九十四、五人というふうな数字になってく

るんじゃないかというふうに思っています。ただ、病院としては、医療

機器の減価償却が終われば、ある程度落ち着いて、損益分岐点も医療機

器の５年間と、その後の２種類を作る必要があるんですけども、ただ、

御指摘のように、入院患者数１８０人というのは、これ以上の数字を達

成する最低の数字であるというふうに捉えておりまして、本来であれば、

赤字予算を提案すべきではないわけですけども、平成２７年度が１７８

で、目標数値とはいえ、２８がかなり乖離した数字をなかなか予算上、

表示しにくかったもんですから、一応、最低の目標は、これは達成しま

しょうということで提案をさせていただいたということで御理解をいた

だけませんでしょうか。 

 

下瀬俊夫委員長  これ、これが実は委員長報告が物すごい難しくなるんです、

今の説明では。僕はよう説明せんのです。 

 

岩本信子委員  赤字予算１億４,０００万というものを示されているわけなん

です。私はちょっと委員長と違って、その減価償却という大きな部分が

あるんだから、病院の全体の中でのどう捉えるかということで、じゃ、

今の１億４,０００万赤字が出て、病院のほうはそれでよしとして、逆に

予算出されたという、このぐらいならまあいいかというところで出され

たのかなと思ったんです。だから、それをどう考えるかなんです。だか

ら、今の言う、減価償却をきちっと全部しようと思ったら、さっきの言

う、異常な数字を出さなくちゃいけないと思いますが、もう全然現実と

はかけ離れた数字を出さなくちゃいけないと思いますが、病院として、

ここまではよしとするんじゃないかというところがこの１億４,０００

万という考え方でよろしいんですか、どうですか。 

 

市村病院局事務部長  今の予算数値で満足ということは全くございません。や

はり、２５年度に計画した、やはり１８６人というのが今目標にしてお
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ります。それと、１億４,０００万円というのは、ちょっと。（発言する

者あり）分かりました。済いません。決して思っているわけではござい

ません。ただ、資金不足については、生じないという部分も含めて、委

員長には申し訳ないが、最低達すべき基準で上積みを目指すということ

で、実際、それが予算を作るときの一つの目標にしていますので、よろ

しくお願いします。 

 

下瀬俊夫委員長  昨年の１７８で、今年で１８０設定して、１８０に行かなか

った場合どうなるんですか。そういうこと起こり得るでしょう。 

 

市村病院局事務部長  先ほども次長が申し上げたように、今からもう外に出て、

努力していこうと。内部努力もしていこうということで、もうこれは達

成しなくてはならない数字、最低基準というふうに捉えています。 

 

下瀬俊夫委員長  例えば、地域連携室の問題で言うと、いわゆる市民病院にい

た入院患者さんと、いわゆる地域との関係どうするかという程度の話は

できたかもしれないけど、いわゆる病病連携、よその病院からどう受け

入れるかという、計画的にそれをどうするかとかという問題について、

先ほどの２５％というのは余りにも低過ぎると思うんです。私が、実は

最近経験したことによると、労災病院に入院していた患者さんが約１か

月いたんですが、出なきゃいけないと。ところが、出て、リハビリを受

ける病院がなくて、市民病院はまず断られて、結局、下関の王司病院に

行くことになった。こういう患者さんについても、今後どうするのかと

いう問題が問われるわけでしょう。結局、もう一つ、これ今、先ほどの

国保の議論の中に出たんですが、例えば高額療養費の問題なんかで、国

民健康保険で対応しようと思ったら、例えば認定証をもらうために対応

しなきゃいけないわけですが、国保が対応できるのは２か月後なんです。

そうすると、病院の地域連携室等で高額療養費の対応ができるのかどう

かという問題が一つ出てくるわけです。そうすると、単なる看護師じゃ

なしに、ソーシャルワーカーが要るわけでしょう。大体どこも置いてい

るんです、ソーシャルワーカーを。そういう対応を、ここはないわけで

す。市民病院には。だから、こういう地域連携室の体制強化の問題は、

今後、どうするのかという問題も問われるわけでしょう。例えば人数の

問題も含めて、本当にそれを受け入れようと思ったら、そこまで考えな

いと、私はなかなかこれはいわゆる病病連携も、病診連携も難しいと思

うんですが、ちょっとそこら辺のことについて、いいですか。 
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山本病院局事務部次長兼総務課長  委員長おっしゃるとおりで、そういう意見

を受けまして、早速、ソーシャルワーカーの募集を掛けたところでござ

います。今、２名体制で行っておりますけど、地域連携室はすごく重要

なものだと認識しておりますので、早急に充実させた形で、診療所並び

に病病連携を図っていきたいというふうに考えております。これが、や

はりプラスアルファの入院の紹介率を上げる一番の手立てだというふう

に考えております。 

 

三浦英統委員  ちょっと話題をちょっと変えてみようと思います。今回、２８

年度で医師を１名増員しますよという計画がございます。医師を増やす

のに、いつ増やすか分かりません。ですが、入院患者を減してきた。そ

れから、外来患者は若干、これも４５０ですから、減ってきたと。そう

いう関係でどういう医師をどこに配置をして増やすのか。増える効果と

いうのが、この予算の中でどこに出てきているのか、そこら辺りの御説

明をお願い申し上げます。 

 

市村病院局事務部長  ちょっと一般的なことを申し上げますと、予算組むのに、

出については人件費を組んでいます。来られても、人件費、議決事項で

すので、その辺に差し障りがないように、人件費は組んでおります。た

だ、歳入については、歳入に厳しく、支出は確実にというふうな一般的

なことですけども、そういった形で予算付けを行っております。したが

いまして、歳入については医師が一人増えても歳入は上げておりません

し、経費だけ組んだというふうな状況でございます。 

 

三浦英統委員  状況は分かりますけど、じゃ、どこに配置をするような計画を

立てていらっしゃいますか。というのが、今までの話を聞いております

と、内科が非常に忙しいんだというようなお話を聞きました。その内科

に医師を持ってくるのか、あるいは外科とか整形外科とか、いろんな部

署があろうかと思います。どこに医師を配置する計画を立てて、今回、

１名の医師を増員するのか、そこ辺りの考え方、お願いいたします。 

 

河合病院事業管理者  可能ならば内科でお願いしようと思うんですけれども、

ただ、前回にも申し上げましたように、今、山口県全体に少ないので、

その辺りを勘案しながらやらないといけない。しかし、当面、内科が非

常に苦しいので、内科には是非お願いして、もっと強力にお願いしたい。 

 

三浦英統委員  この強力にこの分は患者のためでございますんで、ひとつ経営
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のためにも、どうしても今、河合先生のひとつ医大のほうへ十分行かれ

まして、是非確保していただく、このようによろしくお願いします。 

 

岩本信子委員  本会議場でコジェネといいましょうか、効率が悪いという話が

出たんですが、私はそうは思ってないんですが、電力と水道、ガス代を

足すと、２７年度から見たら、かなり予算は抑えられています。多分実

績を見られて、２８年度は予算を立てられたのかなと思うんですが、そ

の点はどうなんですか、本当にコジュネでした、コジェネか、あれの効

果が多分私は出ていると思っているんですけど、これが予算を組むのが

減っていることで、その辺をちょっと教えてくださいますか。 

 

下瀬俊夫委員長  まだ歳出行ってない。 

 

岩本信子委員  いや、だから今経費の話しよる。 

 

下瀬俊夫委員長  経費は行ってないっちゃ。まだ、医業収益の話。 

 

岩本信子委員  何だ、分かった。後から。 

 

下瀬俊夫委員長  ちょっと待って。ほかに。 

 

吉永美子委員  医業外収益でもいいですか。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。 

 

吉永美子委員  先ほど、保育所の人員増という話がありましたが、これ定員２

５人で、当初５人とかすごく少なかったんですけど、増えていくという

ことで、女医の方が特に来られたらいいと思うんですけど、その辺の動

向をお知らせください。 

 

和氣病院局総務課主幹  院内保育所につきまして、今、７人のお子さんを保育

しております。これは４月になりましたら、新たに保育するお子さんが

増えまして、今、正確な数字はちょっと覚えてないんですが、１２人か

１３人かになる予定であったかに記憶しています。その後も、６月にな

りますと、また新たに預けられる御希望を伺っておりますので、だんだ

ん増えていく状況にございます。 
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吉永美子委員  これは、山陽小野田市民病院の医師の関係じゃなくて、同じ地

域の医師等が預けられるというところが増えていっている地域貢献とい

うことでしょうか。 

 

和氣病院局総務課主幹  もちろん、市内の医療機関にお勤めのお子さんもいら

っしゃいますし、市民病院の職員のお子さんもいらっしゃいます。市民

病院につきましては、今、予定ですと４月からお一人で、６月がお一人

かお二人かちょっと、申し訳ない。ちょっとまだ予定なんですが、その

ぐらい増える見込みでございます。 

 

吉永美子委員  もう一点、先日いただいた病院事業改革プラン案ということで、

先ほど来より収入の関係で出てきておりますが、その中で、経営の効率

化ということで、収入確保に関わるものということで出ている。これは

２８年度が、先ほどから出ているように１８０人の入院患者、また外来

患者が４５０人ということで、２９年度は入院を二人増やし、外来を５

人増やしということでの予定になっておるわけですが、これは最低限必

ず遂行するということで掲げられた、後でまた、先ほどから問題、言わ

れていますように、またやり替えるということではなくて、確実に行っ

ていくということで改革プランとして上げられておられるということで

こちらは認識しておってよろしいですね。 

 

和氣病院局総務課主幹  そのような形で計画をしております。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに、なければ、二、三。一つは、この２月に県のほうか

ら、この宇部小野田地域のベッド数削減の話が出ています。大体３８％

ぐらいですか。ちょっとこれは、３８％というのは相当大きいわけです

が、療養型なんかを中心にした削減というふうに言われていますが、こ

の影響というのはどの程度考えられるのか、分かれば。 

 

市村病院局事務部長  県の議会のほうに宇部小野田広域圏の分も含めて、議案

か参考資料かよく分かりませんが、議案として提案されたものの写しが

送ってきていますので、その宇部小野田広域圏の分の資料をちょっと配

布させていただきたいと思いますが、よろしいですか。その後説明をさ

せていただければと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  ５分ほど休憩とります。４時半から再開します。 

 



110 

 

 

午後４時２５分 休憩 

 

午後４時３０分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  資料の説明をお願いします。 

 

和氣病院局総務課主幹  ただいま手元にお配りした資料につきましては、山口

県の地域医療構想の素案でございます。こちらにつきましては、県から

資料の提供を受けたものでございます。表紙のところをめくっていただ

きますと、２３ページと書いた、必要病床数の推計結果という表がござ

います。この中におきまして、宇部小野田の圏域につきましては、高度

急性期につきましては、平成２６年度の病床機能報告で７９８床となっ

ておりますところが、４７０減の３２８床が必要病床数の推計というこ

とになっております。急性期につきましては、１,７０９床が７７２減り

まして９３７、回復期につきましては、３４９が５３０増加しまして８

７９、慢性期につきましては１,８８８が８２４減りまして１,０６４、

未選択は５ありますものがなくなるというふうな形になっております。

合計で４,７４９が１,５４１減りまして、推計は３,２０８ということに

なっております。あと、この数値の取り扱いにつきましては、このペー

ジの下のほうに書いてございます。読み上げますと、この必要病床数は、

地域における医療提供体制のあるべき姿の方向性を示すものであり、医

療機関の自主的な取組を進めるための達成を目指すべき指標とされてい

ます。必要病床数は、医療法等に基づき、推計を行ったものであり、こ

れを基に稼働している病床を必要病床数まで機械的、強制的に削減する

ものではありませんとなっております。これをめくっていただきまして、

ここで５０ページの表でございます。宇部小野田保健医療圏につきまし

ての内容でございます。ここで人口、地域の概況の②人口につきまして

は、推計がこのような形でされておるということで、表が載っておると

ころでございます。次に、５４ページのところなんですが、これにつき

ましては、下のほう、（３）構想区域、保健医療圏における課題が書かれ

ております。まず最初に、山口大学医学部附属病院による全県的な高度・

専門医療の確保及び圏域内の医療機関との連携による圏域の医療提供体

制の構築。救急医療を担う医療機関の役割分担、相互連携の推進。救急

医療の役割分担、相互連携についての住民への普及、理解促進。地域包

括ケア病棟の整備、急性期病床からの転換等による回復期機能の確保。
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訪問診療等の在宅医療に取り組む医療機関、掛かり付け医等の確保。患

者の容体変化時の入院対応など、後方支援病院の確保。他職種連携によ

る地域包括ケアシステムの構築、医療従事者の高齢化等に対応した医師、

薬剤師、看護師等、医療従事者の確保。特に訪問看護ステーションに従

事する者の確保とされています。次に介護従事職員の人材確保、へき地

や医療機関への通院に時間を要する地域、特に美祢市での医療の確保が

課題として上げられております。最後に５５ページと書かれたところな

んですが、（４）地域の医療提供体制の将来のあるべき姿でございます。

まず第１に、高度急性期、急性期機能救急医療体制を強化するため、各

医療機関の機能分化・連携や初期・二次・三次救急医療の役割分担が必

要です。回復期病床への移行を円滑に行うため、早期のリハビリの実施

など、回復期への移行を踏まえた医療の提供が必要です。救急医療の適

正受診を推進するため、初期・二次・三次救急医療の役割分担や相互連

携についての住民への啓蒙が必要です。次に回復期機能。急性期を脱し

た患者が円滑に移行できるよう、受皿となる回復期病床の整備が必要で

す。次に慢性期機能、在宅医療等です。機能回復した退院患者を地域で

円滑に受け入れるため、在宅医療提供体制の充実強化や介護施設等の受

皿の確保が必要です。在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所による在

宅医療の連携体制の確保が必要です。医科医療機関、歯科医療機関、薬

局、訪問看護ステーションや介護施設等、他職種の連携による地域包括

ケアシステムの構築が必要です。次に医療連携等。より効率的で質の高

い医療の提供を図るため、医療機関が担う医療機能の集約化や医療機関

間の役割分担、相互連携を進めることが必要です。歯周病予防や口腔内

環境の清潔化により、疾病を防ぐ等、医科医療機関と歯科医療機関との

連携が必要です。へき地での医療提供体制を維持するための体制の構築

が必要ですとされています。以上で簡単でございますが、宇部小野田地

域の圏域の内容につきまして、御説明いたしました。 

 

下瀬俊夫委員長  この保健計画というのは、基本的にこういう方向で調整をし

ますよという方向付けではあるわけね。これ何年までの計画ですか。 

 

河合病院事業管理者 これは２０２５年までに必要な病床数ということで、と

りあえず県としては提示したということで、このとおりにいけば相当住

民の反発も出てくると思いますので、これがこのとおりにいけるかどう

かも分かりませんし、まだ、病院には全くコンタクトはありませんので、

あえて今の段階で自分たちは回復期をするとか、どうするとかいうこと

は、ちょっと県の動向を見ながらやっていかければならないんじゃない



112 

 

かと思います。これまでもいろいろなところ、住民の反発で、また変わ

っていますから、現時点では県はこういう考えということは分かります

けど、本当にこれで落ち着けるのかどうかが分からないなというところ

が、今疑問ですから、もう少し県の御意向を注視しながら対応していこ

うと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  御意見、御質問はありますか。ただ、県が何を考えているか

というのは、大体これで見えてきます。やっぱり急性期、高度急性期を

減らしていきたいという方向性は出てきます。ただ、これ、一般マスコ

ミがもう既に報道していますから、市民の皆さんの中には、やっぱりい

ろんな不安感も出ていますので、今後どうなるんだろうかという。今、

一応、この医業収益、医業外収益の議論をしてきたんですが、ただ、こ

れ目標設定の仕方について、これまで議会側の厳しい意見とか批判が出

た中で、これをそのまま委員会として認めるかどうかというのは、なか

なか私は厳しいと思っているんですが、問題は、先ほど言われているよ

うに、いわゆる８３.７％を設定された。いわゆる損益分岐点をどこに置

くかというその考え方も含めて、基本的にどう考えるのかという、今回

の予算計上について、ちょっとそこら辺がもう一つ分からない。一番最

初に言われたように、達成可能だからこう設定したんだという言われ方

だけでは、ちょっと私はやっぱり説明不足じゃないかなというふうに思

っているんですけど、いかがでしょうか。 

 

市村病院局事務部長  最低の目標であるということは間違いございません。 

 

下瀬俊夫委員長  それと、先ほどから言われているように、いわゆる経営会議

で、いわゆる年度途中、月に何回かやられるという話なんですが、これ

が年度途中なり、どう達成するか、目標に対して、そこら辺の姿勢も合

わせて問題ではないか。だから、民間の能力をもっと活用しなさいとい

う言い方もされてきたわけです。ちょっとそこら辺の、そこまでまだこ

の市民病院がいってないと、私は期待するわけですが、ちょっとそこら

辺のいわゆる経営に対する姿勢、取組の問題について、今、地域連携に

ついてはいろいろ話がありましたが、それだけではなかなかやっぱり難

しいだろうと思うんですが、いかがですか。具体的に、地域連携の考え

方しかないんですか。 

 

河合病院事業管理者  従来は少し高めに設定しながら、それに向かってみんな

で努力しようと一生懸命やろうとしましたんですが、なかなか必ずしも
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高い目標値ということが達成できてないんで、今回は必ず達成できると

いうところを目標にして、また更にどれだけ上積みできるかというとこ

ろでいかないと、何回もこの委員会でいつも計画が高過ぎるんじゃない

かという批判で、最後に下げるのはいかがとはいう御批判にも、何とか

委員会の御意向も踏まえながら、非常に苦慮しながらこの案を考えてき

たというところであります。そういう意味では、でも、今病院全体はい

ろいろな意味で、経営管理にも含めて、戦略室も経営戦略室も作ってい

ますし、経営については非常に今、皆さん意欲的に努力していることは

事実で、今後もその努力はいこうと思っています。ただ、先ほどから言

われます損益分岐点につきましては、いろいろ考えてみましたんですが、

やはり時間外のこともありますし、減価償却が変化していくというとこ

ろもありますので、なかなか何％という数字は言われないんですが、気

持ちとしては、今、少なくとも８５％はいかなければならないというふ

うに思っていますので、今、７０％台を出せば、この県のこれに引っ掛

かるという県の策に引っ掛かるということもありますので、それなりに

稼働率を高くしてないと、県の施策、県からもうかなり厳しく言われて

いるなというふうには十分自覚しておりますので、最低限達成できる目

標値を今回は提出させてもらったということであります。 

 

下瀬俊夫委員長  私は民福の委員会にずっと所属しているんですが、目標設定

が高過ぎるという議論があったという記憶は実はないんですけど。だか

ら、そういう点で、やっぱり達成可能だという、病院全体での姿勢が問

われているということについては、厳しく指摘をしておきたいというふ

うに思います。それでは、医業内外の収益を終えて、支出のほうでいき

たいと思います。費用。 

 

吉永美子委員  医師についてなんですが、この２３名分と出ているんですけど、

給与費の中で、例の先ほど申した病院事業の改革プランの中でおっしゃ

っているのが、医師確保ということで、２８年度から山口大学医学部の

協力型臨床研修医院として医師の受入れを行うとともにとうんぬんとあ

るんですけれど、この辺は２８年度、要は４月からとなるわけですが、

もう間もなくになりますので、状況をお知らせください。 

 

下瀬俊夫委員長  いつから入るかということ。 

 

吉永美子委員  この病院事業改革プラン案の中に、２８年度から山口大学医学

部の協力型臨床研修病院として医師の受入れを行うというふうにありま
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すので、医師確保というところで大変期待するわけですが、今の動きで

す。市民病院として、これに向けてどういうふうにしておられるか、お

聞きします。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  今でも研修医自体は受けているんですけど、

昨年、大学が発表したパンフレットの中に当院が入っていませんでした

ので、それについては、２８年度から必ず受け入れますよということで

ございますので、そういう形での研修医の先生方を受入れということの

準備をしてまいります。 

 

河合病院事業管理者  もう協力型の研修病院ということにはなっていますし、

実際、近々、今回は短期ですけど、今、分かっているのは、２名ほど来

るということになっています。 

 

下瀬俊夫委員長  それは研修医ですか。 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長  研修医です。メーンは山大でしながらも、

この地域医療ないしそのほかの部分を市民病院が担当しているというこ

とです。 

 

岩本信子委員  コジェネの効果をお知らせいただけたらと思います。 

 

渡邊病院局参与  省エネ全体で検討書をようやく今日作りましたので、これの

配布をして、それを見ていただきたい。 

 

（資料配布） 

 

渡邊病院局参与  それでは、現在のエネルギー状況と、それから予算の関係で、

実績を踏まえてということの説明をしたいと思います。コジェネはその

中に位置付けられておりますが、コジェネの何を見るかというのが非常

に難しい問題がありまして、一様に言えないんです。コジェネというの

は、発電をすることと、それから排熱です。熱をエネルギー転換するこ

と、この二つを持ってコジェネと言いますので、どこを見ていいとか悪

いとかという部分的な見方ではちょっと難しいんで、エネルギー全体の

お話をします。キャスビーのエスをとったときに、実施設計のエネルギ

ー推計として省エネ率３５％ということで出しました。それが一番上で

す。この３５％で出したのは、実は月々にきちっと数字を上げた上で３
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５％の省エネ、何月にはどの程度の電気、何月にはどの程度のガス、こ

ういったものを使うというのを積み上げていって出しております。その

数字が電気は１月には、この単位がメガワットアワーというんですけど、

１６８.２００２というような形で、ここに１月、２月から１２月まで、

これは、当然、この施設がコジェネを使って発電をすることで、電気を

買うという、一番は電気を買うという予定の数字です。推定値です。そ

うすると、２番のところのガスの使用量というのは、発電というのがコ

ジェネに相当します。ガスで電気を起こすと。これがガスをどの程度使

うかというのは１月から１２月までこの程度使う。また、このガスがエ

ネルギー転換をしますが、発電用に買ったガスは冷暖房には入ってきま

せん。冷房、暖房、それぞれガスを直接たくというのがあるんです。冷

房もガスをたいて冷房をしております。吸収式のガスの冷水、冷たい水

の発生器、こういったものを使っていくということで、冷房にも暖房に

もガスを直接使う。当然、コジェネの排熱も使うというような形。それ

から、給湯、お湯を沸かすというのも、これもレジオネラ菌対策で６０

度のお湯を、常時循環しておりますので、これにもガスを使っておりま

す。そして、厨房、そして、検査室とかの一般というようなことで、ガ

スを１月は３万９６５ノルマル立米というような形で２月、３月と、こ

うやって使っていくと、合計で、予定では３１万７,０００立米を使うと

いう使用の想定をしております。これらの効率を見るために、一次エネ

ルギー変換ということで、変換をします。変換の係数もその下に掲げて

おります。この変換をして、１平米当たり何メガジュール使うかという

ことで、通常の建築の標準的なエネルギーと比較ができると、この建物

１万７,０００平米ですから、そういうことで、１万７,０００平米で割

り戻すわけなんですけど、そのエネルギーの想定量が２,１２７メガジュ

ールパー平米、１平米当たり年間で２,１２７メガジュール、これが使用

量で、省エネ率３５％のときの考え方です。飛ばしまして、このグラフ

を見ていただきたいんですけど、その３５％というのはどうやって実現

したのかということです。さっきの１番、２番は、本当に買ってくるエ

ネルギーの基なんです。実際にそれで使っていくのを当て込んでいくの

が、もともとこの病院、いわゆる新しい病院であれば、省エネをしてい

ない場合は１平米当たり３,３２２、病院というのは、やっぱり非常にエ

ネルギーを食う建物なんです。換気にしても、何にしても、清浄度を非

常に保たないけないというようなことで、難しい運転をするわけなんで

すが、この新棟６５％というのが、これ３５％省エネしていますという

ことで、何を基にというのは、これは細かく刻んでいきます。項目でも

何十項目とあるんですけど、それを大まかに言うと、自然エネルギーの
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利用、太陽熱や地中熱なんか、それから建築の省エネ、これは断熱とか

二重サッシとか、そして熱源の省エネ、これはコジェネとか、それから

空調とか電気とか衛生、これトップランナー機器の使用とか、人感セン

サーとか、自己発電式の給水とか、そういったような、いろんな仕掛け

をして、少しずつ、少しずつ省エネを積み重ねていって、この６５％と

いうのを達成しますということでなっています。それで、いよいよ実際

のとこなんですが、直近、１２か月のエネルギー使用量、２月まで、こ

の２月までとってきました。買っている電気がこういう形です。キロワ

ットアワーで示しています。一番上のとは３桁違うんですけど、キロワ

ットアワー、コンマで打ってあるところを小数点でいけばメガワットア

ワーになるんですけど、キロワットアワーで書いています。２１万５,

２６４から始まって、ずっと、これ合計していきます。買っているガス

も１万８,０００立米からずっと行って、年間でこのぐらいです。これを

同じ計算式で１次エネルギーの実績表を作りました。ですから、３番の

１次エネルギーの想定と、今、ここに掲げておる直近１２か月、毎月を

見比べていただければ、どういう運転したか、でこぼこはあります、確

かに。このでこぼこ辺で効率がちょっとよくないんじゃないかみたいな

話も若干出るんですが、年間通して見ていただきたいんですが、買う電

気については、ほとんど予定量どおり、使うガスについてもほとんど予

定量どおり、若干少ないというのが結論です。メガジュールでいけば１,

９５７メガジュールパー平米、これで省エネ計算をしますと約４０％省

エネ、最後結論付けておりますけど、実施設計時よりも省エネ率で５％

効率的な運転、これが実績です。更に分かりやすいのでいきますと、コ

ジェネのもう一つの効果で、電力を昼間買わないという方向で、夜間の

電力と昼間の電力をほとんど一緒にするという力を持っております。こ

の結果、旧病院５７０キロという契約電力に対して、開院のときに既に

４８０キロにしておりますが、更に２７年８月からは４６３キロ、そし

て２８年１月からは４５４キロと、こういう形で、運用開始時点からだ

けでも６％ダウンさせております。こういったもとに予算を計上してお

ります。 

 

下瀬俊夫委員長  この資料で質問がありましたら、いいですか。 

 

矢田松夫副委員長  太陽光パネルはどうなるんですか。ちょっと何階かありま

すね。あっちはどんな役目ですか。 

 

下瀬俊夫委員長  ちょっと待って、５時ですが、時間、若干延長しますので、
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どうぞ。 

 

渡邊病院局参与  太陽光については、屋上のパネルと、そして２階のところと

いうか、１階の上です。リハビリの上に置いてある二つのパネルがあり

まして、２種類のパネルがあります。屋上のほうのパネルは光を集めて

電気を作ります。発電です。そして、もう一つの２階に置いてあるのは

光を集めて熱を作ります。温水を作るということで、これは給湯のほう

の給水を、これを水道の水を温めて、そしてガスだきのほうに送り込む

という、一次予熱といいますか、そちらの予熱をするための熱源として

使っております。 

 

石田清廉委員  遮熱効果、断熱効果、建物全体が、設計時からそういうのがあ

ったと思いましたが、その辺りの数字的な効果はこの中に入ってないと

いうことですか。 

 

渡邊病院局参与  先ほどここの中の設計のところで、新棟省エネ効果内訳書の

中で、建築の省エネ６％と書いております。ここにもちろん遮熱とか断

熱とか、二重サッシとか、全てこの中で既に織り込まれておりまして、

結果的にそれ相当、あるいはそれ以上の効果を出しているというのが現

状です。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。用途別、建物一次エネルギー消費量比較という

のがあって、この中で真ん中に新病院省エネと新病院というのがありま

す。これのちょっと説明を。 

 

渡邊病院局参与  これ、建築のほうの評価するときは、一般的に言われている

評価という形で、現在建てる技術で建てたとすると、このぐらいのもの

が平均だろうというのがあって、これを幾ら稼ぐかで補助金がおりる、

おりないという話があるということなんですが、現在、病院を普通に建

てた場合の内容が、（省エネ……）と書いてある省エネを特別にやらない

場合ということで、１平米当たり３,３２２円、これが基準になります。

この基準に対して、その下に書いてある新病院２,１２７というのがあり

ます。けど、これが３５％、今回の設計をした結果ということで２,１２

７、これが３番の最後のところの２,１２７、あそこと合います。ですか

ら、この本病院については、この省エネ実施後は、もともと２,１２７と

いう数字で設計をしておりますということです。 
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下瀬俊夫委員長  問題は、この２,１２７で設計したんだけど、これをどこまで

落とそうという計画なんですか。 

 

渡邊病院局参与  この２,１２７というのをきちっと実現しようという形で運

転をしております。その結果、現在の実績としては１,９５７ということ

で、現在は約設計時よりも５％効率的な運転を行っております。この数

値をきちっと維持していきたいというふうに考えています。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか、質問は。（「なし」と呼ぶ者あり）そのほかのと

ころで質疑はありませんか。 

 

小野泰委員  これはちょっとお願いになりますけど、今日はずっと入院患者数

とか、外来患者数のあり方ですね。どう組んでいくかということで、い

ろいろ議論がございました。損益に対する考え方からすると、やっぱり

とんとんということが理想だろうと思います。もちろん医業ベースとい

うのが一番基本になりますんで、それをベースにしながら、どうなって

いくかということなんで、そのことを特に踏まえて、今年度からと思い

ますが、病院改革検討委員会を設置されてやられるということでござい

ますので、もちろん改革プランの実施状況の点検というのも踏まえて、

このことも入れていただいて、よく検討していただいて、やっぱり理想

に向かっていくというのが一番だろうと思いますので、それに大変努力

していくというのが一番だと思いますので、そのことをちょっと頭に入

れながら、特にその辺を中心にやっていただきますようにお願いしてお

きます。 

 

下瀬俊夫委員長  討論か、討論じゃろう。ジェネリック聞くんじゃなかったの

か。いいですね、小野さん。そんな話じゃなかったのに。 

 

岩本信子委員  経費の中で、修繕費が２,０００万とあるんですが、新しい病院

になって修繕費が要るのかという疑問があるんですが。 

 

和氣病院局総務課主幹  新しいものは、当然修繕も必要ないわけですが、旧病

院から移設しましたいろいろな機械、医療機器等がございます。こちら

につきましては修繕が当然必要になってまいりますので、修繕費は必要

になります。 

 

石田清廉委員  昨年もちょっとお聞きしたと思うんですが、雑支出、１億円と
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簡単な数字が上げられておりますが、どういう雑支出ですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  雑支出と申しますと内容としては消費税です。どうい

ったものかと申しますと、診療報酬は非課税でございますが、病院が材

料などを購入するときには、そういった消費税を支払って購入するわけ

でございます。あと、一般的な管理経費などにつきましては、当然、消

費税を支払っておるわけでございますが、これは収益に転嫁することが

できませんので、いわゆる病院が最終消費者として支払うものです。こ

ちらのその分の消費税をこの雑支出として上げておるものでございます。

それと、御質問にはなかったんですが、そのちょうど下に消費税という

項目がございます。こちらにつきましては消費税として納税するもので

ございます。ついでに説明いたします。室料差額収益、いわゆる個室料

です。こちらにつきましては課税となっております。これは大幅に増加

しておりますことから納税額が増えておるという、そういう状況でござ

います。 

 

矢田松夫副委員長  院内保育の関係ですが、先日も園児増加のため保育士募集

して、新聞広告出ていたんですが、今年度についてはどのようにして、

そういった労働条件改善のための一つの施策をする中での園児増加とい

うんですか、やっぱりそこに預けてみたいなという施策に取り組まれる

のか、お答えできますか。 

 

和氣病院局総務課主幹  園児の増加につきましては、私どもとしては、今、育

児休業の職員が多い状況でございますので、そういったところを利用し

て早く復帰をして人員不足の解消を図りたいと思っているところでござ

います。具体的に、職員につきましては働き掛けというと、看護部の中

でそういった職員に話などはしておるかと思いますけど、具体的に直接

どうこうというのは事務部として取り組んでおるものはございません。 

 

矢田松夫副委員長  自然に園に行くように、何というか、そういうことでいい

んかね。もう委託したら、何というか、広島の会社にアイグランかね、

あれに委託したらもうそれで終わりというんじゃなくて、やっぱりそこ

に働く人の労働条件ひとつの改善、それによって営業収入じゃないけど、

さっき言われたように早く職場復帰していただく。そして、途中に、ほ

とんど今、市立の保育園に預ける人がやっぱり院内に預けることによっ

て、少しでも労働条件改善するということの施策をやっぱり経営者側が

とらんと、業務委託すれば、それで終わりというわけにはいかんでしょ
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う。せっかく作ったんですよ。それから、女医の確保もあるでしょう。 

 

和氣病院局総務課主幹  保育園の運営につきましては、直接運営するよりもそ

のノウハウを持つ業者さんに委託して行うほうが非常に効率的に業務を

行っていただけると考えておるところでございます。お子さんを預けら

れることにつきましては、できれば多く利用していただきたいと思って

おるところではございますが、何分こちらで決められるものではござい

ません。できるだけ働き掛けはしていくつもりではございますが、はっ

きりお答えできるような状況ではございません。申し訳ありません。 

 

市村病院局事務部長  保育所の件でございますけども、保育所を作るとき、あ

るいは業者選定のときから、市内の両医師会あるいは病院、いろいろ協

議をして決めております。したがいまして、その存在というのは皆知っ

ているわけですけども、いま一つ、ちょっとアピールが足りませんので、

新年度に各医師会なり、例えば労災であるとか日赤であるとか、そうい

ったところに再度働き掛けを行います。ただ、会議の席で折に触れて院

長が保育所の利用についてということで、その辺の投げ掛けはいたして

おりますけども、もう少しちょっと徹底させていきたいと思っています。 

 

矢田松夫副委員長  チラシを作るとかというのは、もう全部、園に任せると、

働き掛けもしないと、もう勝手に来るなら来いという感じですね、今の

話聞くと。もう、そういうふうに広島の業者に任せたんだから介入でき

ないとか、話聞くとどうも頼りないような。 

 

市村病院局事務部長  基本的には、もう運営は業者が行って、いろいろチラシ

も作っておりますけども、今度は設置者といいますか、病院として各医

師会とかに施設の利用について投げ掛けたいということでございます。

これ、２８年度に行います。というのが、病院の保育所の開設も、業者

選定も、それぞれがしているわけですから、その辺のもう意思疎通は図

れていますので徹底していきたいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  ほかに。いいですか。なければ、ちょっと。この予算概要の

中で、里帰り出産の出生件数を増やすということを目標に掲げています

が、これは現状、何人ぐらいで、これを何人ぐらい増加させようとして

いるのか、その具体的な目標があるんですか。４１ページです。病院会

計。 

 



121 

 

山本病院局事務部次長兼総務課長 特に、これといった施策はございませんが、

評判が評判を呼んで、口コミでかなり里帰り出産も増えておりますし、

今、産科出産件数の状態は２７年度で３３０人で、かなり増えた状態に

あります。 

 

下瀬俊夫委員長  それは分かるんですが、里帰り出産を今後増やしたいと書い

ているんで、これは病院が書いたか、どこが書いたか分かりませんが、

これ、予算概要の中に病院会計のところにそういうふうに書かれている

んです。 

 

市村病院局事務部長  実は、ネットを立上げるまでは、これに対する問合せが

かなり多かったわけです。具体的に何件というのは、ちょっと診療科の

ほうからは聞いていませんけども、かなり増えつつあるのは間違いござ

いません。それとあと一つは、里帰りですので親戚の方がいらっしゃる

というのは間違いないわけで、一つは、病院としての戦略といったらお

かしいですけども、出産されることによって、その家族なり親戚の方が

病院に対して、今、評判が産科はすごくよろしいですので、それが波及

すればということも含めて、里帰りはこちらのほうでできますよという

ことで、ネットにもその手続まで含めて詳しく載っていますので、特に

里帰り出産を５０件、６０件に持っていきたいというような目標は、今

のところは（「ないわけね」と呼ぶ者あり）はい。全体で三百数十人とい

うふうな目標だけでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  これはもう私たちの委員会で、例の政策提言の中で、いわゆ

るマタニティ・ブックスタートについて、かなり高く評価したんです。

マタニティ・ブックスタートをやっているのは、実は山陽小野田市だけ

なんです。それは、出産前から絵本を読み聞かそうと、いわゆる胎児に

聞かそうという、その効果を狙った事業なんです。これ、よそではやっ

ているかどうか分からないんだけど、もし病院のほうで里帰り出産を奨

励して、このブックスタートというのを独自に導入すれば、そんな高い

もんじゃないんで、そこら辺のことについては具体的に何かサービスと

して病院ができれば、それはそれとしてアピールできるんじゃないかな

というふうに思うんですけど。 

 

河合病院事業管理者 ありがとうございました。それは是非やりたいと思いま

す。今、助産師外来もやっていますので、いろんなところできめ細かく、

特に産科は非常にアクティブにやっていますし、女医さんが二人おられ
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るということで、産科は非常にそういう点では有利に進んでいますので、

今後もそういう、おっしゃるようなことについては、また相談しながら、

もっと積極的に進めていきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員長  僕は、絵本そのものはそんなに高いもんじゃないと思うんで、

そこら辺は是非一定の予算的な措置も必要じゃないかなと。それから、

今、やっぱり各地でこういう周産期、特に、こういう、何ていいますか、

出産ができる医院が何かかなり減ってきているという面もあるんで、そ

ういう点ではかなりアピールできるんではないかなと思います。それか

ら、２点目ですが、医師の給与です。看護師の給与も含めてですが、ど

の程度の水準の医師を確保しようと考えておられるんかという。今後、

医師の増員という問題も出てくるんですが、やはり医師の給与水準につ

いては、水準的にはどの程度の水準を目指しておられるのか。 

 

河合病院事業管理者 水準的には中の上といいますか、できれば高いほうがい

いんですけど、彼らはまた値段も高くなりましたから、市民病院として

は中の上という辺りを目指していきたいと思っています。 

 

下瀬俊夫委員長  ３点目は、これは委員会でも言われていた話なんですが、清

掃の契約です。清掃がどうのこうのという話がここではありました。こ

れは競争入札で契約されたわけですが、清掃そのものに何か問題がある

んですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  清掃につきましては、当初いろいろ御意見はいただい

ておるところでございます。現在、毎月１回、清掃業者といろいろスケ

ジュールでありますとか清掃の仕方でありますとか、そういったものに

ついて協議を行っておりまして、当初、汚れがひどいとか言われたこと

もございましたが、その状況からはかなり改善してきておると考えてお

ります。 

 

下瀬俊夫委員長  いわゆる契約事項の問題が、まず発生しているわけじゃない

んですね。契約違反の問題が。 

 

和氣病院局総務課主幹  それはございません。 

 

下瀬俊夫委員長  ないわけですね。それと、いわゆる機械警備保守と病院の警

備の問題、これをプロポーザルでやられたということで、いわゆる競争
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入札がなくなったという点で、これはセットにしなければいけないもの

かどうなのかという点でお聞きしたいんですが。 

 

和氣病院局総務課主幹  警備につきまして、設備の管理と一緒に契約をしてお

るわけですが、警備のところにはいろんな情報が集まってまいります。

病院内の設備のトラブル、電気がつきっ放しとかつかないとか、そうい

ったものから、温度が高い低いとかいろいろあるんですけど、そういっ

たものを、全体的に情報の伝達と申しますか、それと指揮命令関係、そ

ういったものを考えた上で一緒に契約をしたほうが効率的に運営できる

と判断しております。 

 

下瀬俊夫委員長  それは病院の判断でやられているわけですね。いわゆる分離

はできないというわけではないが、病院の判断として一緒の委託にした

ということですね。 

 

和氣病院局総務課主幹  おっしゃるとおりです。 

 

下瀬俊夫委員長  最後なんですが、今、旧山陽市民病院のそばにあった医師住

宅の管理がかなり、もうどっちかと言ったら荒れ放題になっています。

これは一体どういうふうな対応にされるのか。これはもう、一般の財産

に落ちているんかいね。 

 

和氣病院局総務課主幹  資産としては、まだ病院の資産となっております。今、

御指摘いただいたように、実際、確かに傷んできているということがご

ざいますので、これにつきましては、解体に向けて取り組む方向で今、

検討をしておるところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  解体ですか。あれ購入したいという希望もあったわけですが、

これは解体するわけですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  購入したいというお話につきましては、ちょっと私ど

もにはお問合せいただいておりませんでしたので、それはまた確認の上、

また、それにつきましては検討したいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  あれは、道路の関係で難しいんですか、売買は。 

 

市村病院局事務部長  道路が、会社の御好意で広げさせていただいて使ってい
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るというふうに聞いています。もともとは赤字道であるということで、

その辺りのことが、例えば、買われる方がもう十分御存じなのか、それ

か、道がないのをどう処分できるかというのもちょっと分からんところ

がありまして、ただ、草ぼうぼうというのは苦情もいただきましたので、

これはもう３月の、来週中にはもう片付けるつもりでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  結局、病院側からの回答がなかったんで、すぐ下の家を購入

されて建て直しをされたよね。改築されたでしょう。ちょっとそういう

経過もあって、もう１年以上たつんで。以上です。これは、基本的には

解体の方向なんですね。 

 

和氣病院局総務課主幹  時期については未定でございますが、その方向で検討

しておるところでございます。 

 

下瀬俊夫委員長  ２棟あるんかいね。 

 

和氣病院局総務課主幹  はい。２棟です。 

 

下瀬俊夫委員長  ２棟ですね。全体的に御質疑は。 

 

岩本信子委員  企業債を使うというか、収入とされるんですけど、これは原因

は何ですか。どういうもので企業債を５,５００万。 

 

和氣病院局総務課主幹  企業債につきましては、下の支出の機械及び備品費、

いわゆる医療機器または備品が対象になります。 

 

岩本信子委員  どのような医療機器を予定されているんですか。 

 

和氣病院局総務課主幹  全部はちょっと紹介し切れませんので、ある程度大き

なものを御説明差し上げたいと思います。金額の大きなものとしまして

は、手術室に使用するものがございます。麻酔のシステムが約５３０万、

あと、高周波手術装置というものがあるんですが、これが約４５０万、

それと、エコーがあるんですが、産婦人科に入れますエコーが約５００

万、それと、外科と麻酔科で使用する、同じくエコーなんですが、こち

らについては約３００万、あと、整形外科で使用します機器で、マイク

ロドリルシステムというものがあるんですが、こちらで約３００万、大

きな金額のものとしては以上のようなものがございます。あと、備品と
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しましては、今、患者さんのベッドがあるんですが、当初、病院建て替

えましたときに１２０台入れ替えたところなんですが、その後、１０台

ずつぐらい順繰りで新しいものに入れ替えていっております。こちらに

つきまして、大体３００万円程度になろうかと思います。主だったもの

は以上のとおりです。 

 

岩本信子委員  エコーとかいろいろ、高周波とか言われたんですけど、これは

新病院になったときにはそろえられなかったんですか。それとも、予算

がなくてそろえられなかったか。それとも、今まであったんだけど、そ

れを新しく、更新するために買うとか、そういうものでしょうか、どう

でしょうか。 

 

和氣病院局総務課主幹  ものにより更新するものもありますし、新規で購入す

るものもございます。麻酔のシステムなどにつきましては、移設したも

のがもう古いので、新しいものに更新したりといった、そのような状況

でございます。 

 

河合病院事業管理者 今、医療内容がどんどん進歩していますので、エコーと

かは、もう各科必要になってきましたので、そういうものはもう追加し

ています。やはり古くなったものは買い換えるということになっていま

すので、両方が含まれています。 

 

下瀬俊夫委員長  いいですか。ほかにありますか。資本的収支。（「なし」と呼

ぶ者あり）なければ、質疑を打ち切ります。ちょっと自由討議の時間が

要るので、１０分ほど、済みません、退席をお願いしたいと思います。 

 

（執行部退席） 

 

下瀬俊夫委員長 ただいまから病院会計についての自由討議に入りたいと思い

ます。いわゆる一番大きな問題は患者数の設定だろうと思うんです。先

ほど言われたように病床稼働率が８３.７％。これはもうとてもじゃない

けど、前回、補正予算のときには８５％と言っていたんですが、それよ

りも低い設定です。そこら辺から採算分岐点の問題が出てきたわけです

が、この設定は、当初、達成可能な目標数値だということで説明がされ

たわけですが、こういう目標の設定の仕方の問題あるいは今後の経営会

議の問題も含めて、少し議論をお願いしたいなと思います。 
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矢田松夫副委員長  私も、２条のところが今年度の病院事業そのものの収益に

一番大きく比例するということで言ったんですが、結局高くすれば、で

きなければ委員会で文句言われるというんじゃなくて、１日平均入院患

者のところの１８０人が１８４人にどうして増えないのかということを

言ったんです。その回答がついに出なかったんです。その反動で高く上

げることはしない。上げるのは、できないことをやるわけにいかないと

いう回答だったんです。ですから、この辺の少し、もう少し１８０人が

１８４人になれなかったという理由は、明快な理由は出なかったという

ことが大きくあるんじゃないかなというふうに私は思ったんです。あと、

１日の外来が４５０人の５００人ですから、もう少し努力すればできる

んじゃないかなと思うんですけど。それも回答がついに出なかったとい

うことだね。 

 

岩本信子委員  私は、外来患者という数については、やはり今、掛かり付け医

という個人的な病院がやりましょうという風潮の中で、市民病院の位置

なんですよ。先ほど言われたように、支援病院、後方支援でしたか、結

局、普通の紹介率も２５％ぐらいしかなくて、後方支援病院を目指すん

だと言われるんでしたら、あんまりここのところを目標設定高くすると、

そういう病院に影響を与えるのが大きいのではないかなと思いますので、

そこはちょっと私はこのぐらいでいいのかなと思いますが、先ほど言わ

れた入院患者のところです。さっきも言いましたように、損益分岐点で

これやれば、今の言われた１億４,０００万という赤字が出るわけです、

今のこの数字だったら。だったら、これを、先ほど言ったように減価償

却が大きいからだという見方はあるんですが、それはそれとしても、こ

の赤字をどのぐらいまで抑えていくか。例えば、１億ぐらいまでにする

のかとかいう、そういう方向性が見えないんです。だから、ただ、こう

いうふうにして今、１８０の４５０で立てられているけど、本当に大事

なのは、どういう方向で、例えば１億、赤字を出しておって、そして減

価償却が少なくなった時点で、この時点でちゃんと損益分岐点は守られ

て、これからはだんだん上がっていきますよというふうな、計画はそう

いうふうになってないような気がするんです。だから、やはり今の１８

０人っていう設定が、本当に損益分岐点に合っているのかどうかという

ことが検証されんといけんと思いますので、是非赤字は出てもその辺の

数字はもうちょっと上げたほうがいいんではないかなとは思います。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、問題はどうしたらいいかということです。委員会と

して。 
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岩本信子委員  だから、病院がちゃんとした方向性を示してほしいと私は思う

んです、その辺の。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、思うんですと言うだけじゃ、なかなかそうならんで

しょう。 

 

三浦英統委員  先ほど小野さんもちょっとお話をなさったんですが、経営会議

ですか。この経営会議を開いていただいて、じゃ、どういう改善ができ

るかというような問題について、経営会議の内容を委員会に常時報告し

てもろうて、今も、今日も話が出たように、一つは、もう紹介になって

も出るよと、外に出てもどんどん紹介をお願いに行くと。こういうよう

なことも言っておりましたんで、ひとつ、この経営会議をきちんとして

もらわんと、これ病院の関係ですから。要は、稼働率を上げんと収益は

上がらないんです。一つは、もう紹介の問題と、稼働率を上げるために

経営内容。それともう一つは、内科を入れたいと、こう言うんですから、

それ確実に守ってもらわんといけんのです。いつ入れるか。もう全然話

はないんですよね。入れます、入れますの話しかないし、厳しいと、こ

ういう言い方なんやけど、確実に入れれば入院患者も増えてくるし、こ

れも、内科も入れるということですから入院患者も外来も増えてくると

思うんで、ここを確実にやってもらうように経営会議の中できちんと話

し合っていただきたい。それを１８５なら１８５人に上げてもらうよう

にお願いを申し上げたいというふうに思います。 

 

小野泰委員  今、三浦議員が言われましたように、私は入院患者数も、今回１

８０ですが、１８５ぐらいで、理想と現実というのがあるんですけど、

やっぱりいかに理想に近づけていくかという最善の努力は必要だったと。

その目標に向かってどうしていくかということが必要だろうと思うし、

４５０の外来はやっぱり５００ぐらいに向かって、やっぱり努力をして

いただく。バス乗り入れにしましても、よく宣伝をしながら、多くの人

が来ていただくような最善の努力、これが一番必要だろうと思います。

その中で、今、経営会議もありますんで、経営会議にはこのプランにつ

いての、改革プランについてのどうなったかということを検証していく

ということですから、それも踏まえて、特に、今のところはこれでやっ

ていただくのが一番なのかなと思いますんで、その辺をよく委員会とし

て申し上げるということが必要かなというふうに思います。 
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吉永美子委員  先ほど申した病院事業の改革プランっていうことで、先日、委

員会で出されたわけですが、そのときの中に経営の効率化として、収支

改善、また、経費削減、収入確保、経営の安定性ということで具体的に

打ち出しておられて、私はこれを確実に進めていただくというのが、今、

やはり求められるものではないかなというふうに思っていますので、大

変大きな数字を出して、現実には行かないとなっていくと、またどうし

ていくのかというようになるから、私はこの出されているプランをもう

きちっとやっていただく、そこを委員会としてまた検証を重ねていくの

が必要だと私は思っております。 

 

石田清廉委員  ほとんど出ましたですけどね、この改革プラン、病院事業の、

これが一応実施目標としてあるわけですから、現在の病院経営会議がこ

れに対してどういわゆる経営改善をしていくかという対策を、施策を提

示していただきたい。これ、ただプランがあるだけじゃなしに、またあ

るいは経営会議があるだけじゃなしに、具体的にこれに基づいてどうい

う経営改善策が出されるかというものを提示していただきたい。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。今、皆さんから出されたのが、この患者数の設定です

よね。この問題についてと、もう一つは、経営会議の内容をきちんと委

員会に報告すべきだと。 

 

三浦英統委員 先ほどの内部評価の問題。これもきちんと出してもらわんと、

委員会として審議をするにも、どのぐらいの内容で仕事をしよるのか分

からないので。 

 

下瀬俊夫委員長  内部評価とは何かね。 

 

三浦英統委員 内部の医師の業務量。どのぐらいの患者を診とるかとか、一人

の医師がどのぐらいの収益を上げておるかとか。（「行けばいい、行けば

分かる」と呼ぶ者あり）いやいや、出してくれん。（「いや、質問すれば

いい」と呼ぶ者あり）一人ずつのは出してくれんわ。それはまあいい、

そんならいいです。 

 

下瀬俊夫委員長  いや、それで、大体今言ったように、患者数の設定と、それ

から経営会議の内容について、できれば定期的に委員会に報告するよう

にという二つの点が大体皆さんから出されたわけですが、これをどうい

う形でいわゆる病院側に伝えるかということなんですよね。それについ
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て意見があれば。 

 

矢田松夫副委員長  前回の、僕ちょっと補正におらなかったんですけど、結局

うちの委員会のその結論が、非常にあやふやなというか、曖昧なという

か、厳しく病院側の経営について追及しなかったということをさんざん

よその委員会から言われたというふうに、僕は記憶に残っているんだけ

ど、やっぱりその二の舞を踏まんように、きちっとやっぱり今回病院経

営について、新年度について、附帯決議等で明らかにして、この委員会

での結論を明らかにしていったほうがいいと思います。 

 

下瀬俊夫委員長  はい、附帯決議という意見が出ました。附帯決議という方向

で行くということでいいですか、確認を。 

 

岩本信子委員  今、本当に、それこそ吉永さんがおっしゃったように改革プラ

ン案というのが出ていて、で、やっぱりこれの中でちょっと気になるの

は、医業収益比率が９３.４からちょっとどんどん、私この部分だけがち

ょっと問題かなと思っているんですけど、これを確実にきちっと実行し

ていただければ。 

 

下瀬俊夫委員長  だから、それをお願いすればいいか、それとも附帯決議にす

るかということ。 

 

岩本信子委員  ああ、そういうことですか。 

 

下瀬俊夫委員長  委員会の意思として決定するかどうかということですよ。 

 

岩本信子委員  それはきちっと附帯決議のほうが念が入っていいとは思います

が。 

 

吉永美子委員  附帯決議そのものに私は反対する気持ちはないですけれど、何

のことでもそうだけど、何というか、この要は改革プランを、何という

かもう１回検討し直せとかいうのだったら分かるんですけど、改革プラ

ンをきちんと遂行することということは当たり前で、それをあえて出す

ということですかね。 

 

下瀬俊夫委員長  結局、うちの委員会でこれまでずっと議論してきたわけです

が、これまで本会議なんかで、補正予算も含めて本会議なんかで言われ
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てきた内容と、若干乖離があるんですね。だからそういう点で、特に病

院側の姿勢について、いわゆる経営という問題についての病院側の姿勢

に対して、大変厳しい批判があったわけです。なぜかいうたら、目標に

対してそれをきちっとやっぱりどう達成するかという姿勢が弱かったと、

結局赤字が出ても一般会計が見てくれるんではないかというね、そうい

う姿勢があるんじゃないかというのが批判の一つの中心だったわけです

よね。そこら辺で、今回この１８０に４５０という設定をされたと。で、

僕はずっと気になっているのは、これが達成可能だからこう設定したん

だと言われたのが非常に気になるわけですよ。それがね、今言ったよう

に、稼働率が８３.７％というのは、どう考えてもこれ赤字なんです、赤

字予算なんですよね。 

 

岩本信子委員  さっきから私が医業に対して収入と費用の差っていうのをずっ

と言っているじゃないですか。そうすると、ここの医業収益比率を見る

と、２８年度が９３.４なんですよ。経常収支比率はあれよ、一般会計か

らもいろいろ入ったりしているから、で、これで１０１になるんですけ

ど、ここが９４、９３、９５、これをもうちょっと上げるということが

必要なんではないかなとは思っているんです、医業収益比率を。だから、

どうしてもその減価償却があるから、それは下がるのは当然なんで、マ

イナスになるのは当然なんだけど、本当は１００が一番理想、でも１０

０は無理としたら、９８ぐらいにするべきじゃないかなとは思うんじゃ

けど。 

 

下瀬俊夫委員長  それでね、これはこの委員会として、まだ附帯決議やってい

ないんであれですが、実はこの間、一般会計について委員長報告で対応

したんですね。これ附帯決議については意見がまとまらなかったという

面があるんです。で、実は附帯決議というのは議会意思なんですよね。

ところが委員長報告というのは議会意思じゃないんです。委員長報告を

この本会議が認めたというだけのことなんです。そういう違いがあるん

ですね。だから、議会意思がきちんと示されるのということと委員長報

告とは、いわゆる受け止め方が全然違ってくるんです。だから、今後こ

ういう経営問題についてきちんと見直しを進めながら経営の改善の努力

をすべきだという委員長報告にするのか、それとも附帯決議としてそう

いう内容の附帯決議にするのかという点について、ちょっとこのとりあ

えず皆さんの意思統一をしたいと思います。どっちがいいですか。効力

は、もう附帯決議です。これはもう、これしかないです。 
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小野泰委員  私はやっぱりこの前の決算のこともございますし、病院は大事な

問題ですし、もう資金不足類比率もよくなってくるんで、これからは一

般会計に余り頼ることはないだろうというような意見なんですけどね、

やっぱりそれはどうなるか分かりませんが、それとかも踏まえて、本当

に病院自身がもっと本気になって経営というものを見てもらうためには、

附帯決議で行ったほうがいいかなと。いっぱい加えたいものがあるけど、

そうではなしに、今出てきたぐらいでお願いしたい。 

 

下瀬俊夫委員長  この間の本会議でね、一般質問のときに市長が、民間のそう

いう機能評価を含めて、経営問題についてはきちんと民間の力も借りる

べきだと、こういう発言もしているんですよね。そういう点では、今後

の経営努力というのは当然必要なんですが、まずこのいわゆる当初予算

に対して、委員会としてどういう意思表示をするかということです。た

だ、これ今言ったように、この当初予算からこの赤字予算を組んでいる

というところに、若干これが、これ問題なんですよね。 

 

岩本信子委員  今、病院から、毎月毎月動向調査表をもらっていますよね。私

らがちょっと見ないといけんということで、去年からもらっているんで

すけれど、それもチェックしていくということは大事なこと、それをわ

ざわざ動向調査で９月でせんでも、毎月毎月もらうんだから、それをち

ゃんともうちょっとしっかりとすれば、その点は。 

 

下瀬俊夫委員長  そうですね。結局本会議で議論された中で、確かに今の問題

点はいろいろ議論になっても、どうそれを改善するかという方策が全く

なかったというのが、実は指摘されているわけですよ。ちょっとそこら

辺も合わせて議論の中に出てきたんで、いずれにしても、できればやっ

ぱり経営改善の努力を９月ぐらいにきちんと実らせるような上方修正で

きるような内容にすべきだという、僕はその程度の附帯決議は必要じゃ

ないかなと思っているんですが。（何事か発言する者あり）はい、ええと、

どうしましょう。二つの方法があるということがはっきりしました。た

だ、今言ったように、決議のほうが非常に拘束力があるというのは、は

っきりしています。ただ、委員長報告という手もあるんですけど、ただ、

一般会計でやったのは、補正予算でやるのはいかがなものかという議論

があった面はあるんです。だけど、あれ補正予算しかなかったんですよ、

あの基準外繰入れというのはね。だから、この当初予算にはないんでね、

なかなか難しいんですが。結論を出しましょう。どうぞ。 
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矢田松夫副委員長 さっき言った。 

 

下瀬俊夫委員長 さっき言ったことでまとめますか、まとめるのにちょっと時

間が掛かるけど。 

 

岩本信子委員 附帯決議するんじゃけど、今日、今からできるんですか。 

 

下瀬俊夫委員長 ここで確認しないといけん。全会一致よ。だから皆さんのほ

うで、附帯決議をするという点で、まずきちんと確認しないといけんわ

けで、どうしますか。ここで決定しないといけんから。当然、もう今の

時間だからね、中身としてはもう物すごく簡単になります。しょうがな

い。今言った内容ですよ。上方修正して９月にはきちんと示すようにと

いうね、そういうことになるんじゃないですか。 

 

矢田松夫副委員長 全会一致にしないといけん、挙手でやろう。 

 

下瀬俊夫委員長 挙手。はい。附帯決議に賛成の委員の挙手を、まずお願いし

ます。 

 

吉永美子委員 言われることはよく分かるんですけど、ただ前回、これが出た

ときには異論がなかった中で、こういうふうにしていきますということ

が具体的に出ているところで、これを確実にきちんとやっていけという

ことで、願わくばもっと増やすようにしていただきたいっていうことぐ

らいなら分かるんですけど、これで出したときに、１８０じゃ少ないぞ

なんてならなかったわけですよね、現実問題。今日出たわけじゃないか

ら、これ。だから、それで何か上方修正しろって、今ごろに何か出すと

いうのが、私はこれを確実に進めるということをまず言って、それで確

実じゃなかったらもちろんだけど、それで更に増やしていくということ

を目指してほしいというぐらいを付けるならあれやけど、上方修正しろ

というと、この説明があったときに違和感がなかったのは何なんだろう

というふうに思ってしまう。 

 

下瀬俊夫委員長  あえて言わせていただくと、補正予算のときにもなかったん

ですよ、そういう議論が。残念ながら。それに対して、議会から厳しく

指摘されたわけです、うちの委員会は。民福は一体何をしているんだと

いうね、そういう指摘がされたんですよ。だからそれは、以前は以前で

いいんです。もうしようがないんだから、終わったんだから。だけど問



133 

 

題は、またこの当初予算でも同じ指摘をされるんじゃないかということ

を私は恐れているわけです。だけど、その赤字予算を組んでいいのかど

うなのかというね、そこの問題はやっぱり避けられんわけですよ、これ

絶対に。だから、承認できない場合は、やっぱりそれは改善努力すべき

だという議会意思を示さんといけんのじゃないかということです。 

 

岩本信子委員 赤字予算を示されているというところに少し引っ掛かりがある

んですよ。 

 

下瀬俊夫委員長 だから、それを附帯決議という格好にするかどうかというこ

とを、今この議論しているわけだから。 

 

矢田松夫副委員長  逆に、前回も僕も聞いていたんだけど、結局その決算のそ

の委員会の中では、民福はもう決めたのに、何でここでまた修正をしな

いといけんのかというのが大きな争点やったね、小野さん、ね。だから、

二つ目はやっぱり、また今回も赤字と分かっているのに、何で認めたの

かという、必ずそういう意見出てくると思うんですよね。で、それに対

して、民福何をしよったのかと、分かっていながら何でそれを認めるの

かと、そういうところに来たときに、どういうふうに対応していくのか

という、非常にジレンマが出てくるわけいね。だからやっぱりおきゅう

を据える上に立っても、この改革プランを実行していく上に立っても、

やっぱり附帯決議の中で厳しくその一つのたがねと言うんかね、それを

していくというのが私はいいと思うんですが、ただ残念なのは、全会一

致にならなかったのが、これを議論を続けていくことによって全会一致

になるのかですね、やっぱり議論していくにずっと溝が広がっていくの

かというのを、この辺少し話していかんと、もうこれ以上議論しても意

味ないですからね、はい。 

 

吉永美子委員  だから、その１８０が甘いとかとなると、じゃ、この予算を、

何というか、認めるのかというところまで入るんですけど、附帯決議を

出すということは、予算は認めてあげよう、でももっとこうしなさいと

いうことになるわけですよね、基本。だから、それでオーケーというと

ころで、もうみんながそろうという形をせざるを得ない。だから、もう

赤から始まっているというところで言われたら、もうこの予算自体を認

めていいのかというところまで入っていくので、大変苦しい判断になっ

ていくわけですけど、だから難しいですね。 
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下瀬俊夫委員長  当分こういう結果になる。だから僕はね、さっきから言って

いるように、この達成可能だからこの数字を打ちましたというのは、物

すごく引っ掛かっているんですよ。 

 

吉永美子委員  だから、経営努力をしてほしいというところは、もう当然であ

って、そこはやはり意思を示すということ自体に私は反対はありません、

その点は。 

 

下瀬俊夫委員長  はい、分かりました。じゃ、それをそういう内容で、とりあ

えずまとめましょう。そういうことで休憩をいたします。１０分から再

開ということで。 

 

 

午後５時５０分 休憩 

 

午後６時１０分 再開 

 

 

下瀬俊夫委員長  再開します。とりあえず、原案、病院会計について、先に討

論、採決をしたいというふうに思います。議案第２４号平成２８年度山

陽小野田市病院事業会計予算について、討論のある方。ないですか。（「な

し」と呼ぶ者あり）ないね、はい。討論なしと認めます。議案第２４号

について、賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。それでは、副委員長よりこの議案に対

する附帯決議が提案されるということになりましたので、読み上げて、

これを提案に代えたいと思います。 

 

矢田松夫副委員長  それでは、読み上げて御提案を申し上げます。議案第２４

号平成２８年度山陽小野田市病院事業会計予算に対する附帯決議。本市

議会は、議案第２４号平成２８年度山陽小野田市病院事業会計予算に対

し、下記のとおり決議する。記。一つ、当初からの赤字予算の計上は好

ましくない。これは病床稼働率の設定が甘いと考える。ついては半年後

にも上方修正の補正が上程されるよう経営努力すること。二つ、経営会

議の内容を定期的に報告すること。以上でございます。皆さん方の御賛
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同をお願いいたします。 

 

下瀬俊夫委員長  この問題、この決議、附帯決議について、御質疑があります

か。（「なし」と呼ぶ者あり）それでは、討論、採決に入りたいと思いま

す。この附帯決議に討論のある方。（「なし」と呼ぶ者あり）はい、なし

と認めます。附帯決議に賛成の委員の挙手をお願いいたします。 

 

（賛成者挙手） 

 

下瀬俊夫委員長  全会一致であります。以上で、議案第２４号とその附帯決議

について、可決をされました。本日は、今日はここで審議は終了したい

というふうに思います。（「アンケート」と呼ぶ者あり）アンケート、何

かありますか。 

 

河合病院事業管理者  済みません。このアンケートの集計を、この表を席上に

置かせてもらいました。この見てもらえば、新しくなりましたので、施

設、この赤字の分が２年前の分です。で、大体２年ごとには患者さんの

声を聞きながらやっているんで、これは昨年の７月からの１か月間の集

計がようやくまとまったというところであります。実態は中を見てもら

えれば。 

 

下瀬俊夫委員長  これは看護部がやったんですね。 

 

河合病院事業管理者  看護部です。 

 

下瀬俊夫委員長  はい。以上で今日の会議は終わりたいと思います。次回は１

８日、１０時からということにします。何、異論があります。（「午後か

ら」「午後は産業建設常任委員会が入っています」と呼ぶ者あり） 

 

吉永美子委員 午後の産建は何時からですか。（「１時」と呼ぶ者あり）という

ことは、並んじゃいけんということは、私たちは逆に言うと、午前中で

終わらせないといけないということでしょうか。 

 

下瀬俊夫委員長  終わるんじゃない。 

 

吉永美子委員  終わるんですか。 
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下瀬俊夫委員長  終わるだろう。いや、終わらなかったら、９時からやります

か。１８日９時から公務優先でやります。 

 

 

午後６時１５分 散会 

 

 

平成２８年３月１１日 

 

民生福祉常任委員会委員長 下 瀬 俊 夫 


